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第 1 章 序論 

 

1．1   本研究の背景と目的 

高強度コンクリートは、土地及び空間の有効利用を進める上で構造物の高層化及び大スパン化を実現

するのに重要な役割を担う建築材料だと言える。1988～92 年の建設省総合プロジェクト「鉄筋コンク

リート造建築物の超軽量・超高層化技術の開発（通称 New RC 総プロ）」の成果を経て、設計基準強度

Fc100N/mm2 のコンクリートが実用化されるようになり、近年に至っては Fc200N/mm2 級の超高強度

コンクリートの研究開発が相次いで進められている。 

しかしながら、超高強度コンクリートの更なる性能向上を図る上で、例えば強度や流動性に対しどの

ような結合材を使用するのが最適なのか、材料設計の観点から十分には解明されていない。既往の研究

1.1)によると、コンクリートの圧縮強度は概ね空隙率に依存するため、高強度化を図るためには如何に水

結合材比（以下、W/B）を下げるかが重要となる。ところが、低 W/B の調合条件では流動性の確保が

より難しくなるため、結合材料の粒子の充填性（粒度分布）や形状といった物理性状が重要視されてい

る 1.2)。また、結合材料の物理化学特性が普通強度コンクリートの性状に及ぼす影響については、主に

流動性、強度に関してこれまで報告事例があるものの、低 W/B で製造される超高強度コンクリート用

結合材としての評価事例 1.3)はごく限られているのが現状である。 

コンクリート工事の各工程で関与するコンクリートの主な性状を図 1.1-1 に示す。コンクリートの種

類や構造物の設置環境等によって特に重要視されるコンクリート性状はそれぞれ異なるが、超高強度コ

ンクリートが極端に少ない水量で製造されることを考慮すると、強度は当然のことながら練混ぜ性や流

動性も特に重要な性状だと言える。そこで本研究では、コンクリートの製造、施工及び検査の各工程に

おいて代表的性状とも言うべき練混ぜ性、流動性及び強度を評価項目に選定した。 

 

 

図 1.1-1 各工程で関与するコンクリートの主な性状 
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なお超高強度コンクリートでは、単位セメント量の増大に伴い自己収縮が顕著に現れることから、維

持保全においては特にひび割れ抵抗性が重要な性状だと言える。但し、近年は収縮低減剤や収縮低減型

高性能 AE 減水剤等を用いた自己収縮ひび割れの抑制対策が検討され、その有効性が報告されている 1.4)。

このような状況を踏まえ、本研究ではひび割れ抵抗性を結合材料の評価項目から除外することとした。 

以上より、本研究では超高強度コンクリート用結合材の開発・改善を通じて超高強度コンクリートの

更なる性能向上もしくは性能を維持しながらのコスト低減に資することを最終目的として、超高強度コ

ンクリートの練混ぜプロセス、流動特性及び強度発現メカニズムを明らかにすると共に、練混ぜ性、流

動性及び強度に影響を及ぼす結合材料の特性を明確にすることを目的とした。 

この目的を達成するため、本研究では室内実験によりコンクリート、モルタル又はペーストの各性状

を計測評価すると共に、適宜試料を採取して各種分析試験を行うことで、観測される各性状とある特性

値との関係性について考察を行う方法を採用した。以下に、評価項目に選定したコンクリートの性状毎

に研究のアプローチを記述する。 

 

(1)練混ぜ性 

超高強度コンクリートの製造において、所要練混ぜ時間や練混ぜ負荷といった練混ぜ性は生産性及び

コストに直接影響を及ぼす重要な性状だと言える。超高強度コンクリートの練混ぜに対し、結合材料の

どのような特性が最も影響を及ぼすのかは、練混ぜ自体がどのように進行するのかということと密接に

関連すると考えられるが、極端に少ない水量で製造される超高強度コンクリートの練混ぜプロセスは、

普通強度コンクリートのそれとは異なる可能性が考えられた。従って、既往研究で指摘された普通強度

コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性が、超高強度コンクリートの練混ぜ性に対して

も同様に影響を及ぼすかどうかは不明だと言える。 

そこで本研究では、低 W/B の練混ぜプロセスにおける粒子及び水分の凝集・分散挙動を明らかにす

ることにより、超高強度コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性を導出すると共にその

影響を評価することとした。 

 

(2)流動性 

超高強度コンクリートの施工において、流動性がワーカビリティーに大きな影響を及ぼす性状である

ことは言うまでもない。また低 W/B の流動メカニズムにおいて化学混和剤の作用機構が最も重要な役

割を担っていることは間違いないと考えられる。一方、結合材料の特性に焦点を当てると、粒子の充填

性及び形状とセメントペーストの流動を関連づけた流動モデル 1.5)が提案されている。 

そこで本研究では、この流動モデルを参考に結合材料の特性が超高強度ペーストの流動性に及ぼす影

響を評価することとした。また超高強度コンクリート及びペーストの流動特性を明らかにすると共に、

コンクリートの流動性は同一結合材を用いたペーストの流動性に概ね依存することを示すことで、結合

材料の特性とコンクリートの流動性を関連づけることとした。 

 

(3)強度 

超高強度コンクリートの要求性能として、強度が最も重要な性状であることに異論はないであろう。

既往研究 1.6)によると、Fc60N/mm2程度までの強度領域では、コンクリートが初期高温履歴を受けると

材齢 28 日以降の強度発現性が標準養生の場合より下回るのに対し、セメントの一部をシリカフューム

（以下、SF）で置換して得られる Fc100N/mm2 程度以上の強度領域では、初期高温履歴を受けたコン
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クリートの方が標準養生のそれよりも強度発現性に優れることが指摘されている。この現象は、

W/B20%程度を境にコンクリートの強度発現メカニズムが異なる可能性を示唆するものであり、結合材

料の特性が超高強度コンクリートの強度に及ぼす影響については不明な点が多いと言える。 

そこで本研究では、100～200N/mm2 の強度領域におけるコンクリートの強度発現メカニズムを解明

することにより、強度に影響を及ぼす結合材料の特性を導出すると共にその影響を評価することとした。 

 

次に、本研究の意義及び位置づけについて記述する。 

「高強度コンクリート施工指針・解説」（日本建築学会，2013）では、設計基準強度が 120N/mm2を

超える高強度コンクリートについて「骨材の厳選、特殊な結合材の使用、調合の考え方、コンクリート

の養生方法、構造体コンクリート強度の管理方法など 120N/mm2以下の高強度コンクリートと大きく異

なる」1.7)ことが指摘されている。また、当該指針の範囲である設計基準強度が 36N/mm2 を超え

120N/mm2以下の高強度コンクリートについては「高強度コンクリートの製造・施工は、一般強度のコ

ンクリートの場合に比べて、材料・調合の決定、製造・施工および品質管理の実施において高度な技術

力と経験が必要となる」1.7)ことが指摘されており、本研究の対象範囲である 100～200N/mm2の強度領

域においても同様のことが言えるだろう。即ち、近年の超高強度コンクリートの研究開発成果は「高強

度コンクリートの材料・調合・製造・施工・品質管理に関する技術が飛躍的に進展した」1.7)ことによる

ものだと言えるが、実構造物への適用事例は限定されており当該技術が広く普及しているわけではない。 

従って本研究の目的に掲げた、当該強度領域の超高強度コンクリートに適した結合材料の選定に際し

て、コンクリートの各性状に対してどのような材料特性が最も重要であるかを明示すること、及びその

評価事例を提示することは、高強度コンクリートそれ自体の普及にとどまらず関連する高度な技術を広

く普及・浸透させる上で大変意義深いものであり、加えて超高強度コンクリートの更なる性能向上やコ

スト低減に資するものだと言える。 

更に、結合材料の特性からコンクリートの各性状を予測評価することができれば、結合材料の選定に

役立つばかりではなく、これらの知見は練混ぜ性、流動性及び強度といったコンクリートの性能設計に

活用できる可能性が考えられる。実際にコンクリートを練り混ぜなくても材料特性を分析評価さえすれ

ばコンクリート性状を予測することができる、というのは将来的な長期目標だが、試験練りに係る多大

な労力とコストを少しでも削減することは現実的なメリットとして挙げることができるだろう。 

従って、本研究は結合材料の特性に基づき超高強度コンクリートの性能設計を行う技術の基礎研究で

ある、と位置づけることができる。 

 

1．2   本研究の対象範囲 

本研究の対象とする超高強度コンクリートは、Fc100～200N/mm2級の強度領域に属するものとした。

また普通強度コンクリートと比較すると、本研究の対象とする超高強度コンクリートは、(1)低 W/B の

調合、(2)ポゾラン材の使用、(3)初期高温履歴の付与、といった 3 要素が重なり合う領域に属するコン

クリートである、と特徴づけることができる。 

即ち、(1)低 W/B の調合とは、強度発現性が普通強度コンクリートとは異なる W/B20%程度以下の領

域を指し、本研究においては W/B12～16%のコンクリートを評価対象とした。 

また、(2)ポゾラン材の使用とは、SF、フライアッシュ（以下、FA）、高炉スラグ微粉末等のシリカ質

微粉末をセメントの一部と置換して使用することを指すが、既往研究によると Fc100N/mm2 以上の超

高強度コンクリートでは必ずといってよいほど SF が使用されるのに対し、FA その他のポゾラン材は必
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要不可欠というわけではない。同じポゾラン材でもこのように位置づけが異なるのは、材料特性のうち

粒子径が大きく相違するためだと考えられる。そこで本研究では、結合材料を次の 3 つに分類した。即

ち、材料 A としてポルトランドセメント、材料 B として SF 等、平均粒子径が 1μm 未満のもの、材料

C として FA 等、平均粒子径が 1μm 以上のものに分類すると共に、松田ら 1.8)の研究を参考に 3 成分系

結合材を中心に材料及び調合を決定した。 

更に、(3)初期高温履歴の付与とは、現場打設されたコンクリートがセメントの水和発熱に伴う温度上

昇により高温環境下に置かれる場合やプレキャストコンクリートの製造工程において加熱養生を施す

場合の養生温度条件を指し、本研究では後者の製造工程を想定した 70℃又は 90℃の加熱養生を施した

ときの圧縮強度を評価対象とした。 

 

1．3   本研究の構成 

本研究の構成を図 1.3-1 に示す。 

第 1 章では、本研究の背景と目的、研究の方法、意義、位置づけ及び対象範囲について記述した。 

第 2 章では、まず超高強度コンクリート用結合材に関する既往研究において、どのような結合材料を

用いたときにどのようなコンクリート性状が得られたのか、結合材の適用検討事例について整理すると

共に、本研究で取り扱う結合材料を選定する際の参考とした。次に、本研究の対象範囲である Fc100～

200N/mm2級の超高強度コンクリートに限らず、Fc100N/mm2未満の高強度及び普通強度コンクリート

を対象に含めて、結合材料の物理化学特性がコンクリート、モルタル又はペーストの各性状に及ぼす影

響に関する既往研究を材料の種類毎に整理した。その結果、コンクリート等の各性状と材料特性の関係

性についてメカニズムと関連づけて考察された事例は限定的であり、既往研究で指摘された材料特性が

低 W/B の調合条件においても同様に影響を及ぼすかどうかは不明であることが示唆された。 

 

 

図 1.3-1 本研究の構成 
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第 3 章では、超高強度コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを

目的に種々の実験検証及び検討を行った。即ち、コンクリートの構成相が練混ぜ性に及ぼす影響につい

て評価することにより「超高強度コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたペーストの練混ぜ性

に概ね依存する」ことを示した。また、練混ぜプロセスにおける粒子及び水分の凝集・分散挙動を明ら

かにすることで、ペーストの練混ぜ性に影響を及ぼす材料特性を導出し、その影響を評価した。これら

の結果をもとに超高強度コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性を明確にした。 

第 4 章では、超高強度コンクリートの流動性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを目

的に種々の実験検証及び検討を行った。即ち、上述の流動モデル 1.5)を参考に材料特性がペーストの流

動性に及ぼす影響を評価すると共に、超高強度ペーストの流動特性を明らかにした。また、コンクリー

トの構成相が流動性に及ぼす影響を評価することにより「超高強度コンクリートの流動性は、同一結合

材を用いたペーストの流動性に概ね依存する」ことを示した。これらの結果をもとに超高強度コンクリ

ートの流動性に影響を及ぼす結合材料の特性を明確にした。 

第 5 章では、超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを目的

に種々の実験検証及び検討を行った。即ち、コンクリート強度を説明づける主な因子について整理する

と共に、その強度発現メカニズムを解明すべく水和反応に関する定量分析を行った。その結果、「超高

強度コンクリートの強度発現は、加熱養生の下セメント及びポゾラン材の反応が促進され、生成した

C-S-H がゲル空隙～毛細管空隙を充填して硬化体組織をより緻密にした結果、もたらされたものである」

ことが示唆された。そこで、この強度発現メカニズムに基づき強度に影響を及ぼす材料特性を導出し、

その影響を評価した。これらの結果をもとに超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特

性を明確にした。 

第 6 章では、本研究で得られた成果を取り纏めると共に今後の課題について記述し、本論文の結びと

した。 
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第 2 章 超高強度コンクリート用結合材に関する既往研究調査 

 

2．1   はじめに 

本章では超高強度コンクリート用結合材に関する既往研究について記述する。即ち、第 2 節では本研

究の対象範囲である Fc100～200N/mm2級の超高強度コンクリートにおいて、どのような結合材料を用

いたときにどのようなコンクリート性状が得られたのかについて既往研究を調査し、本研究で取り扱う

結合材料を選定する際の参考とした。 

続く第 3 節では Fc100N/mm2 未満の高強度及び普通強度コンクリートを対象に含めて、結合材料の

物理化学特性がコンクリート、モルタル又はペーストの各性状に及ぼす影響に関する既往研究を調査す

ることにより、コンクリート等の練混ぜ性、流動性及び強度に対して、どのような材料特性が関与して

いるのかを材料の種類毎に整理した。 

 

2．2   超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例 

近年、報告された超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例 2.1)～2.28)を表2.2-1～表2.2-3に示す。

同一の結合材を用いた場合でも調合及び養生条件によってコンクリートの圧縮強度は異なるため、単純

に強度レベルの順に結合材料の優劣が決まるわけではないが、具体的な適用事例が示されたという点で

評価の目安にすることができる。 

セメント品種については普通ポルトランドセメント（以下、OPC）、早強ポルトランドセメント（以

下、HC）、中庸熱ポルトランドセメント（以下、MC）、低熱ポルトランドセメント（以下、LC）の他、

高ビーライト系ポルトランドセメントやシリカフュームプレミックスセメント（以下、SPC）等が使用

されている。 

浅野ら 2.25)は、OPC 及び MC を単味で使用し水セメント比（以下、W/C）30%でコンクリートを練り

混ぜ、標準水中養生を施した供試体について圧縮強度を計測したところ、材齢 91 日でそれぞれ

105N/mm2及び 110N/mm2の強度発現を達成した。しかしながら、セメントのみを使用した事例は限定

的で、150N/mm2以上の強度領域ではセメントに加えてシリカフューム（以下、SF）等の結合材料が混

合使用されている。 

菅田ら 2.28)は、OPC 及び SF を用いて水結合材比（以下、W/B）25%のコンクリート（SF 置換率 0

～20%）を練り混ぜ、20℃水中養生を施した供試体について圧縮強度を計測したところ、材齢 28 日で

100N/mm2の強度発現を達成した。これに対し土谷ら 2.20)は、LC 及び SF を用いて W/B15%及び 12%

のコンクリート（SF 置換率 10%）を練り混ぜ、標準養生又は簡易断熱養生を施した供試体について圧

縮強度を計測したところ、W/B15%-標準養生-材齢 91 日で 158N/mm2、W/B12%-簡易断熱養生-材齢 56

日で 163N/mm2の強度発現を達成した。更に鳴瀬ら 2.1)は、高ビーライト系ポルトランドセメント及び

SF を用いて W/B9.5～12%のコンクリート（SF 置換率 12.5%）を練り混ぜ、90℃-7 日間の蒸気養生を

施した供試体について圧縮強度を計測したところ、260～290N/mm2の強度発現を達成した。以上より、

セメント品種については OPC よりも LC、LC よりも高ビーライト系セメントの方がコンクリートの高

強度化に有利であると考えられる。 

小泉ら 2.8)は、LC に SF を置換率 10%でプレミックスした SPC を用いて W/B13%のコンクリートを

練り混ぜ、80℃温水養生を施した供試体について圧縮強度を計測したところ、材齢 91 日で 216N/mm2

の強度発現を達成した。これに対し梅本ら 2.6)は、SPC 及び比表面積の異なる別銘柄の SF を用いて

W/B12.5%のコンクリート（別銘柄の SF 置換率 10%）を練り混ぜ、養生条件及び材齢を調整した供試
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体について圧縮強度を計測したところ、170～230N/mm2の強度発現を達成した。更に蓮尾ら 2.4)は、LC、

SF 及びフライアッシュ（以下、FA）を用いて W/B12%のコンクリート（SF 置換率 10%及び FA 置換

率 20%）を練混ぜ、90℃-120 時間の加熱養生を施した供試体について圧縮強度を計測したところ、225

～252N/mm2の強度発現を達成した。以上より、結合材としては 1 種類の SF を使用した 2 成分系結合

材よりも複数銘柄の SF を併用、或いは SF と FA を併用した 3 成分系結合材の方がコンクリートの高

強度化に有利であると考えられる。 

また松田ら 2.5)は、2 成分系（LC+SF、LC+FA）及び 3 成分系結合材（LC+SF+FA）を用いて W/B12%

～20%のコンクリートを練り混ぜ、フレッシュ性状としてスランプフローを計測したところ、50cm フ

ロー通過時間は 3 成分系結合材が最も短く「セメントの一部を SF に加え FA で置換すると、SF のみま

たは FA のみで置換するよりも粘性が低減され、コンクリートの流動性を改善可能」であることを示し

た。これより、結合材の構成としては単一の SF を用いた 2 成分系よりも複数のポゾラン材を併用した

3 成分系結合材の優位性が示されつつあると言える。 

なお結合材に LC、SF 及び石灰石微粉末を用いた適用事例 2.22),2.23)があるものの、石灰石微粉末は 90℃

の高温環境においても水和活性に乏しいとみられ、150N/mm2程度の強度発現にとどまっている。 

 

表 2.2-1 超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例(1/3) 

 

  

結合材料 調合および性状

(3)W/B (W/C)、(4)置換率

(5)スランプフロー、(6)コンクリート圧縮強度

290N/mm2 1 高ビーライト系ポルトランドセメント (3)9.5、10.5、12% 鳴瀬ら2.1)

　；(1)3.26g/cm3 (4)SF＝12.5% 2012

SF；(1)2.25g/cm3、(2)19.9m2/g (6)90℃-7日間蒸気養生；290N/mm2（W/B9.5%）

　280N/mm2（W/B10.5%）、260N/mm2（W/B12%）

260N/mm2 2 シリカ質微粉末混合セメント1 (3)10、11、13% 小出ら2.2）

　；(1)3.03g/cm3、(2)6900cm2/g (5)86.0～60.0cm 2010

シリカ質微粉末混合セメント2 (6)70℃-120hr加熱養生；230N/mm2

　；(1)3.06g/cm3、(2)6700cm2/g 　70℃-288hr加熱養生；239N/mm2

　70℃-456hr加熱養生；256N/mm2

　70℃-624hr加熱養生；258N/mm2

250N/mm2 3 超高強度用結合材-1 (3)9～18% 松田ら2.3）

　；(1)3.03g/cm3、(2)6900cm2/g (5)86.0～54.9cm 2010

超高強度用結合材-2 (6)70℃加熱養生、材齢28日；227N/mm2（W/B13%）

　；(1)2.99g/cm3、(2)6920cm2/g 　80℃加熱養生、材齢28日；251N/mm2（W/B11%）

4 LC；(1)3.24g/cm3、(2)3300cm2/g (3)12% 蓮尾ら2.4）

SF；(1)2.20g/cm3、(2)16.4m2/g LC：SF：FA＝9：1：0、7：1：2 2014

FA；(1)2.44g/cm3、(2)8500cm2/g (6)90℃-120hr加熱養生；252～225N/mm2

　最高90℃履歴；248～225N/mm2

(3)12、13、17、20% 松田ら2.5）

LC：SF：FA＝10：0：0、9：1：0、7：1：2 2014

(5)57.5～64.6cm（W/B12%）

　71.8～74.0cm（W/B12%）

(6)90℃-120hr加熱養生、材齢7日；

　210N/mm2（W/B12%）、220N/mm2（W/B12%）

【材料記号】OPC：普通ポルトランドセメント、HC：早強ポルトランドセメント、MC：中庸熱ポルトランドセメント、

 　　　　　　　LC：低熱ポルトランドセメント、SPC：シリカフュームプレミックスセメント、SF：シリカフューム、

 　　　　　　　ZSF：ジルコニア起源シリカ質微粉末、FA：フライアッシュ、GGBS：高炉スラグ微粉末

(1)密度、(2)比表面積
著者
発表年

No.
強度
レベル
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表 2.2-2 超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例(2/3) 

 

結合材料 調合および性状

(3)W/B (W/C)、(4)置換率

(5)スランプフロー、(6)コンクリート圧縮強度

230N/mm2 5 SPC；(1)3.08 g/cm3 (3)12.5% 梅本ら2.6）

SF；(1)2.2 g/cm3、 SPC：SF＝9：1 2014

　(2)7.32～7.86m2/g (6)170、200、230N/mm2

220N/mm2 6 LC；(1)3.24g/cm3、(2)3300cm2/g (3)13% 松田ら2.7）

HC；(1)3.13g/cm3、(2)4550cm2/g LC：HC：ZSF＝7：1：2 2009

ZSF；(2)10.2m2/g (5)78.5cm

(6)最高90℃履歴、材齢7日；222N/mm2

7 SPC；(1)3.08g/cm3、(2)6000cm2/g (3)13、15、18% 小泉ら2.8）

　（LCベース、SF置換率10%） (6)標準水中養生、材齢91日；185N/mm2（W/B13%） 2008

　40℃温水養生、材齢91日；206N/mm2（W/B13%）

　80℃温水養生、材齢91日；216N/mm2（W/B13%）

210N/mm2 8 LC；(1)3.24g/cm3、(2)3300cm2/g (3)13.7、14.0% 河上ら2.9）

ZSF；(2)10.2m2/g (4)ZSF＝20% 2008

(5)87.3～78.0cm

(6)標準養生、材齢91日；181～198N/mm2

　70℃加熱養生、材齢7日；198～213N/mm2

9 SPC；(1)3.08 g/cm3 (3)12.5% 井戸ら2.10）

SF；(1)2.2 g/cm3、 SPC：SF＝9：1 2014

　(2)7.32～7.86m2/g (5)74.2cm（出荷時）、71.1cm（荷卸時）

(6)40℃温水養生、材齢28日；

　206.5N/mm2（出荷時）、212.2N/mm2（荷卸時）

10 MC；(1)3.21g/cm3 (3)14% 渡邉ら2.11）

高強度用混和材；(1)2.51g/cm3 (5)75.0cm 2010

(6)120時間90℃蒸気養生；205N/mm2

200N/mm2 11 LC1；(2)3400cm2/g (3)14、16、18、24、30% 小出ら2.12）

LC2；(2)3380cm2/g (4)SF＝0、5、10、15%（60%スラリー） 2009

MC；(2)3350cm2/g (5)83～58cm

SF；(2)17.9m2/g (6)標準養生、材齢91日；203N/mm2

　（W/B14%、SF置換率15%）

　簡易断熱養生、材齢91日；201N/mm2

　（W/B14%、SF置換率15%）

12 高強度用セメント；(1)2.99 g/cm3 (3)16、21% 黒岩ら2.13）

　（OPC、スラグ石膏、SF） (6)最高60～80℃履歴、材齢7年； 2014

　180～200N/mm2（W/B16%）

13 SPC (3)17% 日紫喜ら2.14）

LC (6)材齢91日；160～199N/mm2 2005

14 SPC；(1)3.08cm2/g、(2)5600cm2/g (3)13、14、18% 菅俣ら2.15）

(6)簡易断熱養生、材齢91日；199N/mm2（W/B14%） 2004

　標準養生、材齢91日；166N/mm2（W/B18%）

15 高ビーライト系セメントHB (3)12、14、17% 神代ら2.16）

　；(1)3.20g/cm3、(2)4170cm2/g (4)10、15、20% 2004

SPC；(1)3.08g/cm3、(2)5870cm2/g (5)78.8～63.0cm

ZSF1；(1)2.40g/cm3、(2)8.7m2/g (6)材齢91日；197N/mm2（W/B17%、置換率15%）

ZSF2；(1)2.40g/cm3、(2)17.7m2/g (3)14、17、20% 都築ら2.17）

SF1；(1)2.20g/cm3、(2)13.2m2/g (5)78.0～58.0cm 2004

SF2；(1)2.37g/cm3、(2)19.1m2/g (6)20℃水中養生、材齢91日；150～190N/mm2

180N/mm2 16 MC；(1)3.21g/cm3、(2)3160cm2/g (3)14、17、20% 神代ら2.18）

ZSF；(1)2.3g/cm3、(2)8.7m2/g (5)75.0cm（W/B20%）、71.3cm（W/B17%） 2005

　64.3cm（W/B14%）

(6)標準水中養生、材齢182日；165～175N/mm2

強度
レベル

No.
著者
発表年(1)密度、(2)比表面積



10 

 

表 2.2-3 超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例(3/3) 

 

 

 

結合材料 調合および性状

(3)W/B (W/C)、(4)置換率

(5)スランプフロー、(6)コンクリート圧縮強度

170N/mm2 17 LC；(1)3.24 g/cm3、(2)3300cm2/g (3)18.3% 高田ら2.19）

SF；(1)2.20 g/cm3、(2)20m2/g (4)SF＝10%（60%スラリー） 2014

(5)75.0～78.0cm

(6)90℃加熱養生、材齢7日；140～165N/mm2

160N/mm2 18 LC；(1)3.22g/cm3、(2)3280cm2/g (3)12、15、18、22% 土谷ら2.20）

SF；(1)2.20g/cm3、(2)31700cm2/g (4)SF＝10% 2001

(5)67.5cm（W/B22%）、71.0cm（W/B18%）

　70.0cm（W/B15%）、43.0cm（W/B12%）

(6)標準養生、材齢91日；158N/mm2（W/B15%）

　簡易断熱養生、材齢56日；163N/mm2（W/B12%）

19 MC (3)16、22% 高森ら2.21）

スラグ石膏系混和材 (5)63×66cm（W/B16%、夏期） 2014

(6)最高90℃履歴、材齢91日；

　157N/mm2（W/B16%、夏期）

150N/mm2 20 LC；(1)3.24g/cm3 (3)15、18、22% 鳴瀬ら2.22）

石灰石微粉末LSP；(1)2.92g/cm3 LC：LSP：SF＝85：10：5、90：0：10 2010

SF；(1)2.25g/cm3 (6)標準水中及び簡易断熱養生、

　材齢91日；150N/mm2以上（W/B15%）

21 LC；(1)3.22g/cm3 (3)13、16% 兵頭ら2.23）

SF；(1)2.18g/cm3、(2)20.5m2/g (4)10～30% 2008

石灰石粉末ULP (5)55～75cm

　；(1)2.71g/cm3、(2)10.2m2/g (6)20℃水中養生、材齢28日；

　150N/mm2以上（W/B13%）

140N/mm2 22 OPC；(1)3.15～3.16g/cm3 (3)15～50%　等 陣内ら2.24）

HC；(1)3.13～3.14g/cm3 OPC：SG：SF＝7：2：1 2005

FA；(1)2.2～2.4g/cm3 OPC：FA＝8：2

スラグ石膏SG；(1)2.91～2.92g/cm3 HC：SG：SF＝7：2：1

SF；(1)2.2g/cm3 (6)標準養生、材齢28日；109～135N/mm2

　（W/B20%）

110N/mm2 23 OPC；(1)3.16g/cm3 (3)30、45% 浅野ら2.25）

MC；(1)3.04g/cm3 (5)63.8～65.6cm（NC-30） 2014

　65.5～61.3cm（MC-30）

(6)標準水中養生、材齢91日；

　105N/mm2（OPC）、110N/mm2（MC）

100N/mm2 24 OPC；(1)3.16g/cm3、(2)3280cm2/g (3)20、25、33% 並木ら2.26）

SF；(1)2.20g/cm3、(2)168000cm2/g (6)材齢28日；100N/mm2以上（W/B20%） 2011

FA；(1)2.22g/cm3、(2)3830cm2/g

GGBS；(1)2.91g/cm3、(2)3140cm2/g

25 OPC；(1)3.16g/cm3 (3)25% 菅田ら2.27）

SF；(1)2.2g/cm3、(2)20m2/g (4)SF＝0、5、10% 2009

FA；(1)2.2g/cm3、(2)3960cm2/g 　FA＝0、10、20、30%

(6)材齢28日；100N/mm2

26 OPC；(1)3.15g/cm3 (3)25% 菅田ら2.28）

SF；(1)2.2g/cm3、(2)23m2/g (4)SF＝0、5、10、20% 2005

(5)53～67cm

(6)材齢28日；100N/mm2

【材料記号】OPC：普通ポルトランドセメント、HC：早強ポルトランドセメント、MC：中庸熱ポルトランドセメント、

 　　　　　　　LC：低熱ポルトランドセメント、SPC：シリカフュームプレミックスセメント、SF：シリカフューム、

 　　　　　　　ZSF：ジルコニア起源シリカ質微粉末、FA：フライアッシュ、GGBS：高炉スラグ微粉末

No.
(1)密度、(2)比表面積

著者
発表年

強度
レベル
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2．3   結合材料の物理化学特性がコンクリート性状に及ぼす影響に関する既往研究 

2．3．1 結合材料の物理化学特性が練混ぜ性に及ぼす影響 

コンクリートの練混ぜ水を分割投入するダブルミキシングに関する既往研究 2.29)によると、一次投入

水の量によって練混ぜ負荷が変化することが報告されている。即ち、コンクリートの練混ぜ性は W/C

又は W/B によって大きく異なることが知られているが、材料特性が練混ぜ性に及ぼす影響については

報告事例が少なく不明な点が多いと言える。 

結合材料の物理化学特性がコンクリート等の練混ぜ性に及ぼす影響に関する既往研究 2.30)～2.32)を表

2.3.1-1 に示す。 

中沢ら 2.30)は、粒度調整により充填性を高めたセメントを試製しこれに SF を 10%混合したものを用

いて、水粉体容積比 0.06～0.18 のペーストを脱泡コンディショニングミキサにより練り混ぜた。その結

果、水粉体容積比 0.16 以下において、粒子充填率の高いセメント adj-SF を用いたときのペーストの練

混ぜ時間は、基準セメント std-SF の「1/2 以下の時間で練混ぜが可能」なことを示した。後述する通り、

粒子の充填性がペーストの流動性に影響を及ぼすことは、ペースト中の水を粒子間隙に拘束される水と

流動に寄与する水とに分類することで説明づけがなされている。従って、粒子の充填性とペーストの練

混ぜ性の関係についても同様の概念が適用できる可能性が考えられる。そこで本研究では、結合材の充

填率から「水空隙容積比」を算定して低 W/B ペーストの練混ぜ性との関係について考察を行うことと

した（第 3 章「3．4．3 結合材の充填性」参照）。 

 

表 2.3.1-1 結合材料の物理化学特性が練混ぜ性に及ぼす影響に関する既往研究 

 

  

W/B

or W/C

ポルトランド
セメント

粒度分布
（充填性）

P ○

「adj-SF10は水粉体比0.16以下でもstd-SF10の1/2

以下の時間で練混ぜが可能であった。std-SF10は

水粉体比0.10以下では練り混ぜることができない

が、adj-SF10は水粉体比0.08においても練混ぜが

可能であった」

中沢ら2.30)

2010

シリカフューム かさ密度 C 20% ○

「かさ密度が0.4g/cm3を超えるSFを使用した配(調)

合（◆）では（中略）必要モルタル練混ぜ時間が長
かった。これは、かさ密度が大きい、つまり造粒の程
度が大きいSFを用いた場合には、その分散のため

に長時間の練混ぜを要することを意味する」

強熱減量 C 20% ○

「かさ密度が0.4g/cm3以下のSFを使用した配(調)合

（○および△）では、SFの修正強熱減量と必要モル

タル練混ぜ時間の間には概ね正の相関が見られ
た。これは、未燃カーボンによる高性能減水剤の吸
着などによる起因するものであると考えられる」

高炉スラグ
微粉末

粉末度 M 20% ×
「BSの粉末度の変化による練り混ぜ性状への影響

は認められなかった」
丸岡ら2.32)

2008

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

渡邉ら2.31)

2008

著者
発表年

結合材料
物理化学
特性

試料
形態

影響の
有無

記述
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渡邉ら 2.31)は、11 種類の SF を用いて W/B20%のコンクリート（SF 置換率 10%）をモルタル先練り

方式で練り混ぜ、モルタルが一体化するまでの「必要モルタル練混ぜ時間」と SF の「修正強熱減量」

（強熱減量から湿分を差し引いた値）との関係を示した。かさ密度が 0.4g/cm3以下の SF については「未

燃カーボンによる高性能減水剤の吸着など」により「必要モルタル練混ぜ時間」が増減し、かさ密度が

0.4g/cm3を超える SF では未燃カーボンの影響よりも「造粒の程度が大きい SF を用いた場合には、そ

の分散のために長時間の練混ぜを要する」と考察した。しかしながら、モルタル中の SF の分散挙動が

そのかさ密度によって異なるのか、或いはモルタルが一体化したときの SF の分散状態はかさ密度によ

らず同程度なのかについては確認されておらず、この考察が妥当かどうかは不明である。 
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2．3．2 結合材料の物理化学特性が流動性に及ぼす影響 

「コンクリート用化学混和剤の性能評価」（土木学会，2002）では、高性能 AE 減水剤の作用機構と

関連してセメントの物理化学特性が流動性に及ぼす影響について既往研究に基づき項目別に整理され

ている。即ち、物理的性質としては充填率とブレーン比表面積の 2 項目が、化学的性質としては間隙質

量、石膏、アルカリ、遊離石灰量及び酸化マグネシウム量の 5 項目が挙げられている 2.33)。 

物理的性質の内、充填率については「水セメント比が等しい場合、充填率の高いセメントほど自由水

が多くなり、流動に寄与する水が多くなるため、もしくは粒子表面の水膜厚さが厚くなるため」との説

明があるが、ブレーン比表面積については「セメントの粉末度が大きいほど降伏値および塑性粘度が大

きく」なるとしてレオロジー特性への影響を記述するにとどまっている。 

一方、化学的性質の内、間隙質量についてはポリカルボン酸系減水剤（以下、PC）を使用した場合「C3A

や C4AF に減水剤が多く吸着し（中略）カルシウムシリケート間での立体障害効果が大きくならず流動

性が低下する」とされ、酸化マグネシウム量については「MgO 量が増加すると、C3S および C2S への

MgO の固溶量は増加するが（中略）シリケート相に固溶できない Al2O3および Fe2O3により間隙質量

が増加する」と説明されている。 

また半水石膏や硫酸アルカリは、水への溶解速度が高いため液相の SO42-濃度を高くするが、PC は「液

相の SO42-濃度と競争的に吸着するもしくは分子収縮すると考えられている」ため、SO42-濃度の上昇は

流動性の低下をもたらすとされている。 

更に遊離石灰量（f-CaO）について、その生成物である「Ca(OH)2はエトリンガイトに次いで PC を

多く吸着する作用を有しているため、やはり流動性には悪影響を及ぼす」とされており、流動性に影響

を及ぼすセメントの化学的性質は、いずれも高性能 AE 減水剤との相互作用に関与するものと言える。 

 

最近の報告事例に基づき、ポルトランドセメントの物理化学特性がコンクリート等の流動性に及ぼす

影響に関する既往研究 2.30),2.34)～2.38)を表 2.3.2-1 に示す。 

坂井ら 2.34)は、粒度分布の異なるセメントを用いて W/C17%～25%のペーストを脱泡コンディショニ

ングミキサにより練り混ぜ、二重円筒型粘度計を用いて見掛け粘度及び降伏値を計測すると共に、粒子

の充填シミュレーションプログラムを用いてセメントの充填率を算出した。その結果「充てん率の大き

な方が、ペーストの粘度は低い値を示し」、「セメントペーストの流動性におけるセメント粒子の充てん

性の影響は W/C が小さくなるほど顕著」であることを示した。 

木村ら 2.37)は、5 種類のセメント（NC、HC、MC、LC 及び高ビーライト系セメント SL）を用いて

W/B25%のコンクリートを練り混ぜ、鉱物組成（C3A 量及び C2S 量）と L フロー初速度の関係を示した。

「C3A 量が増加するに伴い、L フロー初速度は低下する傾向がみられ」「L フロー初速度と C2S 量には

線形の関係が認められた」ことから「フレッシュ時の流動性には C3A 量だけでなく、C2S 量も影響して

いる」と考察した。ところが、使用セメントの鉱物組成は C2S 量が少なくなるにつれ C3S 量が多くな

る傾向にあるため、これらの現象は高性能 AE 減水剤の分散効果がクリンカー鉱物の種類によって異な

ることと関連していると考えられる。 

なおブレーン比表面積や C3A 量の影響についての最近の報告事例は、いずれも上述の既往研究に沿っ

た考察だと言える。 
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表 2.3.2-1 ポルトランドセメントの物理化学特性が流動性に及ぼす影響に関する既往研究 

 

 

  

W/B

or W/C

ポルトランド
セメント

P ○

「市販品と比較すると、LHCのみでの充てん性が練

混ぜ性および流動性に大きく寄与していることがわ
かった」

中沢ら2.30)

2010

P

M

17～25%

17～30%
○

「充てんシミュレーションにおいて充てん率の大きな
方が、ペーストの粘度は低い値を示した」
「セメントペーストの流動性におけるセメント粒子の
充てん性の影響はW/Cが小さくなるほど顕著となっ

ている」

坂井ら2.34)

2009

ブレーン
比表面積

M 14～18% ○

「No.2のセメントは他のセメントと比べて0打フローが

小さい。これは、他のセメントに比べて（中略）ブレー
ン比表面積が高いことが影響していると考えられる」

高橋ら2.35)

2012

C3A量

「W/B=13％でSLとLを比較すると，SLを使用した

ペーストの方が混和剤添加率は0.2～0.5％少なく

なった。Lに比べSLのほうが混和剤を吸着しやすい

C3A量やC3S量が少ないためと考えられ」る

「W/B=13％ではSLの方がLよりVロート流下時間が

短く，粘性は低くなった。混和剤添加率と同様に，L

に比べ，SLのほうがC3A量やC3S量などが少ないこ

とが影響しているものと考えられる」

M 14～18% ○

「No.2のセメントは他のセメントと比べて0打フローが

小さい。これは、他のセメントに比べてC3A量が多

（中略）いことが影響していると考えられる」

高橋ら2.35)

2012

C 25% ○

「C3A 量が増加するに伴い，Ｌフロー初速度は低下

する傾向がみられる。これは，C3A が混和剤を吸着

しやすく，流動性を低下させるためと考えられる」

木村ら2.37)

2012

C2S量 C 25% ○
「Lフロー初速度とC2S 量には線形の関係が認めら

れた」

木村ら2.37)

2012

C 16% ○

「NCおよび HCを用いた調合では、目標スランプフ

ローを得るためのSP 添加量がLC、MCに比べ増加

する傾向が認められた。これはビーライト（C2S）が少

ないセメントの方が、粘性が高くなるためと考えられ
る」

高田ら2.38)

2011

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

結合材料
試料
形態

記述
著者
発表年

石中ら2.36)

2012
○13%P

影響の
有無

物理化学
特性

粒度分布
（充填性）
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シリカフュームの物理化学特性がコンクリート等の流動性に及ぼす影響に関する既往研究 2.31),2.39)～

2.44)を表 2.3.2-2 及び表 2.3.2-3 に示す。 

三井ら 2.42)は、初期形態が粉末状 8 種類、顆粒状 6 種類の計 14 種類の SF を用いて W/B28%のコン

クリートを練り混ぜ、L フロー初速度を計測すると共に、粒子の分散性を表す指標として SF を液中分

散させ比較的強い超音波（200W）を 12.5 分照射したときの 1μm 以下の粒子量との関係を示した。SF

の初期形態によって 1μm 以下の粒子量は大きく異なるものの「分散性の良いシリカフューム程、コン

クリートの粘性を低減する効果が大きい」と考察した。しかしながら、練混ぜ性との関係で述べたよう

に、コンクリート中における SF の 1μm 以下の粒子量と、SF を液中分散させ比較的強い超音波を照射

したときのそれが対応しているのかは確認されておらず、この考察の妥当性については同様に不明であ

る。 

 

表 2.3.2-2 シリカフュームの物理化学特性が流動性に及ぼす影響に関する既往研究(1/2) 

 

W/B

or W/C

シリカフューム

初期形態
(粉末状/

顆粒状)

M 30、50% ○

「シリカフュームの形態が粉末である銘柄①、③は、
顆粒である②、④より少ない高性能(AE)減水剤量で

同一のフロー値を得ることができた」

岩永ら2.39)

1995

M 30、50% ○
「顆粒のシリカフュームは、粉体より流動性が低下す
る傾向にあった」

児島ら2.40)

1994

C 30、50% ×
「シリカフュームの初期形態が、コンクリートの流動特
性に及ぼす要因であると判断するのは困難」

長滝ら2.41)

1995

C 28% ○
「シリカフュームの形態の違いによる分散性の違いが
大きな影響を持つ」

三井ら2.42)

1993

C 30、50% ×

シリカフュームの「初期形態よりもむしろ練り上がり後
のコンクリート中におけるシリカフュームの（中略）分
散状態が、コンクリートの流動特性に影響を及ぼして
いる」

久田ら2.43)

1993

粒子形状 P 20% ○

「Because the paste using SF-A had better

fluidity than the paste using SF-B or SF-C, it

is considered that it is the difference in shape

for particles smaller than 0.3μm」

Sakaiら2.44)

2009

かさ密度 C 28% ×
「かさ密度は形態により明確な差を示すが同じ形態
の中ではL型フロー初速度との相関性は小さい」

三井ら2.42)

1993

C 20% ○

「かさ密度が0.4g/cm3を超える（中略）ようなSFを用

いた配(調)合では、ほとんどがスランプフロー

500mm程度以下と、コンクリートの流動性が低くな

る傾向が見られた」

渡邉ら2.31)

2008

超音波
分散性

「コンクリートの流動性に関してはシリカフューム自身
の分散し易さの影響が大きく、他の要因の影響は小
さい」

「分散性の良いシリカフューム程、コンクリートの粘性
を低減する効果が大きい」

P 20% ×

「In these tests it was found that the fluidity

when SF-B or SF-C, which have superior

ultrasonic dispersibility, were used, the

fluidity was worse than when SF-A was used」

Sakaiら2.44)

2009

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

結合材料
物理化学
特性

試料
形態

影響の
有無

記述

C 28% ○
三井ら2.42)

1993

著者
発表年
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これに対し Sakai ら 2.44)は、3 種類の SF を用いて水粉体比 20%のペースト（SF 置換率 10%）を脱

泡コンディショニングミキサにより練り混ぜ、流動性の指標として降伏値及び見掛け粘度を計測した。

また SF を液中分散させ比較的強い超音波（270W）を 0 分～30 分まで照射したときの 1μm 以下の粒

子量の変化を計測したところ、超音波分散性に優れる SF の方がむしろ流動性に劣ることを示した。従

って SF の分散性と流動性の関係については相反する報告があり、更なる検討が必要だと言える。 

そこで本研究では、ペースト中の SF の分散状態を定量評価し流動性との関係を求めると共に、SF を

液中分散させ超音波を照射したときの分散状態と比較考察を行うこととした（第 3 章「3．3．3 結合

材がペースト状に変化する段階における粒子の分散」参照）。 

なお、SF の初期形態（粉末状／顆粒状）やかさ密度が流動性に及ぼす影響についても相反する報告

があり、総じて SF のどのような物理化学特性が流動性に最も影響を及ぼすのか明確になっていないと

言える。 

 

表 2.3.2-3 シリカフュームの物理化学特性が流動性に及ぼす影響に関する既往研究(2/2) 

 

 

  

W/B

or W/C

シリカフューム 強熱減量 C 20% ○

「修正強熱減量が2%を超えるようなSFを用いた配

(調)合では、ほとんどがスランプフロー500mm程度

以下と、コンクリートの流動性が低くなる傾向が見ら
れた」

渡邉ら2.31)

2008

アルカリ P 20%

「The effect of SO4
2- on the fluidity is

significant when the dosage of superplasticizer

is insufficient at 0.3%. However, there is little

effect in the case where the superplasticizer is

sufficient at 0.5%.」

「the effect of alkali sulfate cannot be ignored

when the dosage rate of superplasticizer is low,

but in practice for use in areas where there is

a sufficient quantity of superplasticizer, a

large quantity of polymer remains in the

liquid phase」

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

著者
発表年

△
Sakaiら2.44)

2009

結合材料
物理化学
特性

試料
形態

影響の
有無

記述
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ポルトランドセメント及び SF 以外の結合材料について、その物理化学特性がコンクリート等の流動

性に及ぼす影響に関する既往研究 2.32),2.45)～2.53)を表 2.3.2-4 に示す。 

星野ら 2.53)は、溶融噴霧法により球状化された「球状シリカ」及び粉砕により製造された「粉砕シリ

カ」を分級して OPC とほぼ同じ粒度分布を持つように調整した後、OPC と混合して充填性の異なる試

料を作製した。水粉体容積比 0.9 でペーストを練り混ぜ、二重円筒型回転式粘度計を用いて見掛け粘度

を計測すると共に、ペーストの遠心分離を行い沈降容積中に含まれる粉体量及び水量から充填率を求め

た。その結果「粒調球状シリカを混和したペーストは、粒調粉砕シリカを混和したペーストに比べ大き

な流動性を示すこと」が判明した。星野らは、充填率の差によるペーストの流動性の相違を説明づける

ためペーストの流動モデルを提案した。即ち、粒子の充填率が高いペーストでは団粒中に拘束される水

が少なくそれゆえ流動に寄与する水が多いと考えた。 

齊藤ら 2.45)は、この流動モデルに基づく検討として LC、SF 及び粗粒 FA を用いて水粉体比 0.18 及び

0.20 のペーストを脱泡コンディショニングミキサにより練り混ぜ、二重円筒型回転式粘度計により見掛

け粘度を計測すると共に、充填シミュレーションプログラムを用いて粒子の充填率を算出した。その結

果「FA 置換量が 0-20mass%と少ない場合は充てん率が高いほど見掛け粘度が低く、流動性が向上する

傾向が確認された」ことを示した。ところが、粗粒 FA 中には「形状の悪い粒子が存在」するため「FA

置換量が 25mass%以上の場合では充填率が高いほど見掛け粘度が高くなり、流動性は低下した」と考

察した。従って、ペーストの流動性は粒子の充填率だけで説明できるとは限らず、粒子形状の影響等を

受けることが示された。 

三岩ら 2.48)は、ブレーン比表面積が異なる 4 種類の FA を用いて W/B34%のコンクリート（FA 置換率

55vol%）及びペースト（混和剤不使用）を練り混ぜ、スランプフロー及び 0 打フローを計測すると共に、

ペーストの相対フロー面積比から拘束水比及び変形係数を推定した。その結果「比表面積の大きなフラ

イアッシュを用いるほど流動性は低下」し、拘束水比及び変形係数は大きくなることが示された。しか

しながら粉体の特性値である拘束水比及び変形係数は、ベースセメントの粒度分布等の影響を受けて変

化すると考えられ、単純に比表面積の小さい FA を使用すれば流動性が向上するわけではないことが予

測される。 

そこで本研究では、各材料の粒度分布と調合比率を一括評価する形で結合材の充填率を算定すると共

に、ペーストのフロー値から推定される拘束水比及び変形係数との関係を明らかにすることとした（第

4 章「4．2 結合材の充填性がペーストの流動性に及ぼす影響」参照）。 
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表 2.3.2-4 その他の結合材料の物理化学特性が流動性に及ぼす影響に関する既往研究 

 

 

W/B

or W/C

フライアッシュ
粒度分布
（充填性）

P ○

「FA置換量が0-20mass%と少ない場合は充てん率

が高いほど見かけ粘度が低く、流動性が向上する傾
向が確認された」

P ○

「FA置換量が25mass%以上の場合では充てん率

が高いほど見かけ粘度が高くなり、流動性は低下し
た。(中略)FAが25％以上になるとFAの形状の影響

が大きくなり、流動性が低下したと推定される」

粒子形状 P 50% ○

「3段目で採取したA’-3については（中略）流動性が

著しく低下した。この理由として、SEM観察による

と、500℃処理によりフライアッシュの融着が生じ、粒

子形状が悪くなったためと考える」

李ら2.46)

1999

C － ○

「フライアッシュの減水作用およびワーカビリチー改
善効果は、①球形であることにより、混合セメントの
充填率を向上するとともにベアリング作用を発揮す
る」

西林ら2.47)

1994

ブレーン
比表面積

「比表面積の大きなフライアッシュを用いるほど流動
性は低下する」

「代替するフライアッシュの比表面積が小さいほど拘
束水比は小さくなる」

ゼータ
電位

M 25、35% ○
「モルタルの場合もスラリーの場合と同様にゼータ電
位の負側への増大に伴い、フロー値が大きくなること
が確認できた」

小山ら2.49)

2006

強熱減量
「高性能AE減水剤添加率は（中略）強熱減量の減

少に伴い低下傾向を示している」

「Lフロー試験による30cm速度は（中略）強熱減量

の減少に伴い増大傾向を示し」ている

「強熱減量が4％以上のフライアッシュ（F16、F21、

F22）では非球形の粒子の増加に起因して粘性の

増大が著しい」

炭素
含有率

P 50% ○
「500℃およびプラズマ処理のいずれの方法によっ

ても脱炭素処理により、流動性は向上」した
李ら2.46)

1999

C － ○
「フライアッシュの未燃カーボンは、表面活性剤を吸
着してその分散性能や空気連行性能を阻害する」

西林ら2.47)

1994

高炉スラグ
微粉末

粉末度 M 20% ○
「BSの粉末度が大きくなるとSP添加率は若干減少

する傾向が認められた」
丸岡ら2.32)

2008

メタカオリン
石英
含有量

M 50% ○
「石英含有量が少なくなるにつれて、モルタルの流
動性が低下している」

野村ら2.51)

2000

石灰石微粉末
粒度分布
（充填性）

P ○

粒子形状 P ○

溶融シリカ 粒子形状 P ○
「粒調球状シリカを混和したペーストは、粒調粉砕シ
リカを混和したペーストに比べ大きな流動性を示すこ
とが明らかになった」

星野ら2.53)

1996

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

影響の
有無

齊藤ら2.45)

2012

22.5

～30%

「The results of the analysis revealed that the

fluidity could be approximated with accuracy

by using the void ratio and non-circularity and

that the packing ratio and circularity had

large effects on the fluidity」

Sakaiら2.52)

2009

結合材料

三岩ら2.48)

1999
○－

○
本田ら2.50)

1999
35、40%

記述
著者
発表年

試料
形態

C

C

物理化学
特性
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2．3．3 結合材料の物理化学特性が強度に及ぼす影響 

ポルトランドセメントの物理化学特性がコンクリート等の強度に及ぼす影響に関する既往研究 2.35)～

2.37),2.54)を表 2.3.3-1 に示す。 

木村ら 2.37)は、5 種類のセメント（NC、HC、MC、LC 及び高ビーライト系セメント SL）を用いて

W/C25%のコンクリートを練り混ぜ、標準養生及び簡易断熱養生を施した供試体について圧縮強度を計

測した。その結果「標準養生では、材齢 28 日までの圧縮強度は C2S 量が多いセメントほど低くなった

が、材齢 56 日以降の圧縮強度発現性は C2S 量が多いセメントほど高くなった」ことを示した。また「C2S

量が多い SL の簡易断熱養生では水和発熱による強度発現性が低いため、加熱養生等により強度発現性

を改善できる可能性がある」と考察した。前節「2．2 超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例」

において示した通り、高ビーライト系ポルトランドセメントの一部を SF で置換した結合材を用いた場

合に最大 290N/mm2の圧縮強度が達成されている（表 2.2-1 参照）。また、その他の適用事例において

も C2S 量の多い LC を使用した場合に 200N/mm2以上の圧縮強度が得られていることから、セメント

の物理化学特性の内、C2S 量が強度に対し最も大きな影響を及ぼすことは確からしいと考えられる。 

 

表 2.3.3-1 ポルトランドセメントの物理化学特性が強度に及ぼす影響に関する既往研究 

 

 

  

W/B

or W/C

粒度分布
（充填性）

M 21～25% ○

「the fluidity and compressive strength of

mortar containing Madj is lower than

that of Ladj cement. Because the

packing fraction of Madj is lower than

that of  Ladj.

Sakaiら2.54)

2011

ポルトランド
セメント

C3S量 M 14～18%
20℃

封緘
○

「常温で早期に高い圧縮強度を得るにはC3S

量の多いセメントの方が有利と考えられる」

高橋ら2.35)

2012

C2S量 C 25% 標準 ○

「材齢28 日までの圧縮強度はC2S 量が多い

セメントほど低くなったが、材齢56日以降の圧

縮強度発現性はC2S 量が多いセメントほど高

くなった」

木村ら2.37)

2012

C 25%
標準
水中

○

「圧縮強度は，材齢7日では，C2S 量が多い

セメントほど低くなったが，材齢28日ではセメ

ント種類間での差が縮小した」

石中ら2.36)

2011

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

著者
発表年

結合材料
物理化学
特性

試料
形態

養生
条件

影響の
有無

記述
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シリカフュームの物理化学特性が強度に及ぼす影響に関する既往研究 2.39)～2.43),2.55),2.56)を表 2.3.3-2 及

び表 2.3.3-3 に示す。 

 

表 2.3.3-2 シリカフュームの物理化学特性が強度に及ぼす影響に関する既往研究(1/2) 

 

  

W/B

or W/C

シリカフューム 初期形態 M 30、50%
標準
水中

×
「シリカフュームの形態が圧縮強度に及ぼす
影響は本研究では明らかにはならなかった」

岩永ら2.39)

1995

M 30、50% 水中 ×
シリカフュームの「形態が圧縮強度に及ぼす
影響は本試験では明らかにならなかった」

田部ら2.55)

1994

BET

比表面積
M 22%

20℃

封緘
○

初期材齢及び長期材齢において「同じSiO2

量ではBET値が高い方の圧縮強度が高く

なった」

後藤ら2.56)

2011

C 30、50%
標準
水中

×

「シリカフュームの比表面積と圧縮強度の間に
はほとんど相関関係が認められなかった。（中
略）シリカフュームが練混ぜ後もコンクリート中
において部分的に凝集しており、圧縮強度に
及ぼす比表面積の影響が見られなかったた
めと考えられる」

長滝ら2.41)

1995

超音波
分散性

C 28% 標準 △

1μm以下の粒子量について「規格値を満足

するある範囲の品質を有するシリカフュームの
場合は（中略）コンクリートの品質に大きな影
響を及ぼさない」

三井ら2.42)

1993

強熱減量 M 30、50% 水中 △

シリカフュームの「強熱減量が1000℃では

5.5％以下、750℃では3.5％以下」であれば

「シリカフュームモルタルの圧縮強度へ及ぼす
影響は少ない」

田部ら2.55)

1994

M 30、50% 水中 △

シリカフュームの「強熱減量が1000℃では

5.5%以下、750℃では3.5%以下」であれば

「圧縮強度に及ぼす影響は少ないものと考え
られる」

児島ら2.40)

1994

C 28% 標準 △

強熱減量について「規格値を満足するある範
囲の品質を有するシリカフュームの場合は（中
略）コンクリートの品質に大きな影響を及ぼさ
ない」

三井ら2.42)

1993

湿分 M 30、50% 水中 △

シリカフュームの「湿分が1.5％以下」であれ

ば「シリカフュームモルタルの圧縮強度へ及ぼ
す影響は少ない」

田部ら2.55)

1994

M 30、50% 水中 △

シリカフュームの「湿分が1.5％以下であれば

（中略）圧縮強度に及ぼす影響は少ないもの
と考えられる」

児島ら2.40)

1994

C 30、50%
標準
水中

○
「湿分が1.5％より大きくなると圧縮強度の増

加は見られない傾向にある」
長滝ら2.41)

1995

C 30、50% － ○
「コンクリートの圧縮強度に影響を及ぼすシリ
カフュームの品質指標としては、湿分や比重
等の③グループの要素群であると考える」

久田ら2.43)

1993

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

著者
発表年

結合材料
物理化学
特性

試料
形態

養生
条件

影響の
有無

記述
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後藤ら 2.56)は、SiO2量及び BET 比表面積の異なる 4 種類の SF を用いて W/B22%のモルタル（SF 置

換率 10%）を練り混ぜ、20℃封緘養生を施した供試体について圧縮強度を計測した。その結果、材齢 7

日及び 91 日以降において「同じ SiO2量では BET 値が高い方の圧縮強度が高くなった」ことを示した。 

これに対し長滝ら 2.41)は、13 種類の SF を用いて W/B30%及び 50%のコンクリート（SF 置換率 0、5、

10 及び 20%）を練り混ぜ、標準水中養生を施した供試体について圧縮強度を計測したところ「シリカ

フュームの比表面積と圧縮強度の間にほとんど相関関係が認められ」ず、後藤らと相反する結果が得ら

れた。但し長滝らは「シリカフュームが練混ぜ後もコンクリート中において部分的に凝集しており、圧

縮強度に及ぼす比表面積の影響が見られなかったため」と考察した。セメントがそうであるように、SF

も比表面積が大きいほど反応性は高くなることが予想されるものの、SF についてはコンクリート中に

おける分散性が反応性に影響を及ぼす可能性が示唆されたと言える。 

SF の SiO2 量については、強度への影響があるとする報告 2.41),2.56)と限定された範囲では影響がない

とする報告 2.40),2.42),2.55)の両者があり厳密には明確になっていない。また、その他の特性についても強度

への影響が明確になっているものはなく、総じて SF のどのような物理化学特性が強度に最も影響を及

ぼすのか判然としていないと言える。 

 

表 2.3.3-3 シリカフュームの物理化学特性が強度に及ぼす影響に関する既往研究(2/2) 

 

W/B

or W/C

シリカフューム SiO2量 M 22%
20℃

封緘
○

SiO2量が85%以下のものと95%以上のものを

比較すると「初期材齢においてSiO2量による

影響はあまり見られず（中略）長期材齢にお

いてSiO2量が高いと圧縮強度が高く」なった

後藤ら2.56)

2011

M 30、50% 水中 △

「シリカフューム中のSiO2量が80％以上」であ

れば「シリカフュームモルタルの圧縮強度へ及
ぼす影響は少ない」

田部ら2.55)

1994

M 30、50% 水中 △

「シリカフュームのSiO2量が80%以上」であれ

ば「圧縮強度に及ぼす影響は少ないものと考
えられる」

児島ら2.40)

1994

C 30、50%
標準
水中

○

「シリカフュームのSiO2含有率が90％以上の

銘柄群については、ほぼ一律にコンクリートの

圧縮強度の増加が認められるものの、SiO2含

有率が90％以下のものについては圧縮強度

の増加は認められない」

長滝ら2.41)

1995

C 28% 標準 △

SiO2含有量について「規格値を満足するある

範囲の品質を有するシリカフュームの場合は
（中略）コンクリートの品質に大きな影響を及
ぼさない」

三井ら2.42)

1993

炭素
含有率

C 30、50%
標準
水中

△

「本研究で用いたシリカフュームは、炭素含有
率の範囲が0.60～3.56％であり、炭素含有率

の低いものを対象としているため（中略）明確
な相関関係はみられなかったものと考えられ
る」

長滝ら2.41)

1995

その他 C 28% 標準 ×
「圧縮強度に関しては、１％有意な特に大き
な影響をもつ要因はない」

三井ら2.42)

1993

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

著者
発表年

結合材料
物理化学
特性

試料
形態

養生
条件

影響の
有無

記述
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ポルトランドセメント及び SF 以外の結合材料について、その物理化学特性がコンクリート等の強度

に及ぼす影響に関する既往研究 2.32),2.50),2.51),2.57)～2.61)を表 2.3.3-4 に示す。黄ら 2.57)は、FA を混合したコ

ンクリート（W/C35～70%）の強度発現推定式を求めるにあたり「圧縮強度は、フライアッシュの強熱

減量とは相関が低く、ブレーン（Blaine）比表面積と相関が高い」ことを示した。 

これに対し羽原ら 2.59)は、17 種類の FA を用いて W/C50%のモルタル（FA 置換率 25%）を練り混ぜ、

20℃及び 40℃水中養生を施した供試体について圧縮強度を計測した。また FA の物理化学特性として化

学組成、不溶残分、密度、比表面積、湿分、反応性骨材の化学法試験（JIS A1145）、API 法、ガラス化

率、SiO2+Al2O3合量、ガラス相組成におけるセメント水硬率（H.M.）及びスラグ塩基度(C+M+A)/S を

求め、圧縮強度との相関分析を行った。その結果「化学成分等のキャラクターは強度との間に高い相関

を示さない。フライアッシュセメントの 20℃養生 91 日の圧縮強度にもっとも相関が高いのは、ガラス

化率であった」ことを示した。従って FA の強熱減量 2.58)や SiO2量 2.50)が強度に影響を及ぼすとする報

告とそうでない報告の両者があり、FA のどのような物理化学特性が強度に最も影響を及ぼすのか、SF

と同様に明確になっていないと言える。 

 

以上の既往研究調査では、コンクリート等の強度に影響を及ぼす SF及びFAの物理化学特性として、

SF では BET 比表面積や分散性、FA ではブレーン比表面積やガラス化率等の可能性が示唆されたもの

の、セメントの C2S 量のように明確な特性を見出すことができなかった。そこで SF や FA はポゾラン

反応を通じてコンクリート等の強度を増進させると考えられることから、これらの特性がポゾラン反応

性に及ぼす影響について既往研究調査を行った。結合材料の物理化学特性がポゾラン反応性に及ぼす影

響に関する既往研究 2.46),2.51),2.56),2.62),2.63)を表 2.3.3-5 に示す。 

後藤ら 2.56)は SiO2量及び BET 比表面積の異なる 4 種類の SF を用いて W/B22%のペースト（SF 置

換率 10%）を練り混ぜ、20℃封緘養生を施した試料について選択溶解法 2.64)を参考に SF の不溶残分量

を測定して反応率を求めた。その結果「長期材齢において同じ SiO2 量の場合、BET 値が高い方の SF

反応率が高くなった」ことを示した。ところが SiO2量 85%以下で BET 値が異なる「SFA」と「SFB」

の比較では初期材齢における反応率の差異が長期材齢において縮小する傾向は理解できるのに対し、

SiO2量 95%以上で BET 値が異なる「SFC」と「SFD」を比較すると初期材齢では同程度の反応率が長

期材齢において差異が拡大する傾向が認められ、SF の反応率が単純に比表面積に依存するのかどうか

疑問が生じると言える。 

また大塚ら 2.63)は、ガラス量の異なる4種類のFAを用いて水紛体比40%のペースト（FA置換率20%）

を練り混ぜ、20℃及び 40℃養生を施した試料について選択溶解法 2.65)により、未反応 FA を定量し反応

率を求めた。その結果、材齢 555 日では「フライアッシュの反応率はガラス相量の多い順と一致」する

ことを示した。しかしながら、材齢進行に伴う反応率の推移は一定ではなく両者の順序関係が一致しな

い点が認められた。また 40℃養生においては材齢進行に伴い一部で反応率が低下する傾向が見られ、当

該分析の定量精度について注意を払う必要があると考えられる。なお大塚らは「ガラス相量と粉末度と

いう 2 つの要因がフライアッシュの反応率を決めている」と考察したが、FA の反応率が強度に及ぼす

影響については別途検討が必要だと言える。 
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表 2.3.3-4 その他の結合材料の物理化学特性が強度に及ぼす影響に関する既往研究 

 

W/B

or W/C

フライアッシュ
ブレーン
比表面積

C 35～70% 標準 ○

「フライアッシュを混合したコンクリートの圧縮
強度は（中略）ブレーン（Blaine）比表面積と

相関が高い」

黄ら2.57)

1999

強熱減量 C 50% 暴露 ○

「A-20-AEとB-20-AEはいずれの材令におい

ても約45kgf/cm2の強度差がある。これは、B

種フライアッシュの強熱減量が大きいことか
ら、未燃カーボンによる空気量損失の差が主
原因と考えられる」

桑野ら2.58)

1991

C 35～70% 標準 ×
「フライアッシュを混合したコンクリートの圧縮
強度は、フライアッシュの強熱減量とは相関
が低」い。

黄ら2.57)

1999

SiO2量 C 35% 標準 ○

「特にF21の場合は強度低下が大きい。この

ことは、F21は比較的二酸化けい素含有量が

少ないためと考えられ」る

本田ら2.50)

1999

SiO2+

Al2O3量
C 50% 標準 ○

「シリカとアルミナを加算すると、A種が

80.0％、B種が86.2％、C種が84.6％となって

おり、長期強度の発現性状をある程度裏付け
ている」

桑野ら2.58)

1991

ガラス化
率

M 50%

20℃

40℃

水中

○

「化学成分等のキャラクターは強度との間に
高い相関を示さない。フライアッシュセメントの
20℃養生91日の圧縮強度にもっとも相関が高

いのは、ガラス化率であった」

羽原ら2.59)

2009

高炉スラグ
微粉末

比表面積
粉末度

M 20%
20℃

水中
○

「高炉スラグ微粉末は比表面積が大きくなる
に伴い、強度が大幅に増加する傾向が認めら
れた」

丸岡ら2.32)

2008

メタカオリン
石英
含有量

初期材齢について「石英含有量が低いメタカ
オリン試料（A、B）では強度発現性が非常に

優れている」

中期材齢について「各メタカオリン試料とも
Blank品に対する強度発現性の向上は十分

に認められ、なおかつ石英含有量に対する直
線性も比較的高い」

フライアッシュ
フューム

粉末度

「粉末度が大きいものほど、半径が大きい細孔
の分布を少なくする傾向を示した。特に、粉末

度が30～50m2/gの間でその傾向は顕著にあ

らわれている」

「粉末度が50m2/gを超えると、微粉末を十分

に分散させることが困難となるため、粒子径が
小さくなる影響が、細孔構造にはあらわれにく
くなった可能性がある」

「活性超微粉末の粉末度が総細孔量に及ぼ
す影響は、明確には認められなかった」

「細孔の分布特性は、粉末度の違いにより異
なる傾向を示している」

「NFを用いた試験体では粉末度が強度の発

現性状に影響を与えている」

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

著者
発表年

記述結合材料
物理化学
特性

試料
形態

養生
条件

影響の
有無

M 50%
20℃

水中
○

野村ら2.51)

2000

M 25% 標準 ○
原田ら2.60)

1994

M 25% 標準 ○
松藤ら2.61)

1992



24 

 

表 2.3.3-5 結合材料の物理化学特性がポゾラン反応性に及ぼす影響に関する既往研究 

 

 

  

W/B

or W/C

シリカフューム
BET

比表面積
P 22%

20℃

封緘
○

「長期材齢において同じSiO2量の場合、BET

値が高い方のSF反応率が高くなった」

後藤ら2.56)

2011

O － ○
Ca(OH)2との混合系におけるポゾラン反応性

は「比表面積が大きいほど反応性は高い」

酸可溶性

SiO2量
P － ○

ガラス量に関係し「酸可溶性のSiO2量ともよく

対応」する

フライアッシュ
45μｍ

残分量
O － ○

Ca(OH)2との混合系におけるポゾラン反応性

は「初期材齢においては（中略）大きな粒子
の割合が少ないほどポゾラン反応性は高い」

李ら2.46)

1999

ガラス量、
ガラス相
組成

P 40%
20℃

40℃
○

「フライアッシュの反応率はガラス相量の多い
順と一致している。また粉末度は（中略）ガラ
ス相量の順とはFA-B、FA-Dが逆となってい

るが、基本的にガラス相量と粉末度という2つ

の要因がフライアッシュの反応率を決めている
と考えられる」

大塚ら2.63)

2009

O － ○

Ca(OH)2との混合系におけるポゾラン反応性

は「長期材齢では、ガラス量の多いほど、

Ca(OH)2の反応率は大きくなっている」

李ら2.46)

1999

ガラス相の組成について「CaO、Al2O3に富

むものはポゾラン反応性が高い」

フライアッシュのポゾラン反応性は「ガラス相
量および酸可溶分が比較的相関係数が高
い」

「フライアッシュ間ではガラス量が多く、ガラス
相の塩基度が高く、珪酸塩の縮合度が低いフ
ライアッシュほど」反応性が良い

α-石英 P 40%
20℃

40℃
×

α-quartzは「全体の2から4％程度しか反応し

ていないことになる。したがって、フライアッ
シュのポゾラン反応性に対する影響は小さい」

大塚ら2.63)

2009

高炉スラグ
微粉末

Al2O3量 O ○

「スラグのポゾラン反応性はそのスラグの化学

組成（中略）と関係があり、Al2O3の含有量が

多」い「スラグは反応性に富む」

塩基度 O ○ 「塩基度が高」い「スラグは反応性に富む」

単量体
の割合

O ○

「スラグのポゾラン反応性は（中略）珪酸塩の
構造、Al元素の配位数（中略）と関係があり、

珪酸塩中では単量体の割合が多」い「スラグ
は反応性に富む」

ガラス
化率

O ○ 「ガラス化率が高いスラグは反応性に富む」

メタカオリン
石英
含有量

P 65%
20℃

水中
○

「28日以降ではペーストのCa(OH)2量は、各

メタカオリン試料中の実際のメタカオリン量に
依存した傾向を示している」

野村ら2.51)

2000

（注1） 試料形態の略記；ペースト（P)、モルタル（M)、コンクリート（C)、その他（O)

（注2） 影響の有無；有り（○）、無し（×）、限定された範囲で無し（△）

結合材料
物理化学
特性

試料
形態

養生
条件

影響の
有無

内川2.62)

1987

著者
発表年

O － ○
内川2.62)

1987

記述

内川2.62)

1987
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2．4   まとめ 

第 2 節では、超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例について調査したところ、ベースセメン

トの種類としては OPC よりも LC、LC よりも高ビーライト系セメントを用いた方がコンクリートの高

強度化には有利であると考えられた。また圧縮強度 150N/mm2以上の強度領域では SF 等の結合材料が

使用されているが、200N/mm2級の強度領域においては複数銘柄の SF を使用した場合や、SF と FA を

併用した場合が見受けられ、3 成分系結合材の方が 2 成分系よりも更なる高強度化に適している可能性

が考えられた。また SF 及び FA を併用したコンクリートは、SF 又は FA のみで置換したコンクリート

に比べて流動性に優れるとの報告があり、注目に値する結合材だと言える。 

一方、高ビーライト系セメントは、超高強度コンクリートのベースセメントとして最も適した材料で

あると考えられるが、現時点で容易に入手することはできず汎用的だとは言えない。そこで本研究では、

材料調達の観点から国内において広く流通し、且つ流動性及び強度発現性に優れるとされる LC、SF 及

び FA の 3 成分系結合材を基準材料に選定することとした。 

続く第 3 節では、コンクリートの練混ぜ性、流動性及び強度に影響を及ぼす結合材料の特性について

調査したところ、セメントについては、概ね粒度分布（充填性）が練混ぜ性と流動性に大きな影響を及

ぼし、鉱物組成が流動性と強度に大きな影響を及ぼすと考えられていることが確認できた。 

これに対し SF については、かさ密度が練混ぜ性に、超音波分散性が流動性にそれぞれ影響を及ぼす

ことが指摘されているが、コンクリート或いはペースト中における SF の分散状態が評価されたわけで

はなく考察の妥当性は不明だと言える。また強度やポゾラン反応性に影響を及ぼす物理化学特性につい

ては、そのメカニズムが明確でないために判然としていないと考えられる。 

また FA については、粒度分布（充填性）やブレーン比表面積が流動性に影響を及ぼすことが指摘さ

れたが、材料によっては粒子形状等、その他の特性による影響も考慮する必要があることが分かった。

更に強度やポゾラン反応性に影響を及ぼす物理化学特性については、SF と同様にメカニズムの解明と

合わせて更なる検討が必要だと考えられた。 

 

以上を総括すると、既往研究調査によりコンクリートの練混ぜ、流動及び強度の各性状に影響を及ぼ

す材料特性を抽出することができたが、メカニズムと関連づけて考察された事例は限定的であり、抽出

された特性が低 W/B の調合条件においても同様に影響を及ぼすかどうかは不明だと言える。 

そこで、コンクリートの性状毎に研究のアプローチを次の通り決定した。 

即ち練混ぜ性については、低 W/B の練混ぜプロセスにおける結合材粒子の凝集・分散挙動を明らか

にすることで、練混ぜ性に影響を及ぼす材料特性を導出しその影響について評価を行うこととした。 

また流動性については、上述の流動モデル 2.53)に基づき各材料の粒度分布と調合比率を一括評価する

形で結合材の充填性に着目し、これとペーストの流動性を関連づけることとした。またコンクリートの

流動性は同一結合材を用いたペーストの流動性に概ね依存することを示すことで、結合材の充填性がコ

ンクリートの流動性を規制する重要な材料特性であることを示すこととした。 

更に強度については、低 W/B の調合条件と 90℃程度の加熱養生によってもたらされる 200N/mm2

級の強度発現メカニズムを明らかにすることで、強度に影響を及ぼす材料特性を導出しその影響につい

て評価を行うこととした。 

なお本研究では、結合材料の特性がコンクリート又はペーストの各性状に及ぼす影響を評価するため、

主に結合材料のみを置換してその他の要因を排除した一定の条件下で比較評価を行うこととした。 
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第 3 章 超高強度コンクリートの構成相と結合材料の特性が練混ぜ性に及ぼす影響 

 

3．1   はじめに 

既往の文献 3.1)によると「フレッシュコンクリートの変形抵抗性は、粉体の分散・凝集挙動の影響を

大きく受ける」とされ、セメント粒子の分散と流動性の関係については、高性能 AE 減水剤の作用機構

と関連して多くの研究 3.2)がなされている。また、材料の投入方法や投入順序等の練混ぜ要因がブリー

ジング等のコンクリート品質に及ぼす影響についてもこれまで報告事例 3.3)があるものの、実機製造に

おいて重要となる所要練混ぜ時間や練混ぜ負荷といったコンクリートの練混ぜ性と粉体粒子の分散状

態との関係は必ずしも明確になっていない。 

特に水結合材比（以下、W/B）が極端に低い超高強度コンクリートの練混ぜプロセスは、普通コンク

リートのそれとは異なる可能性が考えられる。例えば、C. T. Kennedy の余剰ペースト膜厚の算定方法

3.4) をペーストに応用した式 3.1) [3.1] を用いて本研究の使用セメントに係る粒子間隔を比較すると、水

セメント比 45%では余剰水膜厚 Fwが 0.786μm と算定されるが、同 16%では僅か 0.003μm にすぎない

（表 3.1-1 参照）。即ち超高強度コンクリートでは、普通コンクリートに比べて粒子同士が極めて密接し

た状態で練混ぜが進行すると想定され、低 W/B特有の練混ぜ機構が作用している可能性が考えられる。 

 

Fw＝[(1+w/p)×Cp-1]/(ap×Cp)×103  [3.1] 

 

ここで、Fw：余剰水膜厚[μm] 

    w/p：水粉体体積比 

    Cp：粉体の実績率 

    ap：粉体のブレーン比表面積[mm2/mm3] 

 

表 3.1-1 セメント粒子周りの余剰水膜厚の算定例 

 

 

本章では、超高強度コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを目

的に、低 W/B ペーストの練混ぜによる粒子の凝集・分散状態評価を含む以下の実験検証及び検討を行

うこととした。 

即ち第 2 節では、コンクリートの構成相がその練混ぜ性に及ぼす影響を評価するため、コンクリート

調合における骨材容積割合、ペーストの練混ぜ性、モルタル及びペーストの変形性が及ぼす影響につい

て実験検証を行った。 

続く第 3 節では、超高強度コンクリートの練混ぜ性を評価するための基礎として、練混ぜプロセスに

おけるペーストの均質一体化を解明すべく、練混ぜ開始から練上がりに至るまでの結合材粒子及び水分

の凝集・分散挙動について定量評価を行った。 

45% 16%

水粉体容積比 w/p 1.46 0.52

粉体の実績率 Cp 0.66 0.66

セメントのブレーン比表面積(mm2/mm3） ap 1,199 1,199

余剰水膜厚（μm） Fw 0.786 0.003

水セメント比(W/C)
項目 記号
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最後に第4節では、ペーストの練混ぜプロセスに基づき、練混ぜ性に影響を及ぼす材料特性を導出し、

シリカフューム等の超微粒子の分散性及び結合材の充填性がペーストの練混ぜ性に及ぼす影響につい

て実験検証を行った。 

なお本章では、コンクリート及びペーストの練混ぜ性を所要練混ぜ時間で評価することとした。その

際、練混ぜ時のミキサ負荷変動は、材料の練混ぜ状態を概ね反映して推移することから、練混ぜ状態の

目視確認とミキサ負荷変動に基づき練上がりを判断することとした。 
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3．2   超高強度コンクリートの構成相が練混ぜ性に及ぼす影響 

3．2．1 超高強度コンクリートの練混ぜプロセスの区分 

W/B12%の超高強度コンクリートを強制 2 軸型ミキサ（容量 55L、練混ぜ量 30L）にて練り混ぜたと

きのミキサ負荷変動を図 3.2.1-1 に示す。 

結合材及び骨材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水及び化学混和剤を一括投入してコンクリートを練り

混ぜると、結合材は粉体状を呈したまま練混ぜが進行し、やがて材料表面が湿潤するとペースト及びモ

ルタルの形成が認められた。この間、ミキサ負荷変動は比較的小さく推移した。次に、コンクリート塊

が一体化し始めると練混ぜ負荷は増大して電流値が激しく変動した。練混ぜの進行に伴いコンクリート

の流動性が次第に向上すると、電流値は激しく変動しながらもやや低下する傾向が認められ練上がりに

至った。 

これより、超高強度コンクリートの練混ぜプロセスは、ミキサ負荷変動から以下の 2 つの段階に区分

することができる。即ち「結合材が粉体状からペースト状に変化しモルタルが形成される段階」と「コ

ンクリート塊が一体化し均質化する段階」である。 

 

 

図 3.2.1-1 超高強度コンクリート（W/B12%）練混ぜ時のミキサ負荷変動 

 

超高強度コンクリートに限らず、コンクリートの練混ぜ性は、使用材料や調合条件によって異なる他、

ミキサの型式・容量や材料の投入方法・順序、材料温度や環境温度の影響を受けることが広く知られて

いる。本章では、結合材料の物理化学特性が超高強度コンクリートの練混ぜ性に及ぼす影響を評価する

ことを目的に、使用材料においては骨材や化学混和剤の種類を一定とし、使用ミキサ、練混ぜ方法及び

温度条件を一定とした。しかしながら、結合材料の種類又は調合を変えて比較評価を行うとき、重量比

を一定にすると密度の違いにより容積比が一定ではなくなる。 

本研究では、原則として単位水量 W を一定とし、ペースト調合は重量比を一定としてコンクリート

調合を決定した。その結果、結合材料の密度差によって骨材容積割合が一定でなくなるため、コンクリ

ートの練混ぜ性に及ぼす影響について検討する必要があると考えられた。 

いまコンクリートを骨材とペーストの 2 相材料と捉えると、コンクリートの練混ぜにおいてペースト

は骨材によるせん断力を受けるため、上述の「結合材が粉体状からペースト状に変化しモルタルが形成

される段階」においては骨材容積割合が大きいほど効率良く練混ぜが進行すると考えられる。ところが、

「コンクリート塊が一体化し均質化する段階」においては骨材容積割合が小さいほど早く練上がりに至

る可能性が考えられる。従って、骨材容積割合にはコンクリートの所要練混ぜ時間に対し正負両方の影

響があると考えられた。 
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次に超高強度コンクリートの調合においては、水及び結合材の単位量は 900～1,200kg/m3にも及ぶこ

とから、ペーストの練混ぜ性はコンクリートの練混ぜ性に大きな影響を及ぼすことが予測された。 

また上述の「コンクリート塊が一体化し均質化する段階」においては、ペースト及びモルタルの変形

性がコンクリートの練混ぜ性に関与している可能性が考えられた。 

更にモルタルの変形性は、当然のことながらペーストの変形性の影響を受けると考えられた。 

以上より、超高強度コンクリートの構成相が練混ぜ性に及ぼす影響を評価するため、骨材容積割合、

ペーストの練混ぜ性、モルタル及びペーストの変形性についてそれぞれ実験検証を行うこととした。 
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3．2．2 骨材容積割合 

コンクリートを骨材とペーストの 2 相材料と捉えたとき、ペーストは骨材のせん断力を受けるため、

「結合材が粉体状からペースト状に変化しモルタルが形成される段階」においては骨材量が多いほど効

率良く練混ぜが進行すると考えられる。一方「コンクリート塊が一体化し均質化する段階」においては

骨材量が少ないほど変形し易くコンクリート塊を一体化させ均質化させるのに必要なエネルギーは少

なくて済む可能性が考えられた。 

そこで「骨材容積割合には正負両方の影響があり、総じて超高強度コンクリートの所要練混ぜ時間に

あまり影響を及ぼさない」との仮説を立て、これを検証する実験を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.2.2-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A の低熱

ポルトランドセメント（以下、LC）はブレーン空気透過法により、材料 B のシリカフューム（以下、

SF）及び材料 C のフライアッシュ（以下、FA）は BET 法により計測した。結合材以外の使用材料を

表 3.2.2-2 に、コンクリート調合を表 3.2.2-3 に示す。結合材の調合は松田ら 3.5)の研究を参考に重量比

で LC：SF：FA＝7：1：2 とし、骨材容積割合の影響を比較評価するため W/B12%一定の下、単位水量

W を変化させて調合を決定した。なお高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量は SP/B＝2.0%、

DA/B＝0.09%で一定とし、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

 

表 3.2.2-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

表 3.2.2-2 結合材以外の使用材料 

 

表 3.2.2-3 コンクリート調合 

  

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

材料B ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

分類 名称 記号
密度

(g/cm3）

骨材 フェロニッケルスラグ細骨材 FNS 2.89

硬質砂岩6号砕石 G 2.63

水 上水道水 W 1.00

化学混和剤

-

ポリカルボン酸系
高性能AE減水剤

SP -

ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル系消泡剤

DA

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C FNS G

#1 基準W135 135 788 113 225 740 551 0.47

#2 基準W165 165 963 138 275 557 414 0.35

#3 基準W195 195 1,138 163 325 373 278 0.23

※1　練混ぜ量24L、細骨材比率55%、目標空気量1.5%で一定。

※2　化学混和剤添加量はSP＝B*2.0%、NonAE＝B*0.09%で一定。

No. 調合名称
単位量(kg/m3) 骨材容積

割合

12
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(2)試験方法 

コンクリートの練混ぜは、強制 2 軸型ミキサ（容量 55L）を用いて 1 回の練混ぜ量を 24L とした。

結合材料及び骨材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。所要

練混ぜ時間の計測は、練混ぜ状態の目視確認とミキサ負荷変動に基づき練上がりを判断した。また練上

がり時のフレッシュ性状としてコンクリートの空気量（JIS A 1128）、スランプフロー（JIS A 1150）及

び 50cm フロー時間を計測した。 

 

(3)結果及び考察 

コンクリート練混ぜ時のミキサ負荷変動を図 3.2.2-1 に、試験結果を表 3.2.2-4 に示す。なお同図には

目視により判定した上述の練混ぜプロセスの区分を合わせて表示した。 

 

 

図 3.2.2-1 コンクリート練混ぜ時のミキサ負荷変動 
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これより、ミキサ負荷変動が小さく推移する時間は「基準 W135」の方が「基準 W165」よりも短く、

骨材量が多いほどせん断効果が大きいために、ペースト及びモルタルの形成がより早く進展したと考え

られる。一方、ミキサ負荷が激しく変動する時間は「基準 W135」よりも「基準 W165」の方が短く、

骨材量が少ないほどコンクリート塊は変形し易いために、一体化及び均質化がより早く進展したと考え

られる。 

ところが「基準 W195」においてミキサ負荷変動が小さく推移する時間は、「基準 W165」よりも短く

練上がりに至るまでのミキサ負荷変動は 3 調合の中で最も小さかった。また、練混ぜ時間が 14 分を経

過してからミキサを停止するまで電流値の低下傾向が認められ、練混ぜに伴いコンクリートの流動性が

向上したものと考えられる。このように「基準 W195」において電流値の低下傾向がより明確に認めら

れたのは骨材量が極端に少ないためと考えられるが、単純に骨材量が少ないほどコンクリート塊が一体

化し始めるまでの時間が長くなるわけではないことが分かった。従って、「基準 W195」と「基準 W165」

の違いを説明づける練混ぜ機構については更なる検討が必要だが、骨材容積割合を 0.23～0.47 に変化さ

せたとき「骨材容積割合は超高強度コンクリートの所要練混ぜ時間にあまり影響を及ぼさない」ことが

確認された。 

なお当該コンクリートの流動性については、次章「4．5．1 骨材容積割合」にて考察を記述する。 

 

表 3.2.2-4 コンクリート練混ぜ試験結果 

 

 

 

  

骨材容積 練混ぜ 練上がり 空気量 50cmﾌﾛｰ

割合 時間(分) 温度(℃) (%) 計測値 平均値 時間(秒)

#1 基準W135 0.47 18.0 23.9 2.9 640 × 637 639 25.7

#2 基準W165 0.35 18.0 24.4 3.2 698 × 688 693 17.2

#3 基準W195 0.23 18.0 22.5 3.3 759 × 738 749 9.5

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ(mm)
調合名称No.
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3．2．3 ペーストの練混ぜ性 

超高強度コンクリートの調合においては、水及び結合材の単位量は 900～1,200kg/m3にも及び、単位

容積の約半分を占めることから、ペーストの練混ぜ性はコンクリートの練混ぜ性に大きな影響を及ぼす

ことが予測された。 

そこで「超高強度コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたペーストの練混ぜ性に概ね依存す

る」との仮説を立て、これを検証する実験を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.2.3-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。材料 A として同一工場で製造ロット

が異なる LC を 2 種用いたが、これらの品質に大差はなく W/B によって材料を切り替えた。粉体の特

性がペーストの練混ぜ性に及ぼす影響を評価するため、材料 B として SF 及びその代替品を計 4 種、材

料 C として FA を 3 種使用した。なお、結合材以外の使用材料は表 3.2.2-2 と同じである。ペースト調

合を表 3.2.3-2 に、コンクリート調合を表 3.2.3-3 に示す。ペースト調合は、W/B16%及び 12%の 2 水

準の下、3 成分系の基準調合に対し SF 又は FA を別銘柄又は代替品で置換したもの、FA を使用しない

2 成分系の計 10 調合とした。また高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量は SP/B＝2.4%、DA/B

＝0.09%で一定とし、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

なおコンクリート調合では、単位水量 W を 135kg/m3で一定とし、結合材の調合を重量比で一定（7：

1：2 又は 9：1：0）としたため、同一 W/B における骨材容積割合が調合によって約 2%異なったが、

前項「3．2．2 骨材容積割合」にて示した通り「骨材容積割合は練混ぜ性にあまり影響を及ぼさない」

として比較評価を行うこととした。 

 

表 3.2.3-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

 

  

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

低熱ｾﾒﾝﾄ_#04 3.22 4.8 0.39 0.5 26.1 2.7 63.5

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 2.32 0.1 22.0 2.9 92.6 0.6 0.3

真球状ｼﾘｶ_#01 2.27 0.5 5.7 0.2 99.0 0.5 0.0

ﾀﾝｶﾙ_#01 2.73 0.1 16.3 44.0 0.1 0.1 55.4

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.52 1.5 1.5 0.9 62.9 26.7 0.7

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#02 2.25 3.5 0.8 0.9 65.2 23.1 1.2

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

材料C

分類 試料名称
化学組成（％）

材料B

材料A
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表 3.2.3-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

表 3.2.3-3 コンクリート調合 

 

 

(2)試験方法 

コンクリートの練混ぜは、強制 2 軸型ミキサ（容量 55L）を用いて 1 回の練混ぜ量を 30L とした。

材料の投入方法及び所要練混ぜ時間の計測方法は、前項「3．2．2 骨材容積割合」と同じである。 

ペーストの練混ぜは、パドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。結合

材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。所要練混ぜ時間の計

測は、コンクリートの場合と同様、練混ぜ状態の目視確認とミキサ負荷変動に基づき練上がりを判断し

た。 

 

  

名称 比率 名称 比率 名称 比率

#1 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#2 SF別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#3 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

#4 2成分系-2 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 － 0

#5 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#6 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

#7 FA別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#02 20

#8 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#9 SF代替-1 70 真球状ｼﾘｶ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#10 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

材料B 材料C
W/B

低熱ｾﾒﾝﾄ_#04

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

低熱ｾﾒﾝﾄ_#04

No. 調合名称
材料A

12%

16%

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C FNS G

#1 基準 135 591 84 169 894 672 0.56

#2 SF別銘柄-2 135 591 84 169 894 672 0.56

#3 2成分系-0 135 760 84 0 922 692 0.58

#4 2成分系-2 135 760 84 0 922 692 0.58

#5 SF代替-7 135 591 84 169 903 678 0.57

#6 FA別銘柄-1 135 591 84 169 898 673 0.56

#7 FA別銘柄-2 135 591 84 169 885 664 0.56

#8 基準 135 788 113 225 742 551 0.47

#9 SF代替-1 135 788 113 225 741 549 0.47

#10 FA別銘柄-1 135 788 113 225 747 553 0.47

※1　練混ぜ量30L、細骨材比率55%、目標空気量1.5%で一定。

※2　化学混和剤添加量はSP＝B*2.4%、NonAE＝B*0.09%で一定。

No. 調合名称
単位量(kg/m3) 骨材容積

割合

16

12
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(3)結果及び考察 

コンクリート及びペーストの所要練混ぜ時間を表 3.2.3-4 に、両者の関係を図 3.2.3-1 に示す。これよ

り両者にはややばらつきがあるものの相関関係が認められることから「超高強度コンクリートの練混ぜ

性は、同一結合材を用いたペーストの練混ぜ性に概ね依存する」と考えられる。即ち、上述の仮説には

妥当性があると言える。 

しかしながら、同一の SF を用いた「基準」と「2 成分系-0」の所要練混ぜ時間を比較すると、ペー

ストでは「基準」よりも「2 成分系-0」の方が早く練り上がったのに対し、コンクリートでは「基準」

の方が早く練上がる逆転現象が認められた。この理由として、上述した練混ぜプロセスの区分における

「コンクリート塊が一体化し均質化する段階」の所要練混ぜ時間が関与している可能性が考えられたた

め、次項「3．2．4 モルタルの変形性」に示す実験検証を行うこととした。 

 

表 3.2.3-4 コンクリート及びペーストの所要練混ぜ時間 

 

 

図 3.2.3-1 ペーストとコンクリートの所要練混ぜ時間の関係 

 

  

温度
(℃)

練混ぜ時間
(分)

温度
(℃)

練混ぜ時間
(分)

#1 基準 21.8 4.5 22.8 5.0

#2 SF別銘柄-2 21.1 5.0 22.9 10.3

#3 2成分系-0 23.0 5.5 23.7 2.5

#4 2成分系-2 22.1 5.2 23.8 8.0

#5 SF代替-7 22.8 6.2 25.8 8.7

#6 FA別銘柄-1 21.9 3.2 22.1 4.5

#7 FA別銘柄-2 22.7 7.5 －　 10.8

#8 基準 24.6 18.0 31.5 36.0

#9 SF代替-1 24.0 13.0 29.5 20.0

#10 FA別銘柄-1 22.8 9.0 27.8 14.8

No.

16%

12%

コンクリート ペースト
調合名称 W/B
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3．2．4 モルタルの変形性 

前項「3．2．3 ペーストの練混ぜ性」では「超高強度コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用

いたペーストの練混ぜ性に概ね依存する」ことが示された。但し、上述した練混ぜプロセスの区分の内

「コンクリート塊が一体化し均質化する段階」においては、コンクリート塊が一体化し易いかどうかが

コンクリートの所要練混ぜ時間に影響を及ぼしている可能性が考えられた。またコンクリート塊が一体

化し易いかどうかはペーストないしモルタルの変形性によって規制されていると考えられる。 

ここで、前項においてペーストとコンクリートの練混ぜ性に逆転現象が認められた 2 調合のミキサ負

荷変動を比較する。なお「基準」調合は FA を含む 3 成分系結合材であり、「2 成分系-0」は「基準」調

合と同一の LC 及び SF を用いた結合材である。これらの結合材を用いて W/B14%のペーストをパドル

式ミキサ（JIS R 5201、練混ぜ量 0.66L）で練り混ぜると、図 3.2.4-1 のような負荷変動を示した。練

混ぜ負荷がピークに達した後の降下状況を比較すると「2 成分系-0」は「基準」に比べて緩やかに降下

したが、両者に明確な違いは認められず、単に「2 成分系-0」は「基準」よりも練混ぜ時間が短いこと

が示唆された。 

 

 

図 3.2.4-1 ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動；パドル式ミキサ 
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一方、同じ W/B14%のペーストを強制 2 軸型ミキサ（容量 55L、練混ぜ量 20L）にて練り混ぜると、

図 3.2.4-2 のような負荷変動を示した。即ち、両者の所要練混ぜ時間に大差はなくなったが、ミキサ負

荷変動には明確な違いが認められた。練混ぜプロセスの区分毎に両者を比較すると、結合材が粉体状を

呈する段階は「2 成分系-0」よりも「基準」の方が長く続き、結合材が塊状からペースト状に変化する

段階は「基準」よりも「2 成分系-0」の方が長く続いた点は、ミキサ型式によらない共通の結果であり

結合材の特性を反映したものだと言える。観測されたミキサ負荷変動はペーストの流動性の変化によっ

て生じたものと考えると、「2 成分系-0」の流動性が「基準」のそれよりも低いために、強制 2 軸型ミキ

サでの所要練混ぜ時間が「基準」よりも長くなったと説明づけることができる。 

いまコンクリートを骨材とペーストの 2 相材料と捉えると、コンクリートの練混ぜ性はペーストの流

動性と直接関連づけられる可能性が考えられる。しかしながら図 3.2.1-1 に示した通り、コンクリート

の練混ぜでは、結合材がペースト状に変化する段階ではなく、コンクリート塊が一体化及び均質化する

段階で練混ぜ負荷の上昇が観測された。 

そこで本項では、コンクリートを粗骨材とモルタルの 2 相材料と捉えて「超高強度コンクリートの練

混ぜ性は、同一結合材を用いたモルタルの変形性の影響を受ける」との仮説を立て、これを検証する実

験を行った。 

 

 

図 3.2.4-2 ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動；強制 2 軸型ミキサ 
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(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.2.4-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。なお、結合材以外の使用材料は表

3.2.2-2 と同じである。また高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量は SP/B＝2.4%、DA/B＝0.09%

で一定とし、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

コンクリート及びモルタル調合を表 3.2.4-2 に示す。コンクリート調合においては、単位水量 W を

135kg/m3で一定とし、結合材の調合は重量比で一定（7：1：2 又は 9：1：0）とした。またモルタル調

合においては、コンクリート調合から粗骨材のみを差し引く形で単位量を決定した。このため調合によ

る骨材容積割合の差異は、コンクリートで約 2%、モルタルで約 1%生じるが、前項「3．2．3 ペース

トの練混ぜ性」と同様「骨材容積割合は練混ぜ性にあまり影響を及ぼさない」として比較評価を行った。 

 

表 3.2.4-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

表 3.2.4-2 コンクリート及びモルタル調合 

  

 

(2)試験方法 

モルタルの練混ぜは、パドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.7L とした。結合

材及び細骨材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。所要練混

ぜ時間の計測は、練混ぜ状態の目視確認とミキサ負荷変動に基づき練上がりを判断した。またモルタル

の流動性を表す指標として、フローコーン（JIS R 5201）を用いて 0 打フロー及び 20cm フロー時間を

計測すると共に、レオメータにピン型ロータを取り付け、ずり速度とずり応力の関係からモルタルの降

伏値及び塑性粘度を推定した。なお、ずり速度は 30、60、90、120 及び 150（1/sec）の 5 水準とした。 

コンクリートの練混ぜは、強制 2 軸型ミキサ（容量 55L）を用いて 1 回の練混ぜ量を 30L とした。

材料の投入方法及び所要練混ぜ時間の計測方法は、前々項「3．2．2 骨材容積割合」と同じである。

また参考データとして、コンクリートの空気量（JIS A 1128）、スランプフロー（JIS A 1150）及び 50cm

フロー時間を計測した。 

  

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#06 3.23 4.7 0.39 0.4 26.2 2.8 63.2

材料B ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-3 2.29 0.1 19.7 2.0 94.1 0.3 0.1

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-3 2.47 1.5 1.7 2.5 56.5 27.3 3.1

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C FNS G

#1 基準 135 676 97 193 827 615 0.52

#2 2成分系-0 135 869 97 0 857 638 0.54

#1' 基準 177 886 127 253 1,085 0 0.38

#2' 2成分系-0 179 1,153 128 0 1,137 0 0.39
14

No. 調合名称
単位量(kg/m3) 骨材容積

割合

14
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(3)結果及び考察 

モルタル練混ぜ時のミキサ負荷変動を図 3.2.4-3 に示す。モルタル練混ぜ時のミキサ負荷変動はペー

スト練混ぜ時と同様であり、材料が粉粒状を呈する段階は「2 成分系-0」よりも「基準」の方が長く続

き、材料が塊状からモルタルに変化する段階は「基準」よりも「2 成分系-0」の方が長く続いた。また

所要練混ぜ時間は「基準」よりも「2 成分系-0」の方がやや長くなった。 

次に、コンクリート練混ぜ時のミキサ負荷変動を図 3.2.4-4 に示す。これより、コンクリートの所要

練混ぜ時間は「基準」よりも「2 成分系-0」の方が長かったが、「ペースト及びモルタルが形成される段

階」と「コンクリート塊が一体化し均質化する段階」の両方で「2 成分系-0」は練混ぜを進展させるの

により多くの時間を要したことが示唆された。またこの理由は、前者の段階ではペーストの流動性が、

後者の段階ではモルタルのそれが影響を及ぼしたためと考えられる。 

 

 

図 3.2.4-3 モルタル練混ぜ時のミキサ負荷変動；パドル式ミキサ 
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コンクリート及びモルタル試験結果を表 3.2.4-3 に示す。コンクリートにおける「2 成分系-0」の練混

ぜ時間は「基準」の約 2 倍と長かったにも拘らず、スランプフロー値は「基準」よりも小さいことから、

「2 成分系-0」が「基準」に比べて練混ぜ性に劣ることは明らかである。またモルタルの変形性を表す

指標としてフロー値及び降伏値を比較すると、「2 成分系-0」は「基準」に比べてフロー値が小さく降伏

値は大きいことが確認された。一方、モルタルの塑性粘度は「2 成分系-0」よりも「基準」の方が大き

く、コンクリートの練混ぜ性に及ぼす影響は小さいことが示唆された。 

以上より、パドル式ミキサで練り混ぜたペーストと強制 2 軸型ミキサで練り混ぜたコンクリートを比

較したときの練混ぜ性の逆転現象はモルタルの変形性の違いに起因すると考えられ、「超高強度コンク

リートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたモルタルの変形性の影響を受ける」とした上述の仮説には妥

当性があることが示唆された。 

 

表 3.2.4-3 コンクリート及びモルタル試験結果 

  

 

図 3.2.4-4 コンクリート練混ぜ時のミキサ負荷変動；強制 2 軸型ミキサ 

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

温度
(℃)

空気量
(%)

同左
平均

50cmﾌﾛｰ

時間(秒)

#1 基準 9.5 24.9 3.0 625 × 625 625 14.5

#2 2成分系-0 20.0 25.3 2.7 502 × 501 502 －

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

温度
(℃)

空気量
(%)

同左
平均

20cmﾌﾛｰ

時間(秒)

降伏値
(Pa)

塑性粘度
(Pas)

#1’ 基準 6.7 24.9 － 245 × 244 245 11.7 586 13.0

#2’ 2成分系-0 7.8 25.3 － 200 × 196 198 － 836 11.1
14%

0打ﾌﾛｰ

(mm)

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
(mm)

14%
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3．2．5 ペーストの変形性 

前項「3．2．4 モルタルの変形性」では「コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたモルタ

ルの変形性の影響を受ける」ことが示唆された。いまモルタルを細骨材とペーストの 2 相材料と捉え、

調合条件の内、骨材の種類及び単位容積を一定としてペーストのみを置換したとき、モルタルの変形性

は当然のことながらペーストの変形性の影響を受けると考えられる。 

そこで本項では「モルタルの変形性は、同一結合材を用いたペーストの変形性に概ね依存する」との

仮説を立て、これを検証する実験を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.2.5-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。結合材以外の使用材料を表 3.2.5-2

に示す。またペースト調合を表 3.2.5-3 に、モルタル調合を表 3.2.5-4 に示す。ペースト調合は、W/B16%

では結合材料の種類を変え、W/B14%では同一結合材に対し高性能 AE 減水剤 SP の添加量を SP/B＝

1.2%～2.4%に変えた計 8 調合とした。またモルタルの調合は「基準」のコンクリート調合から粗骨材

のみを差し引いたときの砂／モルタル比（骨材容積割合）をもとに単位量を決定した。なお、消泡剤

DA の添加量は DA/B＝0.015%で一定とし、化学混和剤は固形分補正を行わずに練混ぜ水の一部とみな

した。 

 

表 3.2.5-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

表 3.2.5-2 結合材以外の使用材料 

 

  

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

低熱ｾﾒﾝﾄ_#06 3.23 4.7 0.39 0.4 26.2 2.8 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-3 2.29 0.1 19.7 2.0 94.1 0.3 0.1

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 2.32 0.1 22.0 2.9 92.6 0.6 0.3

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-3 2.47 1.5 1.7 2.5 56.5 27.3 3.1
材料C

分類 試料名称
化学組成（％）

材料B

材料A

分類 名称 記号
密度

(g/cm3）

骨材 フェロニッケルスラグ細骨材 FNS 2.89

水 上水道水 W 1.00

化学混和剤

-

ポリカルボン酸系
高性能AE減水剤

SP -

ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル系消泡剤

DA
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表 3.2.5-3 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

表 3.2.5-4 モルタル調合 

 

 

(2)試験方法 

モルタルの練混ぜは、パドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.7L とした。結合

材及び細骨材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。練混ぜ時

間は、練混ぜ状態の目視確認とミキサ負荷変動に基づき練上がりを判断して調合毎に決定した。モルタ

ルの変形性を表す指標として、フローコーン（JIS R 5201）を用いて 0 打フローを計測した。 

ペーストの練混ぜは、パドル式ミキサを用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。練混ぜ方法及び 0 打

フローの計測はモルタルと同様である。 

  

名称 比率 名称 比率 名称 比率

#1 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#2 SF別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#3 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

#4 2成分系-2 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 － 0

#5 1.2% 基準_1.2%

#6 1.4% 基準_1.4%

#7 1.8% 基準_1.8%

#8 2.4% 基準

2.4%

材料C

16% 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

14% 低熱ｾﾒﾝﾄ_#06 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-3 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-3 20

No. W/B 調合名称
材料A 材料B

SP/B

W 材料A 材料B 材料C FNS G

#1 基準 185 810 116 231 1,214 0 0.42

#2 SF別銘柄-2 185 810 116 231 1,214 0 0.42

#3 2成分系-0 193 1,084 120 0 1,214 0 0.42

#4 2成分系-2 193 1,084 120 0 1,214 0 0.42

#5 基準_1.2%

#6 基準_1.4%

#7 基準_1.8%

#8 基準

177 886 127 253 1,085 0.380

骨材容積
割合

16

14

W/BNo. 調合名称
単位量(kg/m3)
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(3)結果及び考察 

モルタル及びペースト試験結果を表 3.2.5-5 に、モルタルとペーストのフロー値の関係を図 3.2.5-1 に

示す。これより、両者のフロー値には相関性が認められ「モルタルの変形性は、同一結合材を用いたペ

ーストの変形性に概ね依存する」ことが示された。従って上述の仮説には妥当性があると言える。 

以上より、超高強度コンクリートの練混ぜ性は、概ねペーストの練混ぜ性と変形性（流動性）の 2 つ

に規制されていると言える。なおペーストの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性については次節で、

ペーストの流動性に影響を及ぼす結合材料の特性については次章で詳述する。 

 

表 3.2.5-5 モルタル及びペースト試験結果 

 

 

図 3.2.5-1 モルタルとペーストのフロー値の関係 

 

 

  

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

温度
(℃)

0打ﾌﾛｰ

(mm)

20cmﾌﾛｰ

時間(秒)

#1 基準 3.3 23.4 339 4.2

#2 SF別銘柄-2 4.8 23.5 339 4.2

#3 2成分系-0 2.3 23.1 324 7.5

#4 2成分系-2 3.3 23.3 350 4.1

#5 基準_1.2% 8.0 25.8 191 －

#6 基準_1.4% 7.3 25.0 254 7.7

#7 基準_1.8% 6.2 25.1 288 5.5

#8 基準 5.7 25.3 287 5.5

#1’ 基準 9.5 24.7 360 2.4

#2’ SF別銘柄-2 20.0 22.9 370 2.3

#3’ 2成分系-0 3.5 24.6 345 4.3

#4’ 2成分系-2 6.5 24.4 381 2.5

#5’ 基準_1.2% 27.0 24.7 233 8.6

#6' 基準_1.4% 15.0 24.7 283 3.7

#7' 基準_1.8% 18.7 25.0 294 3.8

#8' 基準 12.3 24.9 284 4.3

14%

16%

14%

16%
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3．3   超高強度コンクリート及びペーストの練混ぜプロセス 

3．3．1 超高強度ペーストの練混ぜプロセスの区分 

W/B16%の超高強度ペーストをパドル式ミキサ（JIS R 5201）にて練り混ぜたときのミキサ負荷変動

を図 3.3.1-1 に示す。また図中の各番号で示す時点でミキサを停止し、取り出した結合材の外観を写真

3.3.1-1 に示す。結合材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水及び化学混和剤を一括投入してペーストを練り

混ぜると、結合材は粉体状を呈したまま練混ぜが進行するが、この間、ミキサ電流値は無負荷時と同程

度で負荷変動は殆どみられない。やがて材料表面が湿潤すると結合材は塊状からペースト状に変化して

練混ぜ負荷が急激に上昇した。練混ぜの進行に伴いペーストの流動性が向上すると電流値も急降下して

練上がりに至った。 

これより、超高強度ペーストの練混ぜプロセスは、ミキサ負荷変動から以下の 2 つの段階に区分する

ことができる。即ち「結合材が粉体状を呈する段階」（写真①～③）と「結合材が塊状からペースト状

に変化する段階」（写真④～⑦）である。 

本節では、練混ぜプロセスにおけるペーストの均質一体化を解明すべく、各段階における粒子及び水

分の凝集・分散挙動について定量評価を行った。 

 

 

図 3.3.1-1 ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動 
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写真 3.3.1-1 練混ぜによる結合材の状態変化 

 

 

  

① ② 

⑦ ⑥ 

⑤ ④ 

③ 

0 打フロー：336×335mm 0 打フロー：286×284mm 

10cm 
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3．3．2 結合材が粉体状を呈する段階における粒子の凝集 

結合材が粉体状を呈しミキサ負荷変動が殆どみられない段階において、固体粒子にどのような変化が

生じているのかを明らかにするため、練混ぜ途中で採取した試料を用いて以下の実験検討を行った。な

おコンクリート中の練混ぜによる粒子の挙動がペースト中のそれと類似することを示すため、2 種類の

ミキサを用いて練混ぜを行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.3.2-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。結合材以外の使用材料を表 3.3.2-2

に示す。結合材の調合は 1 通りとし W/B16%で一定としたが、粗骨材はコンクリート中のペーストの練

混ぜ状態に近づけるため強制 2 軸型ミキサにおいてのみ使用した。 

また高性能 AE 減水剤 SP の添加量は SP/B＝2.4%で一定としたが、消泡剤 DA の添加量はパドル式

ミキサで DA/B＝0.015%、強制 2 軸型ミキサで DA/B＝0.09%とミキサ型式によって調整した。なお化

学混和剤は固形分補正を行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

細骨材はペーストとの分離が困難なため今回使用しなかったが、コンクリートを練混ぜるとき、細骨

材には粗骨材と共に結合材粒子を分散させる効果があると考えられる。しかしながら前述の余剰水膜厚

（表 3.1-1 参照）を考慮すると、粗骨材によるせん断力の伝播効果は粒子間隔によって異なり、低 W/B

になるほど粗骨材による分散効果は高まると予想される。また W/B16%におけるペーストとコンクリー

トの所要練混ぜ時間は大きく異なるのに対し、後者とこれから細骨材を除いたものを比較すると大差は

認められなかった（表 3.3.2-4 参照）。以上より、低 W/B の練混ぜにおいて細骨材の有無が結合材粒子

の分散状態に及ぼす影響は、普通コンクリートとは異なり比較的小さい可能性が考えられる。 

 

表 3.3.2-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

表 3.3.2-2 結合材以外の使用材料 

 

 

 

 

 

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#01 3.25 4.5 0.41 0.7 25.5 2.7 63.7

材料B ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01 2.32 0.1 18.6 2.5 92.6 0.5 0.2

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.45 1.9 1.3 2.5 58.1 26.9 1.9

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

分類 名称 記号
密度

(g/cm3）

骨材 硬質砂岩6号砕石 G 2.63

水 上水道水 W 1.00

化学混和剤

-

ポリカルボン酸系
高性能AE減水剤

SP -

ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル系消泡剤

DA
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表 3.3.2-3 ペースト及びコンクリート調合（細骨材未使用） 

 

表 3.3.2-4 ペースト及びコンクリートの所要練混ぜ時間 

 

 

(2)試験方法 

パドル式ミキサでは 1 回の練混ぜ量を 0.66L とし、結合材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混

和剤を一括投入してペーストを練り混ぜた。強制 2 軸型ミキサでは 1 回の練混ぜ量を 30L とし、結合材

及び粗骨材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して細骨材未使用のコンクリート

を練り混ぜた。 

パドル式ミキサでは電流値の推移が図 3.3.2-1 中(a)～(c) に示す時点でミキサを停止し粉体状の試料

を採取した（以下、試料(a),(b),(c)と記す）。強制 2 軸型ミキサでは図 3.3.2-2 中(A)～(C)に示す時点でミ

キサを停止し粉体状の試料を採取した（以下、試料(A),(B),(C)と記す）。何れの試料も直ちに乾燥機に入

れ 105℃で 24 時間保持した後、全粒品のふるい試験とふるい目開き 0.3mm 通過分はレーザー回折･散

乱式粒子径分布測定装置による計測を行った。 

なお、強制 2 軸型ミキサの負荷変動にはミキサの運転に由来する周期的変動（約 30 秒周期）が含ま

れる他、モーター容量に対し練混ぜ負荷の変動が小さいこと等の影響を受け、パドル式ミキサとは異な

る負荷変動が観測された。 

 

 

図 3.3.2-1 試料採取のタイミング；パドル式ミキサ 

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C FNS G

#1 基準 312 1,365 195 390 - - -

#1' 基準 195 854 122 244 0 957 0.36

No. 調合名称
単位量(kg/m3) 骨材容積

割合

16

ミキサ型式 材料 W/B
練混ぜ量
（L)

所要練混ぜ
時間(分)

パドル式ミキサ セメントペースト 16% 0.66 15.5

（JIS R 5201)

強制2軸型ミキサ 細骨材未使用のコンクリート 16% 30 4.7

（容量55L) コンクリート 16% 30 4.0
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図 3.3.2-2 試料採取のタイミング；強制 2 軸型ミキサ 

 

(3)結果及び考察 

①ふるい試験 

パドル式ミキサにて練り混ぜ、ふるい試験にて φ2.5～5mm に分級されたもの（試料(b)）の外観を写

真 3.3.2-1(左)に示す。これより低 W/B ペーストの練混ぜにおいては結合材が造粒物を形成するプロセ

スを含むことが分かる。また強制 2 軸型ミキサによる練混ぜにおいても同様の造粒物が回収された（同

写真(右)参照）。練混ぜ水を分割投入するダブルミキシングに関する既往研究によると、魚本 3.6)は、1

次水を W1/C＝15～55%に変化させて練り混ぜたコンクリートを観察することにより「少量の水が添加

され、その水が偏在するために粉体材料が造粒現象を生ずる」ことを指摘した。これより、結合材が造

粒物を形成するプロセスは、程度の差はあっても超高強度コンクリートの練混ぜにおいて普遍的に含ま

れるものと考えられる。 

なお、超高強度コンクリートの練混ぜではダブルミキシングと類似する現象が認められたが、ダブル

ミキシングではその後 2 次水が投入されて練上がりに至るのに対し、超高強度コンクリートでは 1 次水

だけで練上がりに至るという点で、両者の練混ぜプロセスは決定的に相違すると言える。 

パドル式ミキサ及び強制 2 軸型ミキサにおける、練混ぜの進行に伴う粒度変化を図 3.3.2-3 及び図

3.3.2-4 に示す。パドル式ミキサでは結合材に占めるふるい通過割合が試料(a)から(b)にかけて増加し、

試料(b)から(c)にかけて減少する変化がふるい目開き 2.5mm 以下の全粒度において認められた。またパ

ドル式ミキサに比べると変化は小さいものの、強制 2 軸型ミキサにおいても同様にふるい通過割合が試

料(A)から(B)にかけて増加し試料(B)から(C)にかけて減少する変化が認められた。なお前者の変化は、

練混ぜ水が局所的に投入されることにより形成された粗大な粒子凝集が練混ぜに伴うせん断力によっ

て解かれ、粒子と水が均質に分散するプロセスを、また後者の変化は、均質に分散した粒子が再凝集し

造粒していくプロセスをそれぞれ示唆していると考えられる。以上より、練混ぜプロセスの前半でみら

れる結合材の粒度変化は、ミキサ型式の違いや骨材の有無によらず共通する現象であることが判明した。 
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 写真 3.3.2-1 結合材の造粒物（左：パドル式ミキサ、右：強制 2 軸型ミキサ） 

 

図 3.3.2-3 練混ぜによる結合材の粒度変化；パドル式ミキサ 

 

図 3.3.2-4 練混ぜによる結合材の粒度変化；強制 2 軸型ミキサ 

 

②0.3mm 通過分の粒度分布 

パドル式ミキサ及び強制 2 軸型ミキサにおける 0.3mm ふるい通過分の粒度分布を図 3.3.2-5 及び図

3.3.2-6 に示す。これよりミキサ型式の違いや骨材の有無によらず、数百 μm 以下の粒度範囲においては

練混ぜに伴い凝集造粒が進行する傾向が認められ、低 W/B ペーストの練混ぜ性には結合材の造粒のし

試料(b) 試料(B) 

30mm 
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易さが関与していると考えられる。そこで次節「3．4．1 凝集造粒のし易さ」では、結合材の造粒の

し易さとペーストの練混ぜ性に関係について検証を行うこととした。 

粉体粒子の充填性及び分散性と表面水分の関係を図 3.3.2-7 に示す。造粒機構に関する既往文献 3.7)

によると「湿潤粉体における固体粒子間の凝集力は、粒子間隙に存在する水膜の表面張力によるもので

あり、粒子の圧密化に伴い表面に浸出した過剰水分が他の粉体粒子を付着せしめ更なる造粒をもたらす」

とされている。従って、粉体の充填性が高いものほど粒子間隙に拘束される水が少なく表面水を確保し

易いと考えられる（同図(a)及び(b)参照）。また SF 等の超微粒子は分散性が高いものほどセメント粒子

間隙を充填し易く同様に表面水を確保し易いと考えられる（同図(c)及び(d)参照）。これより、低 W/B ペ

ーストの練混ぜ性には粉体粒子の分散性や充填性が影響を及ぼしている可能性が考えられる。そこで、

次々項「3．3．4 練混ぜプロセスにおける水分の挙動」ではペースト練混ぜ時の粒子表面の水分変化

を定量化した。また粉体粒子の分散性及び充填性とペーストの練混ぜ性の関係については、次節「3．4．

2 超微粒子の分散性」及び「3．4．3 結合材の充填性」にてそれぞれ検証を行うこととした。 

 

 

図 3.3.2-5 練混ぜによる造粒の進行；パドル式ミキサ 

 

図 3.3.2-6 練混ぜによる造粒の進行；強制 2 軸型ミキサ 
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図 3.3.2-7 粉体粒子の充填性及び分散性と表面水分の関係 
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3．3．3 結合材がペースト状に変化する段階における粒子の分散 

結合材が塊状からペースト状に変化しミキサ負荷が大きく変動する段階において、固体粒子にどのよ

うな変化が生じているのかを明らかにするため、練混ぜ途中で採取した試料を用いて以下の 2 点に着目

した実験検討を行った。即ち、1 つはペーストとコンクリートにおける粒子の分散状態の比較であり、

もう 1 つは異なる調合間でのミキサ負荷変動と粒子の分散状態の比較である。 

 

(1)材料及び調合 

使用材料は前項「3．3．2 結合材が粉体状を呈する段階の粒子の凝集」と同じである（表 3.3.2-1 及

び表 3.3.2-2 参照）。ペースト及びコンクリート調合を表 3.3.3-1 に示す。結合材の調合は 3 通りとし

W/B16%で一定としたが、パドル式ミキサと強制 2 軸型ミキサの両方で練混ぜを行ったのは「基準」調

合のみである。 

また化学混和剤の添加量は前項と同じで、固形分補正を行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

なお強制 2 軸型ミキサによる練混ぜにおいては、ペーストとの分離が困難なため前項と同様に細骨材

を使用しなかったが、上述の通り、低 W/B の練混ぜにおいて細骨材の有無が結合材粒子の分散状態に

及ぼす影響は比較的小さいものとして比較評価を行った。 

 

表 3.3.3-1 ペースト及びコンクリート調合（細骨材未使用） 

 

 

(2)試験方法 

①試料調整 

ペーストの練混ぜにはパドル式ミキサを用いて、細骨材未使用のコンクリートの練混ぜには強制 2 軸

型ミキサを使用した。なお材料の投入方法や 1 回の練混ぜ量は前項「3．3．2 結合材が粉体状を呈す

る段階の粒子の凝集」と同じである。 

パドル式ミキサでは電流値の推移が図 3.3.3-1 中(d)～(k) に示す時点でミキサを停止しペースト状の

試料を採取した（以下、試料(d)～(k)と記す）。強制 2 軸型ミキサでは図 3.3.3-2 中(D)及び(E)に示す時

点でミキサを停止しペースト状の試料を採取した（以下、試料(D),(E)と記す）。 

パドル式ミキサではそのまま、強制 2 軸型ミキサではウェットスクリーニング処理により粗骨材を除

去した後、直ちに液体窒素に入れ凍結させた後、D-乾燥による水和停止を行った。 

 

②フレッシュ性状 

試料採取時のフレッシュ性状を確認するため、パドル式ミキサでは単位容積重量、フローコーン（JIS 

R 5201）を用いた 0 打フロー及び 20cm フロー時間を計測した。強制 2 軸型ミキサでは粗骨材を除去せ

ずに空気量、スランプフロー及び 50cm フロー時間を計測した。 

 

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C FNS G

#1 基準 312 1,365 195 390 - - -

#1' 基準 195 854 122 244 0 957 0.36

#2 L95S05 329 1,955 103 0 - - -

#3 L90S10 325 1,828 203 0 - - -

単位量(kg/m3) 骨材容積
割合

No. 調合名称

16
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③SEM-EDS マッピング分析及び画像解析 

ペースト中の結合材粒子の分散状態を評価するため、前述した水和停止試料の破断面について

SEM-EDS マッピング分析（加速電圧 20kV）を行い 1 視野当り 384×501 ピクセルの画像を取得した。

画像解析の流れを図 3.3.3-3 に示す。主要元素（Si、Al 及び Ca）の高濃度領域を抽出するため、マッピ

ング像の各元素の濃度スケールにおいて上位 10～40%の領域が選別されるよう画像解析ソフトにて閾

値を設定して白黒の 2 値化画像に変換した。次に 2 値化画像の黒色部の境界を探して輪郭を決定すると

共に、連続するピクセル数を計数して個々の凝集体の面積を求めた。最後にこれらを集計して凝集体の

大きさの分布に係るヒストグラムを求めた。但し分布の差異を比較するため、同一調合においては抽出

された領域の面積が試料間で同じになるよう補正を行った。 

 

 

図 3.3.3-1 試料採取のタイミング；パドル式ミキサ（2A ずつシフトさせ

て、上段より基準、L95S05、L90S10 の順に表示） 

 

図 3.3.3-2 試料採取のタイミング；強制 2 軸型ミキサ 
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図 3.3.3-3 画像解析の流れ 

 

④分散度指数 

画像解析により数値化された粒子の分散状態を、各材料を液中に分散させたときの粒度分布と比較す

るため、凝集体の形状を球形とみなし元々の断面積から円相当径を算出して凝集体の粒度分布を求めた。

更に調合条件等が異なる場合にもペースト中の同一材料の凝集・分散状態を比較できるよう、粒子の凝

集度指数 CI 及び分散度指数 DI を式[3.2]～[3.4]の通り定義し比較評価を行った。 

 

    Cn＝2n×C0 [μm] 

 

    CI＝1/d50×Σ[Cn×(fn－fn’)/100] 

 

    DI＝1/(1＋k×CI)×100 [%] 

[3.2] 

 

[3.3] 

 

[3.4] 

 

ここで、 Cn：n 個目の粒子径階級値[μm] 

C0：任意定数[μm] 

CI：凝集度指数[－] 

d50：基準の粒度分布における 50%粒子径[μm] 

fn：基準の粒度分布における階級値 Cn迄の細粒側累積頻度[%] 

fn’：評価対象の粒度分布における階級値 Cn迄の細粒側累積頻度[%] 

DI：分散度指数[%] 

k：調整係数[－] 

 

ここで基準の粒度分布とは、粒子が完全分散したときの粒度分布を想定しており、これと評価対象の

見掛けの粒度分布との乖離が大きいほど凝集度が高いと考えた。そこで粒子径階級値毎に両者の差を求

め、階級値による重み付けを行い、これらを積算したものを CI と定義した。更に DI は CI がゼロ、即

ち粒子が完全分散したときに 100%になるように式[3.4]を定義すると共に、DI を実用上 0～100%の間

で幅広く変化させるため、調整係数 k を 0.1 とした。また式[3.2]に示す任意定数 Coを 0.066μm とした。 

本検討では、基準の粒度分布として各材料に超音波を照射して液中分散させたときの粒度分布を用い

ヒストグラム

SEMマッピング像

2値化画像

（抽出領域のサイズ補正）

高濃度領域の数と大きさを計算

各元素の高濃度領域を抽出
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た（図 3.3.3-4 参照）。なおこのときの溶媒は、SF に対しては 0.2%ヘキサメタリン酸ナトリウム水溶液、

FA 及び LC に対してはエタノールをそれぞれ用いた。ところが SF については強い超音波出力（300W）

で液中分散させたときにも最大 30μm 程度の凝集体が残存し、完全分散したときの粒度分布データが得

られなかった（図 3.3.3-5 参照）。但し SEM 観察による SF の粒度範囲は 1μm 以下であり（図 3.3.3-6

参照）、粒径 1μm 以下の測定データについては概ね真の粒度分布を示していると考えられる。そこで、

SF に関しては基準の粒度分布として、便宜的に測定データに対し粒度範囲の上限値を 1μm とした完全

分散のモデルデータを採用した。 

 

 

図 3.3.3-4 分散度指数算定における基準の粒度分布 

 

図 3.3.3-5 強い超音波(300W)を照射したときのシリカフュームの粒度分布 
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図 3.3.3-6 シリカフュームの SEM 観察像 

 

(3)結果及び考察 

①フレッシュ性状 

試料採取時のフレッシュ性状を表 3.3.3-2 に示す。「基準」調合について、パドル式ミキサで練り混ぜ

たペーストのフレッシュ性状は、試料(d)から(e)にかけて 20cm フロー時間が短くなり単位容積重量が増

加したことから、粘性が低下すると共に練混ぜに伴い巻き込まれた空気が減少する変化が生じたと考え

られる。また強制 2 軸型ミキサで練り混ぜた試料(D)は粘性が非常に高く流動しなかったため、フロー

性状について数値比較はできないものの、試料(D)から(E)にかけて粘性が低下し空気量が減少する変化

が同様に認められた。 

また「L95S05」及び「L90S10」調合においても、練混ぜの進行に伴い 20cm フロー時間が短くなり

単位容積重量が増加したことから、同様に粘性の低下と巻き込まれた空気の減少が生じたと考えられる。 

 

表 3.3.3-2 試料採取時のフレッシュ性状 

 

 

②SEM-EDS マッピング分析 

強制 2 軸型ミキサで練り混ぜた試料(E)の 2 次電子像及びマッピング像を図 3.3.3-7 に示す（なお図中

の SF は後述の固結物であり図 3.3.3-6 に示す超微粒子から構成されている）。両者の画像を照合するこ

とにより Si 高濃度領域は概ね SF の、Al 高濃度領域は FA の存在領域をそれぞれ示すことが分かった。

フロー時間 空気量 単位容積

平均値 （秒） (%) 重量（g/ml)

基準 パドル式 (d) 284 × 282 283 16.6 － 2.26

(e) 385 × 380 382 2.1 － 2.31

強制2軸型 (D) × 3.3 －

(E) 890 × 865 877 5.9 1.9 －

L95S05 パドル式 (f) 287 × 286 286 23.6 － 2.36

(g) 378 × 378 378 2.4 － 2.45

(h) 395 × 394 394 1.5 － 2.45

L90S10 パドル式 (i) × － 2.28

(j) 259 × 251 255 14.5 － 2.38

(k) 287 × 285 286 10.7 － 2.39

試料
名称 計測値

0打フロー／スランプフロー（ｍｍ)

流動せず

流動せず

調合
名称

ミキサ型式

2μm 
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また Si、Al 及び Ca の何れの元素も殆ど検出されない領域は空孔とみられる。 

試料(d)及び(e)における Si マッピング像を図 3.3.3-8 に示す。両者を比較することにより試料(d)は(e)

に比べて空孔を多く含むことが確認できた。このことは上述の練混ぜの進行に伴うペーストの単位容積

重量の変化から推定される空気量の変化傾向と一致している。また SF の凝集体には粗大な固結物（50

～250μm）が含まれ、試料(d)から(e)にかけて解砕される傾向が認められた。なお強制 2 軸型ミキサで

練り混ぜた試料においても同様の変化傾向が観察された。 

 

③画像解析 

Si マッピング像に画像解析を適用し 2 値化処理を行った画像を図 3.3.3-9 に示す。また抽出された Si 

 

 

図 3.3.3-7 SEM-EDS マッピング像（試料(E)） 

 

図 3.3.3-8 Si マッピング像（試料(d)及び(e)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Si 

Al Ca 

SEI 

20μm 

SF 

FA 

 

 

(d) (e) 

1.0mm 

SF 固結凝集体 

空孔 
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高濃度領域の数と大きさから求めた SF 凝集体の大きさの分布に係るヒストグラムを図 3.3.3-10 及び図

3.3.3-11 に示す。「基準」調合においては練混ぜに伴い 1μm2以下の細粒分の割合が増加し、分散が進行

する傾向が認められた。同様に、Al 及び Ca マッピング像から FA 及び LC の凝集・分散状態について

ヒストグラムを求めたところ、FA については練混ぜに伴い 50μm2以下の細粒分の割合が増加し分散が

進行する傾向が認められた（図 3.3.3-12 及び図 3.3.3-13 参照）。一方、LC について強制 2 軸型ミキサ

で練り混ぜたときには 200μm2以下の粒度範囲で分散傾向が認められたものの、パドル式ミキサで練り

混ぜたときには明確な傾向が認められなかった。（図 3.3.3-14 及び図 3.3.3-15 参照）。以上より「基準」

調合においては、ミキサ型式の違いによらず、練混ぜに伴って SF 及び FA 粒子の分散が進行する傾向

が認められ、実際のコンクリートにおいてもペーストと同様の分散挙動が生じていると考えられる。 

「L95S05」及び「L90S10」調合については、SF の分散状態についてのみ評価を行ったが「L95S05」

では 0.5μm2 以下、「L90S10」調合では 4μm2 以下の細粒分の割合が増加し、いずれの調合においても

練混ぜに伴い分散が進行する傾向が認められた（図 3.3.3-16 及び図 3.3.3-17 参照）。 

次に画像解析を行った全4調合について、空気量を考慮したペースト中に占める各材料の体積比率と、

画像解析にて抽出した各材料の面積比率との関係を図 3.3.3-18 に示す。但し「L95S05」及び「L90S10」

調合については SF の抽出割合のみを表示している。これより、SF 及び FA については両者の乖離が小

さく各々の存在領域に見合った抽出がなされたのに対し、LC については実際の存在領域に対しごく一

部しか抽出できていないことが分かる。今回、練混ぜに伴う LC の分散傾向が認められなかったのは、

2 値化処理による抽出割合が極端に少なかったことが要因の 1 つとして考えられる。 

なお既往研究では、セメント粒子の分散状態をレーザー回折式粒度分布測定装置により評価した事例

3.8)があるが、このときの測定方法はペースト又はモルタルをエタノールで希釈し撹拌したものを流動す

る溶媒中に滴下分散させて計測を行っている。これに対し本研究では、上述のとおり粒子同士が極めて

密接した状態にあるものを希釈せずにそのまま評価する方法を採用しており、SF よりも分散し易いセ

メントであっても結合材の大部分を占めるが故に、分散状態の評価がやや困難になっていると考えられ

る。ペーストの練混ぜ状態を評価するためには、結合材の大部分を占めるセメント粒子の凝集・分散状

態を評価する必要があると言える。従ってセメント粒子の凝集・分散状態を定量評価することは今後の

課題の 1 つだと言える。 

 

 

図 3.3.3-9 Si マッピング像の 2 値化処理（試料(d)） 

  

 

Si 

30μm 

低濃度領域 

高濃度領域 
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図 3.3.3-10 Si 高濃度領域の大きさの分布；試料(d),(e) 

 

図 3.3.3-11 Si 高濃度領域の大きさの分布；試料(D),(E) 

 

図 3.3.3-12 Al 高濃度領域の大きさの分布；試料(d),(e) 
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図 3.3.3-13 Al 高濃度領域の大きさの分布；試料(D),(E) 

 

図 3.3.3-14 Ca 高濃度領域の大きさの分布；試料(d),(e) 

 

図 3.3.3-15 Ca 高濃度領域の大きさの分布；試料(D),(E) 
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図 3.3.3-16 Si 高濃度領域の大きさの分布；試料(f),(g),(h) 

 

図 3.3.3-17 Si 高濃度領域の大きさの分布；試料(i),(j),(k) 

 

図 3.3.3-18 画像解析における各材料の抽出割合 
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④分散度指数 

ペースト中の SF 粒子の分散状態と SF 単味を液中分散させたときの粒度分布の比較例を図 3.3.3-19

に示す。ここで「SF モデル」とは、SF の分散度指数を算定する際に用いた「基準の粒度分布」であり

完全分散を想定した粒度分布のモデルデータである。また「SF 液中分散」は、溶媒にエタノールを用

いて比較的弱い超音波出力（40W）で液中分散させたときの実測データである。これより、試料(d)及び

(e)における SF の分散状態は、比較的弱い超音波出力で液中分散させたときに比べて、練混ぜに伴い分

散が進行しているものの、練上がり時においても完全分散には至っていないことが確認された。これよ

り、低 W/B ペーストの練混ぜ性や流動性を説明づける上で SF の真の粒度分布はあまり重要ではなく、

強い超音波を照射したときの粒度分布との関連性は低いと考えられる。 

「基準」調合における各材料の分散度指数 DI を図 3.3.3-20 に示す。これより SF 及び FA 粒子の DI

は、練混ぜの進行に伴い増加傾向を示すことが分かる。また、練上がり時における SF 及び FA 粒子の

DI はミキサ型式によらずほぼ同等の値を示すことから、ミキサ型式の違いが練上がり時の粒子の分散

状態に及ぼす影響は極めて小さいことを示唆していると言える。従って、その後の水和反応や加熱養生 

 

 

図 3.3.3-19 ペースト中及び液中での SF 粒子の分散状態の比較 

 

図 3.3.3-20 分散度指数 DI による比較；基準調合 
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によって生じる強度発現に対し、練上がりに至ったペーストについて評価する限りミキサ型式の違いに

よる影響は殆どないことが予想される。 

なお LC 粒子の DI は一部で 100%を超える等、一見完全分散しているかのような値を示している。こ

れは上述した通り、LC 粒子は実際の存在領域に比べて少ない領域しか抽出されておらず、見掛け上 DI

が大きく算定されているためである。従って、各材料の抽出割合が適切でなければ DI を算定しても分

散状態の指標にはならないと言える。 

「L95S05」及び「L90S10」調合における SF の分散度指数を図 3.3.3-21 に示す。同一の SF 粒子の

分散状態を異なる調合間で比較すると、「L95S05」調合の DI が最も大きく「基準」調合が最も小さい

値を示した。これより同一の材料を用いてペーストを練混ぜてもその分散状態は調合によって異なるこ

とが判明した。いま SF 粒子の分散状態とミキサ負荷変動の関係について考察すると、3 調合の内

「L95S05」のミキサ負荷が最も激しく変動した（図 3.3.3-1 参照）。従って、材料に付与された練混ぜ

のエネルギーは「L95S05」が最も大きいと考えられるが、それゆえ SF 粒子の分散が最も進行した可能

性が考えられる。一方、ミキサ負荷変動は SF のみならず結合材の大部分を占めるセメント粒子の凝集・

分散状態との関連性が高いと考えられる。本検討ではセメント粒子の分散状態を適切に評価できなかっ

たため推測にすぎないが、セメント粒子の分散が最も進行しているのは「L95S05」調合である可能性

が考えられる。 

 

 

図 3.3.3-21 SF の分散度指数 DI；L95S05 及び L90S10 
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次に、SF 粒子の DI と試料採取時のフレッシュ性状として計測したペーストの 0 打フローの関係を図

3.3.3-22 に示す。これより 3 成分系と 2 成分系の結合材では相関性が異なるものの、いずれも SF 粒子

の分散が進行するにつれペーストのフロー値は増大する傾向が認められた。従って、三井ら 3.9)が考察

したように「シリカフューム自身の分散し易さ」がペーストの流動性に直接影響を及ぼしている可能性

がある一方、セメント粒子の分散の進行と共に SF 粒子が分散したと考えれば、図 3.3.3-22 はセメント

粒子の凝集・分散状態を反映して、いわば副次的な相関性を示している可能性が考えられる。 

 

 

図 3.3.3-22 ペースト 0 打フローと分散度指数 DI の関係 
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3．3．4 練混ぜプロセスにおける水分の挙動 

超高強度コンクリートの練混ぜでは、ダブルミキシングによる練混ぜのように 2 次水が投入されるこ

となく、結合材が造粒物を形成した後も練混ぜを継続することでやがて練上がりに至る。従って本節の

目的である、練混ぜプロセスにおけるペーストの均質一体化を解明するには、水分の挙動を明らかにす

る必要があると考えた。そこで、低 W/B ペーストを対象に練混ぜ途中の試料を用いて以下の実験検討

を行った。 

 

(1)材料及び調合 

  結合材料の物性及び化学組成を表 3.3.4-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。結合材以外の使用材料を表 3.3.4-2

に、ペースト調合を表 3.3.4-3 に示す。ペーストの調合は 4 通りとし W/B14%で一定としたが、「造粒サ

イズと含水率の関係」について練混ぜを行ったのは「基準」調合のみである。また高性能 AE 減水剤 SP

及び消泡剤 DA の添加量は SP/B=2.4%、DA=0.015%でそれぞれ一定とし、固形分補正を行わずに練混

ぜ水の一部とみなした。 

 

表 3.3.4-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

表 3.3.4-2 結合材以外の使用材料  

 

表 3.3.4-3 ペースト調合 

 

 

(2)試験方法 

①造粒サイズと含水率の関係 

前々項「3．3．2 結合材が粉体状を呈する段階における粒子の凝集」では、固体粒子の挙動に着目し

て練混ぜに伴う結合材の粒度変化を明らかにしたが、ふるい試験の前処理として、先に 105℃乾燥を施

したため粒度毎の含水率は不明であった。そこで本項では以下のとおり前処理手順を変更した。 

即ち、1 回の練混ぜ量を 0.66L としパドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて「基準」調合のペースト

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

材料B ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

分類 名称 記号

水 上水道水 W

化学混和剤

ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル系消泡剤

DA

ポリカルボン酸系
高性能AE減水剤

SP

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C

#1 基準 284 1,422 203 406

#2 L95S05 301 2,041 107 0

#3 L90S10 297 1,907 212 0

#4 L85S15 293 1,778 314 0

No. 調合名称

14

単位量(kg/m3)
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を練り混ぜた。図 3.3.4-1 中(a)～(c)に示す時点でミキサを停止し、粉体状の試料(a)～(c)を採取した。直

ちにふるい分け（ふるい目開き 0.3～5mm）を行い粒度毎に試料重量を秤量した後、24 時間 105℃乾燥

により粒度毎の含水率を測定した。 

 

②練混ぜ負荷と表面水分の関係 

赤外線水分計の測定原理は、水に光（近赤外線）を照射すると特定の波長成分（1.2μ、1.45μ 及び 1.94μ

等）が水に吸収され、その吸収量が材料表面にある水分量に比例する現象によるものである。即ち、赤

外線が到達しない試料内部の水分は計測できないため、表面水分のみを評価することができる。 

上述した通り、造粒機構に関する既往文献 3.7)では、水分の挙動について「粒子間隙に存在する水分

が粒子の圧密化によって表面に浸出する」と考えられている。そこで、練混ぜに伴う粒子表面の水分変

化を定量化すべく、赤外線水分計を用いた計測を行うと共に練混ぜ負荷との関係について考察を行うこ

ととした。 

1 回の練混ぜ量を 0.66L としパドル式ミキサを用いて全 4 調合のペーストを練り混ぜた。任意の時間

にミキサを停止し、赤外線水分計のプローブを結合材に当てて粒子表面の水分を約 10 秒間計測した。

計測後は練混ぜを再開し、ペーストが練上がりに至るまでこの操作を 10 回程度繰り返した。赤外線水

分計の計測値と表面水分量の間には比例関係があることから、空練り後の結合材の計測値を含水率 0%、

練上がり時のペーストの計測値を調合上の含水率 12.3%として、練混ぜ途中の計測値を粒子表面の水分

量に換算した。 

 

 

図 3.3.4-1 試料採取のタイミング 
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(3)結果及び考察 

①造粒サイズと含水率の関係 

粒度毎の含水率を図 3.3.4-2 に示す。練混ぜ開始直後の試料(a)は水分の分布が他の 2 試料と若干異な

るものの、何れも造粒サイズが大きいほど含水率が高くなる傾向が認められた。粒子同士の接点で形成

される液架橋の模式図を図 3.3.4-3 に示す。いま液架橋の大きさが同じ粒子径に対して一定だと仮定す

ると、造粒サイズが大きくなるにつれ一粒子当りの接点数は多くなると考えられ、故に含水率は高くな

ると考えられる。結合材が粉体状を呈する段階では粒子表面の一部に水膜が不連続にしか形成されず、

ペースト状に変化した段階ではじめて水膜が連続的に形成されると考えると、前者の段階でみられる凝

集造粒は水膜の形成を促進させる役割を担っていると考えられる。 

 

 

図 3.3.4-2 粒度毎の含水率 

 

図 3.3.4-3 粒子同士の接点で形成される液架橋 
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②練混ぜ負荷と表面水分の関係 

ペーストの練混ぜ負荷と表面水分の関係を図 3.3.4-4 に示す。練混ぜ開始から殆ど負荷変動のない、

結合材が粉体状を呈する段階から何れの調合も表面水分の増加傾向が認められ、「ミキサの練混ぜトル

クが粒子間隙にある過剰水分を表面に浸出せしめた」3-7)ためと考えられる。この凝集造粒の進行に関与

する表面水分の変化を調合間で比較すると、水分が粒子表面に浸出するのは 3 成分系よりも 2 成分系の

方が早く、2 成分系の中では SF 置換率が小さいほど粒子表面が湿潤しやすい傾向が認められた。これ

は SF や FA が LC よりも水分を粒子間隙に拘束し易く、粒子表面へ浸出させるためにはより多くのエ

ネルギーを必要とすることを示唆していると考えられる。 

また、造粒物に粘性が生じ練混ぜ負荷が急激に変化する時点においても表面水分の著しい増加傾向が

認められ、ミキサ負荷変動は水分挙動と密接に関連していると考えられる。従って「L95S05」調合の

ミキサ負荷変動が他の 3 調合と大きく異なるのは、練上がりに至るまでの水の分散挙動が、例えば比表

面積等の粉体特性の影響を受けて異なるためと推測される。 
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図 3.3.4-4 ミキサ電流値とペースト表面水分の関係 
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3．4  結合材料の特性が超高強度ペーストの練混ぜ性に及ぼす影響 

3．4．1 凝集造粒のし易さ 

前節「3．3．2 結合材が粉体状を呈する段階における粒子の凝集」では、練混ぜに伴い凝集造粒が

進行する傾向が認められ、低 W/B ペーストの練混ぜ性には結合材の造粒のし易さが関与していると考

えられた。また前節「3．3．4 練混ぜプロセスにおける水分の挙動」では、造粒サイズが大きいほど

含水率が高くなる傾向が認められ、凝集造粒は水膜の形成を促進させる役割を担っていると考えられた。

また結合材が粉体状を呈する段階から表面水分の増加傾向が認められ、凝集造粒の進行は粒子表面を次

第に湿潤させ、結合材を粉体状からペースト状に変化させる原動力になっていると考えられた。 

そこで、本項では「造粒し易い結合材ほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間は短い」との仮説を立

て、これを検証する実験を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.4.1-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。なお、結合材以外の使用材料は表

3.3.4-2 と同じである。ペースト調合を表 3.4.1-2 に示す。ペースト調合は、W/B14%及び 16%の 2 水準

の下、3 成分系及び 2 成分系の計 5 調合とした。また高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量は

SP/B＝2.4%、DA/B＝0.015%で一定とし、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

 

表 3.4.1-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

表 3.4.1-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

 

  

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 2.32 0.1 22.0 2.9 92.6 0.6 0.3

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

材料B

名称 比率 名称 比率 名称 比率

#1 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#2 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

#3 2成分系-2 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 － 0

#4 SF別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#5 2成分系-2 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 － 0

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

No. 調合名称
材料A 材料B 材料C

W/B

14%

16%
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(2)試験方法 

①ペーストの所要練混ぜ時間 

パドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。結合材を 30 秒空練りした

後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。所要練混ぜ時間の計測は、練混ぜ状態の目

視確認とミキサ負荷変動に基づき練上がりを判断した。 

 

②造粒速度指数の算定 

パドル式ミキサを用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。結合材のみを 30 秒間空練りしたものを「未

水和試料」として採取した。同様に、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して 3 分間練混ぜを行ったもの

を「練混ぜ途中品」として採取した。後者は直ちに 24 時間 105℃乾燥により水分を除去した後、分級

操作を行った。次いで「練混ぜ途中品」のふるい目開き 0.3mm 通過分及び「未水和試料」についてレ

ーザー回折・散乱式粒子径分布測定装置による計測を行った。結合材の造粒のし易さを表す指標として、

造粒速度指数 GSI を以下の通り定義し算定した。 

即ち、「未水和試料」の粒度分布と「練混ぜ途中品」の粒度分布の乖離が大きいほど造粒が進行して

いると考え、粒子径階級値毎に両者の粒度分布の差を求め、階級値による重み付けを行い、これらを積

算したものを造粒度指数 GI と定義した。また造粒し易い結合材は、より短時間の練混ぜで粒度分布に

変化が生じることから、GIを試料採取までの練混ぜ時間で除したものを造粒速度指数GSIと定義した。

なお本研究では任意定数 C0を 1.06μm とした。 

これより、GSI は結合材が粉体状を呈する練混ぜの初期段階の試料から求めることができる。 

 

    Cn＝2n×C0 [μm] 

 

    GI＝1/d50×Σ[Cn×(fn－fn’)/100] 

 

    GSI＝GI／t [1/hr] 

[3.5] 

 

[3.6] 

 

[3.7] 

 

ここで、Cn：n 個目の粒子径階級値[μm] 

C0：任意定数[μm] 

GI：造粒度指数[－] 

d50：未水和試料における 50%粒子径[μm] 

fn：未水和試料の粒度分布における階級値 Cnまでの細粒側累積頻度[%] 

fn’：練混ぜ途中品の粒度分布における階級値 Cnまでの細粒側累積頻度[%] 

GSI：造粒速度指数[1/hr] 

t：試料採取までの練混ぜ時間[hr] 
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(3)結果及び考察 

①所要練混ぜ時間 

ペーストの練混ぜ試験結果を表 3.4.1-3 に、ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動を図 3.4.1-1 に示す。

いずれの調合も練混ぜ開始から殆ど負荷変動がみられない、結合材が粉体状を呈する段階を経た後、塊

状への変化と共にミキサ電流値の急激な上昇が認められた。またペーストの練上がりに至る電流値の降

下状況についても著しい差異は認められなかった。即ち、ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動のパター

ンは結合材の種類又は調合を変えても概ね同じであり、ここで評価するペーストの所要練混ぜ時間は、

結合材が粉体状から塊状に変化するまでの時間に概ね依存していると言える。 

 

表 3.4.1-3 ペースト練混ぜ試験結果 

 

 

図 3.4.1-1 ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動（2A ずつシフトさせて、

上段より基準、2 成分系-0、2 成分系-2（以上 W/B14%）、SF

別銘柄-2、2 成分系-2（以上 W/B16%）の順に表示） 

 

  

温度 所要練混ぜ

（℃） 時間（分）

#1 基準 24.9 12.3

#2 2成分系-0 8.0

#3 2成分系-2 25.8 27.0

#4 SF別銘柄-2 21.9 13.7

#5 2成分系-2 22.8 7.0

No. W/B 調合名称

14%

16%
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②造粒速度指数 GSI と所要練混ぜ時間の関係 

代表例として W/B14%「基準」調合における「未水和試料」及び「練混ぜ途中品」の粒度分布を図

3.4.1-2 に示す。前節「3．3．2 結合材が粉体状を呈する段階における粒子の凝集」では、練混ぜ水を

投入してからの粒度分布の変化を示し、練混ぜに伴い凝集造粒が進行する傾向が認められたが（図

3.3.2-5 参照）、練混ぜ水を投入する前の粒度分布と比較しても凝集造粒が生じていることが確認できた。

次に、造粒速度指数 GSI とペーストの所要練混ぜ時間の関係を図 3.4.1-3 に示す。試料数は少ないもの

の、W/B によらず GSI とペーストの所要練混ぜ時間の間には一定の相関性が認められ、結合材の造粒

のし易さがペーストの練混ぜ性に影響を及ぼすことが示唆された。従って、結合材の種類又は調合を変

えたときにペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動のパターンが概ね同じであり、その所要練混ぜ時間が、

結合材が粉体状から塊状に変化するまでの時間に概ね依存する場合には、GSI によってペーストの所要

練混ぜ時間を予測できる可能性が考えられる。 

以上より、ミキサ負荷変動のパターンに関して条件付きではあるものの、「造粒し易い結合材ほど低

W/B ペーストの所要練混ぜ時間は短い」傾向が認められ、上述の仮説には妥当性があると言える。 

 

 

図 3.4.1-2 未水和試料と練混ぜ途中品の粒度分布；「W/B14%_基準」 

 

図 3.4.1-3 造粒速度指数 GSI とペーストの所要練混ぜ時間の関係 
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3．4．2 超微粒子の分散性 

前節「3．3．2 結合材が粉体状を呈する段階における粒子の凝集」では、SF 等の超微粒子は分散性

が高いものほどセメント粒子間隙を充填し易く、結合材の造粒のし易さ、即ちペーストの練混ぜ性に影

響を及ぼしている可能性が考えられた。 

そこで、本項では「SF 等の超微粒子は分散性に優れるものほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間が

短い」との仮説を立て、これを検証する実験を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.4.2-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。なお、結合材以外の使用材料は表

3.3.4-2 と同じである。ペースト調合を表 3.4.2-2 に示す。ペースト調合は、SF 粒子の分散性の違いに

よる影響を評価するため、W/B16%一定の下、同一銘柄でロットの異なる SF3 種を比較する 3 調合とし

た。また高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量は前項「3．4．1 凝集造粒のし易さ」と同じ

であり、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

 

表 3.4.2-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

表 3.4.2-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

 

(2)試験方法 

①SF の分散性 

レーザー回折・散乱式粒子径分布測定装置を用いて液中分散させた SF に異なる超音波出力（40W30

秒又は 300W120 秒）を付与したときの粒度分布を計測した。なお溶媒は超音波 40W のときエタノー

ルを、超音波 300W のときエタノールに比べて分散性の良い 0.2%ヘキサメタリン酸ナトリウム水溶液

をそれぞれ用いた。 

 

②ペーストの所要練混ぜ時間 

パドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。結合材を 30 秒空練りした

後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。所要練混ぜ時間の計測は、練混ぜ状態の目

視確認とミキサ負荷変動に基づき練上がりを判断した。 

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#03 3.24 5.0 0.37 0.5 26.2 2.7 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01 2.32 0.1 18.6 2.5 92.6 0.5 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-4 2.30 0.1 17.5 2.1 93.6 0.4 0.2

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.45 1.9 1.3 2.5 58.1 26.9 1.9

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

化学組成（％）

材料B

分類 試料名称

名称 比率 名称 比率 名称 比率

#1 基準a 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01 10 20

#2 基準b 低熱ｾﾒﾝﾄ_#03 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

#3 基準c 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-4 10 20

No. W/B 調合名称

16%

材料A 材料B 材料C
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(3)結果及び考察 

①SF の分散性 

液中分散させた SF に異なる超音波出力を付与したときの粒度分布を図 3.4.2-1 に示す。これより、

比較的弱い超音波（40W）を照射するとロット間で見掛けの粒度分布に有意差が認められたのに対し、

強い超音波（300W）を照射するとロット間の差異が小さくなった。 

前節で述べた通り、SEM 観察による SF の粒度範囲は 1μm 以下（図 3.3.3-6 参照）であり、粒径 1μm

以下の測定データは概ね真の粒度分布を示していると考えられる。従って、これら SF3 種の真の粒度分

布はほぼ同等だが、比較的弱い超音波を照射したときの粒度分布は相違し「ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01」は他の 2 種

より分散性に劣ることが分かる。 

また前節「3．3．3 結合材がペースト状に変化する段階における粒子の分散」では、ペースト中の

SF の分散状態が練上がり時においても完全分散していないことが確認された。従って、強い超音波を

照射して SF をいわば強制的に分散させたときの粒度分布は、ペーストの練混ぜ性に影響を及ぼす分散

性の評価には必ずしも適さないと考えられる。 

 

 

図 3.4.2-1 SF 同一銘柄別ロット品の粒度分布 
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②ペーストの所要練混ぜ時間 

ペーストの練混ぜ試験結果を表 3.4.2-3 に、ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動を図 3.4.2-2 に示す。

分散性に劣る「ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01」を用いた「基準 a」の所要練混ぜ時間は 17.8 分だったのに対し、他の 2

調合では僅か 3.1 分で練上がりに至った。所要練混ぜ時間の変動係数は 106%であり、SF の分散性がペ

ーストの練混ぜ性に及ぼす影響は極めて大きいことが確認された。 

一方、練上がり時の 0 打フローは 320～360mm と調合間で有意差が認められるが、これらの変動係

数は 6%であり SF の分散性が練上がり時の流動性に及ぼす影響は小さいと言える。 

以上より、「SF 等の超微粒子は分散性に優れるものほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間が短い」

傾向が認められ、上述の仮説には妥当性があると言える。また低 W/B ペーストの練混ぜ性は、SF を完

全分散させた真の粒度分布よりも、一定のトルクで練混ぜたときの SF の分散性と関連づけられる可能

性が示唆された。 

 

表 3.4.2-3 ペースト練混ぜ試験結果 

 

 

図 3.4.2-2 ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動（2A ずつシフトさせて、

上段より基準 a、基準 b、基準 c の順に表示） 

 

  

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

温度
(℃)

同左
平均

#1 基準a 17.8 23.3 360 × 360 360

#2 基準b 3.1 23.1 342 × 337 340

#3 基準c 3.1 22.7 320 × 320 320

平均 8.0 340

標準偏差 8.5 20

変動係数 106% 6%

16%

0打ﾌﾛｰ

(mm)
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3．4．3 結合材の充填性 

前節「3．3．3 結合材が粉体状を呈する段階の粒子の凝集」では、SF 等の超微粒子は分散性が高い

ものほどセメント粒子間隙を充填し易く、粉体粒子の分散性や充填性が低 W/B ペーストの練混ぜ性に

影響を及ぼしている可能性が考えられた。また前々項「3．4．1 凝集造粒のし易さ」では、「造粒し易

い結合材ほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間は短い」傾向が条件付きながら認められた。更に前項

「3．4．2 超微粒子の分散性」では、「SF 等の超微粒子は分散性に優れるものほど低 W/B ペーストの

所要練混ぜ時間が短い」傾向が認められた。 

ところが、前項では両者の関係が現象として確認されたにすぎず、分散性に優れるとなぜペーストの

練混ぜ性が向上するのか論理的に説明できていない。そこで本項では「SF 粒子の分散が進行するにつ

れ結合材の充填性は高まり、結合材は充填性が高いものほど表面水を確保し易いため低 W/B ペースト

の練混ぜ性に優れる」との仮説を立て、これを検証する実験を行った。 

Newitt ら 3.10)は、粒度分布の異なる砂又はシルトをドラム型造粒機に投入し、所定の回転数を与えて

造粒させたときの含水率（＝水粉体体積比）と造粒速度の関係を求めた。その結果、材料によって絶対

値は異なるものの、それぞれある含水率の値を境に造粒速度が急速に増大することを示した。従って、

本研究で取り扱う結合材においても、一定の水粉体容積比を超えると急速に凝集造粒が進行すると考え

られる。更にこの現象を低 W/B ペーストの練混ぜプロセスに当てはめると、調合上の水粉体容積比は

一定でも練混ぜに伴い結合材の充填性が高まれば、粒子間の空隙量は小さくなり水空隙容積比は増大す

ることになる。即ち、練混ぜに伴い一定の水空隙容積比を超えると、凝集造粒が急速に進行する可能性

が考えられた。そこで本項では結合材の充填率から水空隙容積比を算定してペーストの練混ぜ性との関

係を求めることとした。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 3.4.3-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。なお、結合材以外の使用材料は表

3.3.4-2 と同じである。ペースト調合を表 3.4.3-2 に示す。ペースト調合は、W/B16%一定の下「基準」

調合に対し SF を別銘柄又は代替品で置換した全 5 通りとした。また高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤

DA の添加量は前々項「3．4．1 造粒のし易さ」と同じであり、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一

部とみなした。 

 

表 3.4.3-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#01 3.25 4.5 0.41 0.7 25.5 2.7 63.7

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01 2.32 0.14 18.6 2.5 92.6 0.5 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 2.35 0.5 5.6 1.6 91.7 1.5 0.0

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 2.32 0.1 22.0 2.9 92.6 0.6 0.3

真球状ｼﾘｶ_#01 2.27 0.5 5.7 0.2 99.0 0.5 0.0

真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 3.67 0.4 4.6 0.2 0.7 98.0 0.0

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.45 1.91 1.3 2.5 58.1 26.9 1.9

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

材料B
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表 3.4.3-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

 

(2)試験方法 

①SF 及び代替品の分散性 

既往の研究によると、SF を液中分散させ超音波照射によって得られる「1μm 以下の粒子量」を分散

性の指標として採用している事例がある。即ち、三井ら 3.9)は 200W の超音波を 12.5 分照射することで

初期形態が粉末状の SF については約 40～70%の、Sakai ら 3.11)は 270W の超音波を 30 分照射するこ

とで約 70～100%の「1μm 以下の粒子量」をそれぞれ得ている。 

しかしながら、前節「3．3．3 結合材がペースト状を呈する段階における粒子の分散」では、ペー

スト中の SF の分散状態は練上がりに至っても完全分散していないことが確認された。また前項「3．4．

2 超微粒子の分散性」では、液中分散させた SF に強い超音波を照射すると材料特性である分散性の違

いが現れにくく、ペーストの練混ぜ性に影響を及ぼす分散性の評価には必ずしも適していないと考えら

れた。そこで本検討では、ペーストの練混ぜ性に影響を及ぼす超微粒子の分散性を評価するため、SF

及び代替品を液中分散させ比較的弱い超音波（40W）を繰返し照射し、凝集体を含む見掛けの粒度分布

を計測することで分散の進行状況を定量化した。 

 

②ペーストの水空隙容積比 

超微粒子の分散進行が結合材の充填性に及ぼす影響を明らかにするため、粒子の充填シミュレーショ

ンプログラム 3.12)を用いて結合材の充填率を算定した。なお充填率の算定基礎となる各結合材料の粒度

分布データの内、SF 及び代替品については上記①で計測したものを使用した。一方、LC 及び FA につ

いては SF よりも分散し易いことから練混ぜによる見掛けの粒度変化が SF のそれに比べて小さいと考

え、比較的弱い超音波（40W）を 1 回照射したときの粒度分布データを共通して使用した。 

次いで、結合材の充填性とペーストの練混ぜ性を関連づけるため、結合材の充填率からペーストの水

空隙容積比 W/E を次式[3.8]により算定した。前節「3．3．2 結合材が粉体状を呈する段階における粒

子の凝集」にて記述した通り、結合材は充填性が高いものほど粒子間隙に拘束される水が少なく表面水

を確保し易いと考えられる。 

ペーストの練混ぜにおいては、セメントの水和反応によって消費される水があると考えられる。しか

しながら、いま検討対象としているのが低 W/B における練混ぜの初期段階であることから、この間に

消費される水を無視すると、粉体粒子間に形成される空隙よりも調合上の水の容積が大きいときに余剰

水が生じると考えられる。即ち、W/E が 1 を超えたときに表面水が確保され凝集造粒が急速に進行する

と考えられる。 

 

    W/E ＝ W/P ×（1－ε）／ε [3.8] 

名称 比率 名称 比率 名称 比率

#1 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01 10 20

#2 SF別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 10 20

#3 SF別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 20

#4 SF代替-1 70 真球状ｼﾘｶ_#01 10 20

#5 SF代替-5 70 真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 10 20

材料C

16% 低熱ｾﾒﾝﾄ_#01 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01

No. W/B 調合名称
材料A 材料B
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ここで、W/E：ペーストの水空隙容積比 

W/P：ペーストの水粉体容積比 

ε：結合材の空隙率 

1－ε：結合材の充填率 

 

③ペーストの所要練混ぜ時間 

結合材の充填性がペーストの練混ぜ性に及ぼす影響を明らかにするため、練混ぜ状態の目視観察及び

ミキサ負荷変動によりペーストの所要練混ぜ時間を計測した。なお練混ぜにはパドル式ミキサ（JIS R 

5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。また参考のため、練上がり時のフレッシュ性状として

フローコーン（JIS R 5201）を用いた 0 打フロー及び 20cm フロー時間を計測した。 

 

(3)結果及び考察 

①SF 及び代替品の分散性 

液中分散させたSF及び代替品に比較的弱い超音波を繰返し照射したときの粒度分布を図3.4.3-1～図

3.4.3-5 に示す。これより、いずれの材料も超音波を繰返し照射することで粒子の分散が進行する傾向が

認められた。またこのときの粒度変化は、SF の銘柄や材料の種類によって大きく異なることが確認さ

れた。前々項「3．4．1 凝集造粒のし易さ」では、結合材が粉体状を呈する練混ぜ 3 分後の造粒状況

から造粒速度指数 GSI を算定し、ペーストの所要練混ぜ時間と相関性があることを示した。このような

練混ぜ初期に SF 粒子の分散がどのように進行するのかは確認できていないものの、比較的弱い超音波

を繰返し照射したときの分散性は、ペースト練混ぜ時の分散性に類似している可能性が考えられる。 

  

 

図 3.4.3-1 超音波繰返し照射による粒度分布の変化；ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01 
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図 3.4.3-2 超音波繰返し照射による粒度分布の変化；ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 

 

図 3.4.3-3 超音波繰返し照射による粒度分布の変化；ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 

 

図 3.4.3-4 超音波繰返し照射による粒度分布の変化；真球状ｼﾘｶ_#01 
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図 3.4.3-5 超音波繰返し照射による粒度分布の変化；真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 

 

②ペーストの水空隙容積比 

LC 及び FA の粒度分布を一定とし、SF 及び代替品に比較的弱い超音波を繰返し照射したときの粒度

分布に基づき結合材の充填率を算定し、式[3.8]から求めたペーストの水空隙容積比 W/E を図 3.4.3-6 に

示す。これより、ペーストの W/E は超音波照射回数の増加と共に高くなり、やがて結合材毎に一定の

値に収束する傾向が認められた。従って、ペーストの練混ぜにおいても SF の分散が進行するにつれ、

結合材の充填性は一定水準にまで高まっていることが示唆された。なお結合材の充填性は結合材料の種

類によって大きく異なるが、いずれの調合も分散の進行に伴い W/E が 1 を超えたことが分かる。 

 

 

図 3.4.3-6 超音波繰返し照射によるペーストの水空隙容積比の変化 
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③ペーストの所要練混ぜ時間 

ペーストの練混ぜ試験結果を表 3.4.3-3 に、ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動を図 3.4.3-7 に示す。

これより、SF の銘柄又は材料の種類を変えたとき、ペーストの所要練混ぜ時間は調合によって著しく

異なることが確認された。 

 

表 3.4.3-3 ペースト練混ぜ試験結果 

 

 

 

図 3.4.3-7 ペースト練混ぜ時のミキサ負荷変動（2A ずつシフトさせて、

上段より基準 a、SF 別銘柄-1、SF 別銘柄-2、SF 代替-1、SF

代替-5 の順に表示） 

 

  

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

温度
(℃)

同左
平均

20cmﾌﾛｰ

時間(秒)

#1 基準 17.5 24.6 340 × 334 337 2.1

#2 SF別銘柄-1 6.3 24.2 382 × 374 378 1.3

#3 SF別銘柄-2 15.2 23.8 305 × 294 300 3.1

#4 SF代替-1 2.5 22.6 406 × 403 405 1.1

#5 SF代替-5 3.5 26.1 365 × 364 365 1.4

0打ﾌﾛｰ

(mm)

16%
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④ペーストの水空隙容積比と所要練混ぜ時間の関係 

前々項「3．4．1 凝集造粒のし易さ」では、ペーストの練混ぜ初期における造粒状況がその後の所

要練混ぜ時間に影響を及ぼす傾向が認められた。また上述の通り、低 W/B ペーストの練混ぜにおいて

は、水空隙容積比 W/E が 1 を超えたとき凝集造粒が急速に進行すると考えられる。更に本項では、結

合材の充填性は調合によって大きく異なるものの、いずれの調合も一定時間内に練上がりに至ることが

確認された。超音波を何回照射したときの超微粒子の分散状態が、練混ぜ初期における分散状態に対応

するのかは不明だが、以上のことを考慮すると、全ての調合において W/E が 1 を超えたときの分散状

態が、練混ぜ初期における分散状態を表していると推定することができる。 

そこで、超音波を 10 回照射したときのペーストの W/E と所要練混ぜ時間の関係を求めたのが図

3.4.3-8 である。これより、ペーストの W/E が大きいほど所要練混ぜ時間は短い傾向が認められた。従

って、低 W/B ペーストの練混ぜでは結合材の充填率が高いほど粒子間隙に拘束される水が少なく、ペ

ーストの W/Eが大きいほど凝集造粒が速やかに進行して、より短時間で練上がりに至ると考えられる。

但し、一連の因果関係を根拠づけるためには、超音波を 10 回照射したときの分散状態と練混ぜ初期に

おける分散状態が対応していることを検証する必要がある。 

以上より、一部未検証であり推定に基づく部分があるものの「SF 粒子の分散が進行するにつれ結合

材の充填性は高まり、結合材は充填性が高いものほど表面水を確保し易いため低 W/B ペーストの練混

ぜ性に優れる」傾向が認められた。従って、上述の仮説には妥当性があると言える。 

 

 

図 3.4.3-8 ペーストの水空隙容積比と所要練混ぜ時間の関係 
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3．5   まとめ 

本章では、超高強度コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを目

的に種々の実験検討を行った。超高強度コンクリートの練混ぜ性と材料特性の連関図を図 3.5-1 に示す。 

第 2 節では、超高強度コンクリートの練混ぜプロセスをミキサ負荷変動から「結合材が粉体状からペ

ースト状に変化しモルタルが形成される段階」と「コンクリート塊が一体化し均質化する段階」の 2 つ

に区分した上で、コンクリートの構成相が練混ぜ性に及ぼす影響として、骨材容積割合、ペーストの練

混ぜ性、モルタル及びペーストの変形性について仮説を立て、それぞれ実験検証を行った。その結果、

以下の事象が確認され、超高強度コンクリートの練混ぜ性は、概ねペーストの練混ぜ性と変形性（流動

性）の 2 つに規制されていることが示唆された。 

(1)骨材容積割合は、超高強度コンクリートの所要練混ぜ時間にあまり影響を及ぼさない（図 3.5-1

中①及び③） 

(2)超高強度コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたペーストの練混ぜ性に概ね依存する

（同図中①及び⑤） 

(3)超高強度コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたモルタルの変形性の影響を受け、モル

タルの変形性が乏しいとコンクリートの練混ぜ性は悪化する（同図中①及び④） 

(4)モルタルの変形性は、同一結合材を用いたペーストの変形性に概ね依存する（同図中④及び⑥） 

 

 

図 3.5-1 超高強度コンクリートの練混ぜ性と材料特性の連関図 

コンクリート

②構成相 ③調合

・ペースト ・単位水量 ・材料温度
・モルタル （骨材容積割合） ・環境温度

・材料の投入方法

モルタル ④変形性 ・材料の投入順序

（流動性） ・練混ぜ量

ペースト ⑤練混ぜ性 ⑥変形性

・凝集造粒のし易さ （流動性）

　本研究での検討項目

結合材 ⑦充填性

・水空隙容積比

結合材料

①練混ぜ性

　本研究では未検討

温度条件

練混ぜ方法

⑧超微粒子の
分散性

使用ミキサ
・型式、容量

⑨粒度分布

凡　例

粒子形状
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続く第 3 節では、超高強度ペーストの練混ぜプロセスを「結合材が粉体状を呈する段階」と「結合材

が塊状からペースト状に変化する段階」の 2 つに区分し、練混ぜプロセスにおけるペーストの均質一体

化を解明すべく粒子及び水分の凝集・分散挙動について定量評価を行った。その結果、「結合材が粉体 

状を呈する段階」では、練混ぜに伴い凝集造粒が進行する傾向が認められ、低 W/B ペーストの練混ぜ

性には結合材の造粒のし易さが関与していると考えられた。また既往文献に示される造粒機構 3.7)に基

づき考察すると、結合材の造粒のし易さにはその分散性や充填性が影響を及ぼしている可能性が考えら

れた。 

そこで第 4 節では、超高強度ペーストの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性として、凝集造粒の

し易さ、SF 等の超微粒子の分散性及び結合材の充填性について仮説を立て、それぞれ実験検証を行っ

た。その結果、以下の事象が確認され、超高強度コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特

性として、SF 等の超微粒子についてはその分散性が高いものほど、結合材についてはその充填性が高

いものほど練混ぜ性に優れると結論づけることができる。 

(1)造粒し易い結合材ほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間は短い（同図中⑤） 

(2)SF 等の超微粒子は分散性に優れるものほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間が短い（同図中⑤

及び⑧） 

(3)SF 粒子の分散が進行するにつれ結合材の充填性は高まり、結合材は充填性が高いものほど表面

水を確保し易いため低 W/B ペーストの練混ぜ性に優れる（同図中⑤、⑦及び⑧） 

 

一方、本章では現象や因果関係を十分に説明づけることができなかった点が幾つかあった。 

即ち第 2 節では、骨材容積がコンクリートの所要練混ぜ時間に及ぼす影響について、単純に骨材量が

少ないほどコンクリート塊が一体化し始めるまでの時間が長くなるわけではなかった。本章では、超高

強度コンクリートの練混ぜプロセスをミキサ負荷変動に基づき 2 つの段階に区分したが、コンクリート

材料の練混ぜ状態は連続的に変化する。練混ぜプロセスにおけるコンクリートの均質一体化を解明する

ためには、更に段階を細分化した検討が必要だと考えられる。 

また第 3 節では、結合材がペースト状に変化する段階における粒子の分散状態について定量評価を行

ったが、結合材の大部分を占めるセメント粒子の分散状態を適切に評価することはできなかった。SF

粒子の分散がセメント粒子の分散に伴って進行するならば、セメント粒子の分散状態は SF 粒子のそれ

によって間接的に評価できる可能性はあるものの、前提の妥当性を検証するためにはやはりセメント粒

子の分散状態を評価する必要があると言える。 

更に第 4 節では、結合材の充填性とペーストの練混ぜ性の関係について仮説を立てこれを検証する実

験を行ったが、液中分散させた SF 等の超微粒子に超音波を何回照射したときの分散状態が、ペースト

の練混ぜ初期における分散状態に対応するのかは不明であるため、推定によって両者の関係を求めた。

従って両者の関係を根拠づけるためには、液中での分散状態とペースト中の分散状態が対応しているこ

とを検証する必要があると言える。今後、液中での分散状態から結合材の充填性を評価すると共に、ペ

ーストの練混ぜ性を予測することができれば、材料の評価方法として有用性の高いものになると考えら

れる。 

 

本章では、超高強度ペーストの練混ぜによる粒子の凝集・分散状態を定量評価するため新たな指標を

定義した。即ち第 3 節では、同一材料であれば調合条件等が異なる場合にもペースト中の凝集・分散状

態を比較できるよう、粒子の凝集度指数 CI 及び分散度指数 DI を定義した。その結果、ミキサ型式の違
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いが練上がり時の粒子の分散状態に及ぼす影響は極めて小さいこと、ペーストの流動性を粒子の分散状

態と関連づけて評価できる可能性が示唆された。 

また第 4 節では、結合材の造粒のし易さを表す指標として造粒指数 GI 及び造粒速度指数 GSI を定義

した。その結果、結合材の種類又は調合を変えたときのペーストの所要練混ぜ時間が、結合材が粉体状

から塊状に変化するまでの時間に概ね依存する場合には、GSI によってペーストの所要練混ぜ時間を予

測できる可能性が示唆された。 
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第 4 章 超高強度コンクリートの構成相と結合材料の特性が流動性に及ぼす影響 

 

4．1   はじめに 

本章では、超高強度コンクリートの流動性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを目的

に、低水結合材比（以下、低 W/B）ペースト及びコンクリートの流動特性の明確化を含む以下の実験検

証及び検討を行うこととした。 

即ち第 2 節では、Sakai ら 4.1)の研究に基づき「結合材料の粒子形状が大きく相違しなければ、ペース

トの流動性は概ね結合材の充填性に依存する」との仮説を立て、結合材の充填率と拘束水比の関係を求

めることで検証を行った。 

続く第 3 節では、低 W/B ペーストの流動特性を明らかにすべく、フロー試験に加えレオロジー定数

を計測すると共に「ペーストのレオロジー特性は結合材の充填率と関連づけることができる」との仮説

を立て、両者の関係を多変量解析によって整理することで検証を行った。またペーストの降伏値を規制

する要因について考察するため化学混和剤の添加量との関係を求めた。 

また第 4 節では、レオロジーとは独立した特性とされるペーストの付着特性と流動性の関係を明らか

にするため、引張変形時の付着荷重を計測すると共にペーストのフロー性状との関係を求めた。レオロ

ジー特性と同様に「ペーストの付着特性は結合材の充填率と関連づけることができる」との仮説を立て、

両者の関係を多変量解析等によって整理することで検証を行った。 

既往の文献 4.3)によると、C. T. Kennedy によって提案された余剰ペースト理論では「コンクリートを

骨材とペーストからなる二相材料と見なし、ペースト中に分散する骨材の間隔とペーストの流動性によ

ってコンクリートの流動性が定まる」と考えられている。骨材の間隔は当然のことながらコンクリート

調合における骨材の単位量によって変化する。 

そこで第 5 節では、コンクリートの構成相が流動性に及ぼす影響を評価するため、骨材容積割合とペ

ーストの流動性について実験検証を行った。上述の余剰ペースト理論によると、骨材の間隔が概ね一定

であればコンクリートの流動性はペーストの流動性によって定まると考えられる。また本研究における

コンクリート調合では、水及び結合材の単位量が 900～1,200kg/m3にも及び単位容積の約半分を占める。

そこで「超高強度コンクリートの流動特性は同一結合材を用いたペーストのそれと同様であり、コンク

リートの流動性は概ねペーストの流動性に依存する」との仮説を立て、これを検証する実験を行った。

即ち、コンクリートの流動性をペーストの流動性と関連づけ、ペーストの流動性は結合材の充填性と関

連づけることで、上述した研究目的の達成を図ることとした。 
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4．2   結合材の充填性がペーストの流動性に及ぼす影響 

粒子の充填構造を考慮すると、粉体の粒度分布がその充填率に影響を及ぼすことは明らかである。ま

た粒度分布が互いに異なる結合材料を併用すると、それらの調合比率によって結合材の充填率は変化す

る。本章では、粉体の基礎物性である粒度分布と調合比率の影響を統括した結合材の充填性に着目して、

これとペーストの流動性との関連性について考察を行うこととした。 

Sakai ら 4.1)は、粉砕機構の異なる 2 種類のミルを用いて石灰石を粉砕し、これをセメントの一部と置

換したペーストの流動性は、結合材の充填率と円形度の影響を受けることを示した。一般に、シリカフ

ューム（以下、SF）やフライアッシュ（以下、FA）は球形を呈することが知られており、いま銘柄や

ロットによって粒子形状が大きく相違しないと仮定すると、これらを一定の比率で調合したセメントペ

ーストの流動性は概ね結合材の充填率に依存することが予測される。 

一方、水粉体容積比とペーストの相対フロー面積比の関係から求められる拘束水比及び変形係数は、

粉体に固有の特性値とされている 4.2)。拘束水比は、文字通り粒子間隙に拘束されペーストの流動には

寄与しない水の容積比を表すことから、結合材の充填率と関連づけることができると考えた。 

そこで本節では「結合材料の粒子形状が大きく相違しなければ、ペーストの流動性は概ね結合材の充

填性に依存する」との仮説を立て、結合材料の種類を変えたときの結合材の充填率と拘束水比の関係を

求めることにより検証を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 4.2-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレー

ン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。また粒子形状について、円形度は溶媒

に水を用いた湿式画像解析法により計測した。 

材料 A として低熱ポルトランドセメント（以下、LC）は同一のものを共通して使用した。一方、粉

体の特性がペーストの流動性に及ぼす影響を評価するため、材料BとしてSF及びその代替品を計4種、

材料 C として FA を 2 種使用したが、粒子形状に大差はないものと考えられる。ペースト調合を表 4.2-2

に、結合材以外の使用材料を表 4.2-3 に示す。結合材の調合は松田ら 4.4)の研究を参考に LC：SF：FA

＝7：1：2 又は 9：1：0 の 2 通りとし、ペースト調合は W/B16%、15%及び 14%の 3 水準の下、結合

材料の種類を変えた全 18調合とした。また高性能AE減水剤SP及び消泡剤DAの添加量はSP/B＝2.4%、

DA/B＝0.015%で一定とし、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

 

表 4.2-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.86 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 0.86 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

真球状ｼﾘｶ_#01 2.27 0.5 0.85 5.7 0.2 99.0 0.5 0.0

真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 3.67 0.4 － 4.6 0.2 0.7 98.0 0.0

ﾀﾝｶﾙ_#01 2.73 0.1 0.90 16.3 44.0 0.1 0.1 55.4

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 0.87 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.52 1.5 － 1.5 0.9 62.9 26.7 0.7

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

※※　円形度は、一部計測不良につきデータが欠損

分類 試料名称
化学組成（％）

材料B

材料C

円形度
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表 4.2-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

表 4.2-3 結合材以外の使用材料 

 

 

(2)試験方法 

①結合材の充填率 

結合材の充填性を評価するため、3 次元幾何学及び統計的手法により任意の粒度分布から粒子の充填

率を求めるシミュレーションプログラム 4.5)を用いて粒子の充填率及び平均配位数を算定した。なお、

計算基礎となる結合材料の粒度分布は、溶媒にエタノールを用いてレーザー回折・散乱式粒子径分布測

定装置により測定したが、材料の粒度によって測定条件を次のとおり設定した。即ち、セメント及び FA

等の平均粒子径が 1μm 以上の材料については、比較的分散性が良いため 40W30 秒の超音波を 1 回照射

したときの粒度分布を用いた。一方、SF 等の平均粒子径が 1μm 未満の材料については、練上がり時の

ペーストにおいて SF は完全分散していないことが、前章「3．3．3 結合材がペースト状に変化する

段階における粒子の分散」において確認されたため、真の粒度分布データを用いて練上がり時の充填率

を算定するのは合理的でないと考えた。加えて前章「3．4．3 結合材の充填性」では、比較的弱い超

音波（40W）を繰返し照射したときの分散状態がペースト中の分散状態と関連づけられる可能性が示唆

された。そこで本章では、便宜的に比較的弱い超音波を繰返し照射して最も分散が進行したときの粒度

分布を用いることとした。 

 

②拘束水比及び変形係数 

粉体の特性値とされる拘束水比及び変形係数は、本来、化学混和剤を使用せずに水と粉体のみで練り

混ぜたペーストの相対フロー面積比と水粉体容積比の関係から次式[4.1]及び[4.2]により算定される。 

 

    Γp = (Fp/100)2 – 1 

 

    Vw/Vp = Ep ･ Γp + βp 

[4.1] 

 

[4.2] 

 

ここで、Γp：ペーストの相対フロー面積比 

Fp：ペーストのフロー値(mm) 

名称 比率 名称 比率 名称 比率

#1 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#2 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

#3 SF代替-1 70 真球状ｼﾘｶ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#4 SF代替-5 70 真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#5 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

#6 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

16%

15%

14%

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

材料C
No. W/B 調合名称

材料A 材料B

分類 名称 記号

水 上水道水 W

化学混和剤 ポリカルボン酸系
高性能AE減水剤

SP

ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル系消泡剤

DA
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Vw/Vp：水粉体容積比 

Ep：変形係数 

βp：拘束水比 

 

ところが太田ら 4.6)は、高性能 AE 減水剤の添加量が一定のとき水粉体容積比と相対フロー面積比の間

には線形関係があり、化学混和剤を使用した場合も同様に拘束水比及び変形係数を求められることを示

した。また緑川ら 4.7)は、高性能 AE 減水剤を使用した場合と使用しなかった場合の拘束水比の違いは、

粒子周りの水膜モデルにおいて仮想膜を考慮することでペーストのフロー性状を説明づけることがで

きると考察した。本章では、低 W/B ペーストの流動性を結合材料の特性と関連づけるため、高性能 AE

減水剤を使用した場合の拘束水比及び変形係数を求めることとした。 

ペーストの練混ぜは、パドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。結合

材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。W/B によって所要練

混ぜ時間は異なるが、W/B によらず粉体粒子の分散状態を安定させるべく練混ぜ時間を原則 20 分とし

た（但し、一部の調合は 20 分以内に練上がりに至らず 23 分ないし 25 分でミキサを停止した）。次いで

フローコーン（JIS R 5201）を用いて 0 打フローを 2 回計測した。式[4.1]によりペーストの相対フロー

面積比を算出すると共に、式[4.2]に基づく回帰計算により拘束水比及び変形係数を算定した。 

 

(3)結果及び考察 

粒子の充填シミュレーションプログラムによる計算結果を表 4.2-4 に示す。粒子の充填率と平均配位

数の間には相関性は認められず、互いに独立したパラメータであると言える。ペーストの練混ぜ試験結

果を表 4.2-5 に、結合材料の種類を変えたときの結合材の充填率と拘束水比及び変形係数との関係を図

4.2-1 に示す。これより結合材の充填率が高くなるにつれ、拘束水比は小さくなり変形係数は大きくな

る傾向が認められた。一方、粒子の平均配位数と拘束水比及び変形係数との間に相関性は認められなか

った。また結合材の充填率とフロー値の関係を図 4.2-2 に示す。これより結合材の充填率が高くなるに

つれ、ペーストのフロー値は大きくなる傾向が認められ、その傾向は W/B が低いほど顕著となった。 

以上より、拘束水比は結合材の充填率と関連づけることができ「ペーストの流動性は概ね結合材の充

填性に依存する」ことが示された。従って、上述の仮説には妥当性があると言える。また、流動性の確

保及び向上の観点から結合材料を選定する場合、同一調合において材料を置換したときに最も充填性に

優れた結合材を採用すれば良いと言える。 

 

表 4.2-4 充填シミュレーション結果 

 

 

 

 

充填率 平均配位数

#1 基準 0.698 6.209

#2 2成分系-0 0.701 6.111

#3 SF代替-1 0.753 8.032

#4 SF代替-5 0.689 7.166

#5 SF代替-7 0.840 7.540

#6 FA別銘柄-1 0.769 6.586

No. 調合名称
計算項目
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表 4.2-5 ペースト練混ぜ試験結果 

 

 

図 4.2-1 結合材の充填率と拘束水比及び変形係数の関係 

 

図 4.2-2 結合材の充填率とペースト 0 打フローの関係  

練混ぜ ﾍﾟｰｽﾄ 相対ﾌﾛｰ

時間（分） 温度（℃） 平均 面積比 拘束水比 変形係数

14 0.41 20.0 24.3 338 × 338 334 × 333 336 10.3

15 0.44 20.0 22.9 369 × 368 368 × 367 368 12.5

16 0.47 20.0 22.4 393 × 393 390 × 390 392 14.3

14 0.44 20.0 24.9 320 × 318 312 × 312 316 9.0

15 0.47 20.0 23.5 356 × 356 352 × 350 354 11.5

16 0.50 20.0 22.7 380 × 377 369 × 368 374 13.0

14 0.41 20.0 24.3 360 × 360 358 × 356 359 11.9

15 0.44 20.0 23.0 377 × 375 376 × 374 376 13.1

16 0.47 20.0 23.3 401 × 398 393 × 390 396 14.6

14 0.43 20.0 27.6 340 × 340 341 × 340 340 10.6

15 0.46 20.0 25.8 364 × 362 355 × 355 359 11.9

16 0.49 20.0 23.5 395 × 394 386 × 385 390 14.2

14 0.42 23.0 27.6 327 × 326 324 × 322 325 9.5

15 0.45 20.0 25.8 356 × 354 357 × 357 356 11.7

16 0.48 20.0 24.2 388 × 388 385 × 383 386 13.9

14 0.41 20.0 22.7 344 × 341 333 × 333 338 10.4

15 0.44 20.0 22.0 371 × 370 361 × 360 366 12.4

16 0.47 20.0 21.6 385 × 383 380 × 378 382 13.6

0.220

0.287

基準

2成分系-0

調合名称 W/B Vw/Vp

0打ﾌﾛｰ(mm) 拘束水比

1回目 2回目

0.261 0.014

0.297

SF代替-7

FA別銘柄-1

SF代替-1

SF代替-5

0.015

0.018

0.014

0.021

0.016

0.163

0.259
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4．3   超高強度ペーストの流動特性 

4．3．1 ペーストのフロー性状及びレオロジー特性 

セメントペーストをビンガム流体として取り扱うと、その流動特性は降伏値及び塑性粘度のレオロジ

ー定数によって説明づけることができる。そこで本項では、超高強度ペーストの流動特性を明らかにす

べく W/B12%～16%のペーストを練り混ぜ、フロー試験を行うと共に粘度・粘弾性測定装置を用いてレ

オロジー定数を計測した。また前節において、ペーストのフロー性状から求められる拘束水比及び変形

係数は、結合材の充填率と相関があることが判明したため、「ペーストのレオロジー特性は、結合材の

充填率と関連づけることができる」との仮説を立て、両者の関係を多変量解析によって整理することで

検証を行った。 

なお齊藤ら 4.8)は、水紛体比 0.18 及び 0.20 のセメントペーストを練り混ぜ、その見掛け粘度と結合材

の充填率の関係を求めたが、使用ミキサの型式は脱泡コンディショニングミキサであった。ペーストの

レオロジー特性は使用ミキサの型式や練混ぜ方法によって異なる可能性が考えられるが、パドル式ミキ

サ（JIS R 5201）を用いて練り混ぜたペーストのレオロジー特性と結合材の充填率の関係については、

これまで明示されていない。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 4.3.1-1 に示す。但し結合材料の比表面積について、材料 A はブレ

ーン空気透過法により、材料 B 及び C は BET 法により計測した。ペースト調合を表 4.3.1-2 に示す。

なお結合材以外の使用材料は表 4.2-3 と同じである。材料 A として LC は同一工場で製造ロットの異な

る 2 種を使用したが、その品質に大差はなく W/B によって材料を切り替えた。これに対し材料 B 及び

C では、粉体の特性によってペーストの流動性に差異が生じるように SF 及びその代替品は計 5 種、FA

は計 3 種を使用した。ペースト調合は、W/B16%、14%及び 12%の 3 水準の下、FA を使用しない 2 成

分系を含む計 17 調合とした。また高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量は SP/B＝2.4%、DA/B

＝0.015%で一定とし、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

 

表 4.3.1-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

 

 

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

低熱ｾﾒﾝﾄ_#04 3.22 4.8 0.39 0.5 26.1 2.7 63.5

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 2.32 0.1 22.0 2.9 92.6 0.6 0.3

真球状ｼﾘｶ_#01 2.27 0.5 5.7 0.2 99.0 0.5 0.0

真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 3.67 0.4 4.6 0.2 0.7 98.0 0.0

ﾀﾝｶﾙ_#01 2.73 0.1 16.3 44.0 0.1 0.1 55.4

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.52 1.5 1.5 0.9 62.9 26.7 0.7

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#02 2.25 3.5 0.8 0.9 65.2 23.1 1.2

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

材料A

材料C

材料B

分類 試料名称
化学組成（％）
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表 4.3.1-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

 

(2)試験方法 

ペーストの練混ぜは、パドル式ミキサ（JIS R 5201）を用いて 1 回の練混ぜ量を 0.66L とした。結合

材を 30 秒空練りした後、練混ぜ水と化学混和剤を一括投入して練混ぜを行った。練混ぜ状態の目視確

認とミキサ負荷変動により練上がりを判断して調合毎に練混ぜ時間を決定した。練上がり時の流動性と

してフローコーン（JIS R 5201）を用いた 0 打フロー及び 20cm フロー時間を計測すると共に、粘度・

粘弾性測定装置を用いてレオロジー定数を計測した。なおペーストの降伏値及び塑性粘度は、ずり速度

が 110～190[1/sec]のときに作用するずり応力から推定した。 

また粉体の特性値である結合材の充填率とペーストのレオロジー特性の関係について検討するため、

前項「4．2．1 結合材の充填率と拘束水比の関係」で求めた充填率と平均配位数を説明変数とした多

変量解析を行った。 

 

(3)結果及び考察 

ペースト試験結果を表 4.3.1-3 に、ペーストの 0 打フローとフロー時間の関係を図 4.3.1-1 に示す。こ

れより、フロー値が大きいものほどフロー時間は短い傾向が W/B によらず共通して認められた。次に、

0 打フローと降伏値の関係を図 4.3.1-2 に、フロー時間と塑性粘度の関係を図 4.3.1-3 に示す。これより、

ペーストのフロー値は降伏値に概ね依存するが、その傾向は W/B によって異なることが確認された。 

ビンガムモデルによると、ペーストの降伏値が同じならば調合が異なってもフロー値は一致するはず

である。しかしながら、フロー値が約 300mm を示した 3 調合（図中、◆、■及び▲印）では、W/B が

高くなるにつれ降伏値は大きくなる傾向が認められた。一方、フロー時間と塑性粘度の相関は全体的に

低いものの、上述の 3 調合では、W/B が高くなるにつれ塑性粘度は小さくなる傾向が認められた。従っ

て、計測されるフロー値は、単にペーストの降伏値だけでなくフローコーンが引き上げられるときに作

用する慣性力の影響を受けていると考えられる。またその影響は、ペーストの塑性粘度が小さいほどフ

ロー値に大きく現れると考えられる。ペーストのフロー値とフロー時間の間に強い相関が認められたの

はこのためであり、超高強度ペーストの流動特性を表していると言える。 

名称 比率 名称 比率 名称 比率

161 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

162 SF別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

163 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

164 2成分系-2 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 － 0

165 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

166 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

167 FA別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#02 20

141 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

142 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

143 SF代替-1 70 真球状ｼﾘｶ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

144 SF代替-5 70 真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

145 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

146 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

121 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

124 SF代替-1 70 真球状ｼﾘｶ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

125 SF代替-5 70 真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

127 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

12%

16%

14%

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

低熱ｾﾒﾝﾄ_#04

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

No. W/B 調合名称
材料A 材料B 材料C
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表 4.3.1-3 ペースト試験結果 

 

 

図 4.3.1-1 ペーストのフロー値とフロー時間の関係（黒塗り：フロー値 

が約 300mm のもの、白抜き：その他） 

 

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

温度
(℃)

同左
平均

20cmﾌﾛｰ

時間(秒)

降伏値
(Pa)

塑性粘度
(Pas)

161 基準 5.0 22.8 330 × 330 330 2.7 212 5.9

162 SF別銘柄-2 10.3 22.9 330 × 330 330 1.8 287 6.1

163 2成分系-0 2.5 23.7 255 × 255 255 10.1 675 4.6

164 2成分系-2 8.0 23.8 300 × 305 303 3.2 465 6.1

165 SF代替-7 8.7 25.8 367 × 367 367 1.1 31 6.9

166 FA別銘柄-1 4.5 22.1 330 × 335 333 1.7 302 5.9

167 FA別銘柄-2 10.8 345 × 345 345 1.7 145 5.5

141 基準 5.2 24.8 321 × 320 321 3.9 204 7.0

142 2成分系-0 3.3 24.7 274 × 272 273 10.1 425 7.3

143 SF代替-1 11.3 23.4 346 × 346 346 2.5 95 5.5

144 SF代替-5 11.3 28.2 340 × 338 339 2.1 37 6.0

145 SF代替-7 20.0 27.1 324 × 323 324 3.1 230 9.2

146 FA別銘柄-1 3.7 23.0 305 × 304 305 3.4 335 7.6

121 基準 36.0 31.5 267 × 262 265 10.2 ※ ※

124 SF代替-1 20.0 29.5 302 × 300 301 5.2 171 9.8

125 SF代替-5 35.0 29.1 238 × 236 237 34.5 ※ ※

127 FA別銘柄-1 14.8 27.8 269 × 268 269 5.2 221 15.1

※　計測不良

0打ﾌﾛｰ

(mm)

16%

14%

12%
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図 4.3.1-2 ペーストのフロー値と降伏値の関係（黒塗り：フロー値が 

約 300mm のもの、白抜き：その他） 

 

図 4.3.1-3 ペーストのフロー時間と塑性粘度の関係（黒塗り：フロー値 

が約 300mm のもの、白抜き：その他） 

 

ペーストの降伏値及び塑性粘度について、結合材の充填率と平均配位数を説明変数とした多変量解析

を行ったところ、次式[4.3]及び[4.4]に示す回帰式を得た。両式において、結合材の充填率 X1の係数は

共に負値となり、粒子の平均配位数 X2の係数は共に正値となった。結合材の充填率 X1が高くなれば、

粒子間隙に拘束される水は少なく流動に寄与する自由水が多くなるため、降伏値及び塑性粘度は共に低

下すると考えられる。また粒子の充填構造において、流動に寄与する自由水を隣り合う粒子同士で共有

していると考えると、粒子の平均配位数 X2が多くなれば一粒子当りの自由水は少なくなるため、降伏

値及び塑性粘度は共に増大すると考えられる。従って、多変量解析により X1及び X2の係数がそれぞれ

負値及び正値を示したのは合理的な結果だと言える。 

ペーストの降伏値及び塑性粘度に係る、多変量解析に基づく計算値と実測値の関係を図 4.3.1-4 及び

図 4.3.1-5 に示す。これより、結合材の充填率はペーストの降伏値よりもむしろ塑性粘度に影響を及ぼ

していると考えられる。即ちレオロジー特性の内、塑性粘度は結合材の充填率及び平均配位数によって
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説明づけることができると言える。従って、上述の仮説には妥当性があることが示された。 

 

    Y1 = -1816*X1 + 58*X2 + 1176 (R=0.63) 

 

    Y2 = -25.0*X1 + 1.1*X2 + 17.5 (R=0.96) 

[4.3] 

 

[4.4] 

 

ここで、Y1：ペーストの降伏値の計算値(Pa) 

Y2：ペーストの塑性粘度の計算値(Pas) 

X1：結合材の充填率 

X2：粒子の平均配位数 

R：実測値と計算値の相関係数 

 

 

図 4.3.1-4 多変量解析に基づく計算値と実測値の関係；降伏値 

 

図 4.3.1-5 多変量解析に基づく計算値と実測値の関係；塑性粘度 
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4．3．2 化学混和剤の添加がペーストのレオロジー特性に及ぼす影響 

前項では、超高強度ペーストのフロー性状はその降伏値に大きく依存することが示された。また結合

材粒子の充填率と平均配位数は、降伏値よりも塑性粘度に影響を及ぼすことが示唆された。しかしなが

ら、超高強度ペーストの流動性にとって重要な降伏値を規制する要因については明確になっていない。 

村田ら 4.8)は、セメントペーストの粘度に及ぼす混和剤の影響について検討を行い「使用量の増加に

伴い、主として剤の分散効果により塑性粘度、降伏値ともに減少した」と考察した。セメント粒子の凝

集・分散状態が高性能 AE 減水剤の添加によってどれだけ変化するのかは不明だが、ペーストの降伏値

及び塑性粘度は結合材料の特性よりもペースト中の粒子の凝集・分散状態の影響を強く受ける可能性が

考えられた。 

そこで、本研究で取り扱う材料においても既往研究と同様の傾向が認められるのか確認すべく、化学

混和剤の添加がペーストの降伏値に及ぼす影響について調査を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 4.3.2-1 に、ペースト調合を表 4.3.2-2 に示す。なお結合材以外の使

用材料は表 4.2-3 と同じである。ペースト調合は、同一の結合材に対し高性能 AE 減水剤 SP の添加量

を SP/B＝1.0%～1.6%の 4 水準とした。なお、消泡剤 DA の添加量は DA/B＝0.015%で一定とし、固形

分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

 

表 4.3.2-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

表 4.3.2-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

 

(2)試験方法 

ペーストの練混ぜ方法、フロー試験及びレオロジー定数の計測方法は前項と同じである。 

 

(3)結果及び考察 

ペースト試験結果を表4.3.2-3に、ペーストのフロー値と降伏値の関係を図4.3.2-1に示す。これより、

ペーストの降伏値が大きくなるにつれフロー値は小さくなる傾向が認められ前項での傾向と一致した。

次に、SP添加量とペーストのフロー値及びレオロジー定数との関係を図 4.3.2-2及び図4.3.2-3に示す。

これより、SP 添加量の増加に伴いフロー値は大きくなり、降伏値及び塑性粘度は共に小さくなる傾向

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

材料B ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

化学組成（％）
分類 試料名称

名称 比率 名称 比率 名称 比率

#1 1.0% 基準_1.0%

#2 1.2% 基準_1.2%

#3 1.4% 基準_1.4%

#4 1.6% 基準_1.6%

No W/B SP/B 調合名称

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

材料A 材料B 材料C

14% 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10
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が認められた。即ち、本研究で取り扱う材料においても既往研究と同様の傾向が確認された。上述の通

り、SP 添加量の増加によってペースト中の粒子の凝集・分散状態がどのように変化したのかについて

は別途検証が必要だが、高性能 AE 減水剤がもつ分散作用によってセメント粒子の分散が進行したと考

えれば、ペーストの降伏値は主として粒子の凝集・分散状態によって規制されている可能性が考えられ

る。 

 

表 4.3.2-3 ペースト試験結果 

 

 

図 4.3.2-1 ペースト 0 打フローと降伏値の関係 

 

図 4.3.2-2 SP 添加量とペースト 0 打フローの関係 

No W/B SP/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

温度
(℃)

同左
平均

20cmﾌﾛｰ

時間(秒)

降伏値
(Pa)

塑性粘度
(Pas)

#1 1.0% 基準_1.0% 10.2 26.5 221 × 221 221 13.7 357 6.3

#2 1.2% 基準_1.2% 7.5 26.0 340 × 340 340 3.1 142 6.2

#3 1.4% 基準_1.4% 7.2 25.6 352 × 350 351 3.1 103 6.1

#4 1.6% 基準_1.6% 7.0 25.1 354 × 353 354 2.8 95 6.1

0打ﾌﾛｰ

(mm)

14%
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図 4.3.2-3 SP 添加量とペースト降伏値の関係 
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4．4   超高強度ペーストの付着特性 

渡辺ら 4.9)は「モルタルの付着力は、その変形に関するレオロジー性質とは独立した性質であり、ペ

ーストの物性および細骨材濃度に影響される」と考察した。このことは、モルタル等の流動性にはレオ

ロジー特性によって説明できる性質と、付着特性によって説明できる性質の両方が存在することを示唆

している。モルタルに限らず、セメントペーストの 0 打フロー試験及びコンクリートのスランプフロー

試験（JIS A 1150）では、主に自重を作用させたときの変形性及び粘性を評価していると考えられるが、

それだけでなくセメントペーストとフローコーン等との境界面で作用する付着力が流動性に影響を及

ぼす場合があると考えられる。従って、超高強度ペーストの流動性を説明づけるためには、レオロジー

特性だけでなく付着特性についても評価する必要があると言える。「付着特性は、ずり変形に関する特

性（すべり特性）と、引張変形に関する特性の二つに分類」4.9)されるが、レオロジー定数がずり速度と

ずり応力の関係から求められることを考慮すると、引張変形に関する特性の方がレオロジー特性との違

いが現れ易いと考えた。そこで本節では、引張変形時に作用する付着力に着目し、呉 4.10)の研究を参考

に板引上げ型試験機を用いてペーストの付着荷重を計測すると共に、フロー性状と最大付着荷重の関係

を調査した。 

セメントペーストとフローコーン等との境界面で作用する付着力は、界面における水膜の大きさ（厚

さ）によって規制されていると考えられる。粉体の粒子径、充填性及び W/B とペースト界面における

水膜の大きさの関係を図 4.4-1 に示す。結合材の充填性は同じでも粒子径が異なる場合（同図(a)及び(b)

参照）は、粒子径が小さいほど粒子間隙に形成される水膜が小さくなるため付着力は大きくなる。また

W/B が同じで結合材の充填性が異なる場合（同図(a)及び(c)参照）は、充填性が高いものほど粒子間隙

に拘束される水が少なく余剰水膜厚が大きくなるため付着力は小さくなる。一方、結合材の充填性が同

じで W/B が異なる場合（同図(c)及び(d)参照）は、W/B が低いほど余剰水膜厚が小さくなるため付着力

は大きくなると考えられる。そこで W/B が一定で結合材の粒子径が同程度であれば「超高強度ペース

トの付着特性は、概ね結合材の充填率に依存する」との仮説を立て、両者の関係を多変量解析等によっ

て整理することで検証を行った。 

 

 

図 4.4-1 粉体の粒子径、充填性及び W/B とペースト界面における水膜の大きさの関係 
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(1)材料及び調合 

材料及び調合は、表 4.2-1、表 4.2-2 及び表 4.2-3 と同じである。即ち、第 2 節で練り混ぜたペースト

を用いて引張変形時の付着荷重を計測した。 

各材料の平均粒子径と調合比率から算定した結合材の平均粒子径を表 4.4-1 に示す。これより「2 成

分系-0」はやや大きい値を示すものの、結合材の粒子径は概ね同程度であると言える。 

 

表 4.4-1 結合材の平均粒子径 

 

 

(2)試験方法 

板引上げ型付着試験機を写真 4.4-1 に示す。直径 12cm、高さ 1.5cm の円形容器に厚さ 1cm となるよ

うペーストを流し込んだ後、上方から直径 10cm のアクリル板を静かに置きペーストと付着させた。次

いでモーターの回転により定速（約 0.05cm/秒）で円板を引上げたときの付着荷重をロードセルにて計

測すると共に、レーザー変位計を用いて円板の変位量を同時に計測した。測定値の信頼性を高めるべく、

同一試料について当該計測を 5 回程度繰返し、これらの平均値を求めて付着特性を評価した。 

また粉体の特性値である結合材の充填率とペーストの付着特性の関係について検討するため、前々項

「4．2．1 結合材の充填率と拘束水比の関係」で求めた充填率と平均配位数を説明変数とした多変量

解析と充填率のみを説明変数とした単回帰計算を行った。 

 

 

写真 4.4-1 板引上げ型付着試験機 

 

 

 

 

平均粒子

径(μm）

#1 基準 3.6

#2 2成分系-0 4.3

#3 SF代替-1 3.7

#4 SF代替-5 3.7

#5 SF代替-7 3.6

#6 FA別銘柄-1 3.6

No. 調合名称

モーター 

ロードセル 

ペースト容器 

載荷板 
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(3)結果及び考察 

ペーストの最大付着荷重とこれが作用したときの変位量の関係を図 4.4-2 に示す。これより、最大付

着荷重が最も大きいペーストでは、付着荷重がピークに達するまでの変位量も約 0.6mm と最も大きな

値を示したものの、全体的には変位量は 0.3mm 前後の値を示し、両者に相関性は認められなかった。

なお、付着特性を表す指標としては最大付着荷重のほか、これが作用するまでの変位量を加味した付着

タフネスが用いられた事例があるが、本節では両者の相関性を踏まえて、最大付着荷重のみで評価する

こととした。 

ペーストのフロー値と最大付着荷重の関係を図 4.4-3 に示す。これよりペーストの最大付着荷重が大

きくなるにつれフロー値は小さく傾向が認められ、ペーストの付着特性がその流動性に大きな影響を及

ぼしていることが確認された。また粉体の特性よりも W/B がペーストのフロー値に大きな影響を及ぼ

すのと同様に最大付着荷重にも大きな影響を及ぼし、結合材料の種類を変えたときの付着特性の差異は

W/B が低いほど大きくなることが確認された。従って、W/B16%のときペーストの最大付着荷重は調合 

 

 

図 4.4-2 ペースト最大付着荷重と変位量の関係 

 

図 4.4-3 ペースト 0 打フローと最大付着荷重の関係 
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によらず同程度であるため、これらの流動性を説明づける上で付着特性はあまり重要ではないが、調合

間で付着特性に差異が現れる W/B14%においては、レオロジー特性だけでなく付着特性を考慮する必要

があると考えられる。 

W/B14%におけるペーストの最大付着荷重について、結合材の充填率と平均配位数を説明変数とした

多変量解析と、結合材の充填率のみを説明変数とした単回帰計算を行ったところ、次式[4.5]及び[4.6]

に示す回帰式を得た。これより、両式における最大付着荷重の実測値と計算値の相関係数 R は同程度で

あることから、粒子の平均配位数 X2 は最大付着荷重に対し殆ど影響を及ぼしていないと考えられる。

また、両式において結合材の充填率 X1 の係数は負値となった。セメントペーストのフローコーン等の

境界面で作用する付着力は、結合材粒子周りの余剰水膜厚が薄いほど大きくなると考えられる。従って、

結合材の充填率 X1 が高くなれば流動に寄与する自由水が多くなり、余剰水膜厚は厚くなるため付着力

は小さくなると考えられる。従って、多変量解析及び単回帰計算により X1 の係数が負値を示したのは

合理的な結果だと言える。 

ペーストの最大付着荷重に係る、多変量解析及び単回帰計算に基づく計算値と実測値の関係を図

4.4-4 に示す。これより両者には概ね相関性が認められ、W/B14%のときに限定されるものの、超高強

度ペーストの付着特性は結合材の充填率によって説明づけることができると言える。以上より、条件付

きながらも上述の仮説には妥当性があることが示された。 

 

    Y3 = -23.3*X1 ‐ 0.4*X2 + 25.8 (R=0.85) 

 

    Y3 = -26.0*X1 + 25.4 (R=0.84) 

 

[4.5] 

 

[4.6] 

ここで、Y3：ペーストの最大付着荷重の計算値(N) 

X1：結合材の充填率 

X2：粒子の平均配位数 

R：実測値と計算値の相関係数 

 

 

図 4.4-4 多変量解析及び単回帰計算に基づく計算値と実測値の関係；最大付着荷重 
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なお前節「4．3．1 ペーストのフロー性状及びレオロジー特性」では、ペーストのフロー値と高い

相関を示す降伏値が結合材の充填率によって説明づけることができず、降伏値は主として粒子の凝集・

分散状態によって規制されている可能性が考えられた。これに対し、フロー値と高い相関を示すペース

トの最大付着荷重が結合材の充填率により説明づけることができるのは、上述した通りレオロジー特性

と付着特性が互いに独立した特性値であるためだと考えられる。 
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4．5   超高強度コンクリートの構成相が流動性に及ぼす影響 

4．5．1 骨材容積割合 

上述の余剰ペースト理論によると、コンクリートの流動性はペースト中に分散する骨材の間隔とペー

ストの流動性によって決まる。また、骨材の間隔はコンクリート調合における骨材容積割合によって決

まると言える。そこで本項では骨材容積割合から骨材間隔を算定し、これが超高強度コンクリートの流

動性に対しどの程度の影響を及ぼすのか明らかにすべく実験調査を行った。 

 

(1)材料及び調合 

材料及び調合は、表 3.2.2-1、表 3.2.2-2 及び表 3.2.3-3 と同じである。即ち、第 3 章第 2 節で練り混

ぜたコンクリートを用いて練上がり時の流動性を評価した。 

 

(2)試験方法 

コンクリートの練混ぜ方法は、第 3 章「3．3．2 骨材容積割合」に記述した通りである。練上がり

時のフレッシュ性状として空気量（JIS A 1128）、スランプフロー（JIS A 1150）及び 50cm フロー時間

を計測した。また、コンクリート調合に基づく細粗混合骨材の実積率（JIS A 1104）を求め、骨材間隔

を表す指標として余剰ペースト厚さ比 4.3)を式[4.7]により算定した。 

 

]7.4[1
2

1 3

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





















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




S

g
G

G
K  

 

ここで、Kg：余剰ペースト厚さ比 

G：細粗混合骨材の実績率(%) 

GS：細粗混合骨材の体積割合(%) 

 

(3)結果及び考察 

コンクリート試験結果を表 4.5.1-1 に、余剰ペースト厚さ比とコンクリートのフロー試験値の関係を

図 4.5.1-1 に示す。これより余剰ペースト厚さ比が 0.08 から 0.23 に増大すると、スランプフローは

110mm 大きくなりフロー時間は約 16 秒短くなったことが分かる。また、コンクリートのフロー試験値

について余剰ペースト厚さ比を説明変数とした単回帰計算を行ったところ、次式[4.8]及び[4.9]に示す回

帰式を得た。 

 

    Y4 = 729*X3 + 584 (R=0.99) 

 

    Y5 = -107*X3 + 33 (R=-0.99) 

 

[4.8] 

 

[4.9] 

ここで、Y4：コンクリートのスランプフロー(mm) 

Y5：コンクリートの 50cm フロー時間(秒) 

X3：余剰ペースト厚さ比 

R：フロー試験値と余剰ペースト厚さ比の相関係数 



111 

 

 

本章では、超高強度コンクリートの流動性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを目的

としたため、その他の材料、使用ミキサ、練混ぜ方法及び温度条件を一定とした。しかしながら、結合

材料の種類や調合を変えて比較評価を行うとき、重量比を一定にすると密度の違いにより容積比が一定

でなくなる。いまコンクリート調合において単位水量 W=135kg/m3で一定とし、結合材の調合を重量比

で LC：SF：FA＝7：1：2 又は 9：1：0 とすると、骨材容積割合の違いは 0.02 程度である。このとき

余剰ペースト厚さ比の差異は高々0.01 程度となり、コンクリートのフロー性状に及ぼす影響を式[4.8]

及び[4.9]から推定すると、スランプフローで 7mm、50cm フロー時間で 1 秒程度だと考えられる。 

これに対し、後述する「4．5．2 ペーストの流動性」で実施したコンクリート試験（W/B12%）で

は、結合材の種類又は調合を変えたときスランプフローの差異は最大で 250mm、50cm フロー時間の差

異は最大で 45 秒であった。従って結合材料の種類又は調合を変えたとき、理論的には骨材容積割合を

一定にしてコンクリートの流動性を評価すべきだが、本研究の調合条件においては骨材容積割合の違い

が流動性に及ぼす影響は小さく無視しても差し支えないと言える。 

 

表 4.5.1-1 コンクリート試験結果 

 

 

図 4.5.1-1 余剰ペースト厚さ比とコンクリートのフロー性状の関係 

 

  

骨材容積 骨材 余剰ﾍﾟｰｽﾄ 練混ぜ 練上がり 空気量 50cmﾌﾛｰ

割合 実績率 厚さ比 時間(分) 温度(℃) (%) 測定値 平均値 時間(秒)

#1 基準W135 0.47 0.73 0.08 18.0 23.9 2.9 640 × 637 639 25.7

#2 基準W165 0.35 0.73 0.14 18.0 24.4 3.2 698 × 688 693 17.2

#3 基準W195 0.23 0.73 0.23 18.0 22.5 3.3 759 × 738 749 9.5

No. 調合名称
ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ(mm)
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4．5．2 ペーストの流動性 

上述の余剰ペースト理論によると、骨材の間隔が概ね一定であればコンクリートの流動性はペースト

の流動性によって定まると考えられる。また本研究におけるコンクリート調合では、水及び結合材の単

位量が 900～1,200kg/m3にも及び単位容積の約半分を占める。そこで「超高強度コンクリートの流動特

性は同一結合材を用いたペーストのそれと同様であり、コンクリートの流動性は概ねペーストの流動性

に依存する」との仮説を立て、これを検証する実験を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 4.5.2-1 に、ペースト調合を表 4.5.2-2 に、その他の使用材料を表

4.5.2-3 に示す。材料 A として LC を 2 種使用したが、これらの品質に大差はなく W/B によって材料を

切り替えた。これに対し材料 B として SF 及びその代替品を計 6 種、材料 C として FA 及びその代替品

を計 4 種使用した。ペースト調合は W/B16%及び 12%の 2 水準の下、3 成分系及び 2 成分系結合材の計

15 調合とした。また高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量は SP/B＝2.4%、DA/B＝0.09%で一

定とし、固形分補正は行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

コンクリート調合を表 4.5.2-4 に示す。単位水量 W を 135kg/m3で一定とし、結合材の調合を重量比

で一定（7：1：2 又は 9：1：0）としたため、同一 W/B における骨材容積割合が調合によって約 2%異

なったが、前項「4．5．1 骨材容積割合」にて示した通り、本研究の調合条件において「骨材容積割

合の違いが流動性に及ぼす影響は小さく無視しても差し支えない」として比較評価を行うこととした。 

 

表 4.5.2-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

密度 平均粒子 比表面積

(g/cm3) 径(μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

低熱ｾﾒﾝﾄ_#04 3.22 4.8 0.39 0.5 26.1 2.7 63.5

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 2.35 0.5 5.6 1.6 91.7 1.5 0.0

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 2.32 0.1 22.0 2.9 92.6 0.6 0.3

真球状ｼﾘｶ_#01 2.27 0.5 5.7 0.2 99.0 0.5 0.0

真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 3.67 0.4 4.6 0.2 0.7 98.0 0.0

ﾀﾝｶﾙ_#01 2.73 0.1 16.3 44.0 0.1 0.1 55.4

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.52 1.5 1.5 0.9 62.9 26.7 0.7

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#02 2.25 3.5 0.8 0.9 65.2 23.1 1.2

ﾀﾝｶﾙ_#05 2.73 2.3 1.0 43.4 0.8 0.2 54.9

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

材料B

材料C

分類 試料名称
化学組成（％）

材料A
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表 4.5.2-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

表 4.5.2-3 その他の使用材料 

 

表 4.5.2-4 コンクリート調合 

 

 

 

名称 比率 名称 比率 名称 比率

161 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

162 SF別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

163 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

164 2成分系-2 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 － 0

165 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

166 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

167 FA別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#02 20

121 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

122 SF別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

123 SF別銘柄-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#06 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

124 SF代替-1 70 真球状ｼﾘｶ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

125 SF代替-5 70 真球状ｱﾙﾐﾅ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

126 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

127 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

128 FA代替-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾀﾝｶﾙ_#05 20

No. W/B 調合名称
材料A 材料B 材料C

16% 低熱ｾﾒﾝﾄ_#04

12% 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

分類 名称 記号
密度

(g/cm3）

骨材 フェロニッケルスラグ細骨材 FNS 2.89

硬質砂岩6号砕石 G 2.63

水 上水道水 W 1.00

化学混和剤

-

ポリカルボン酸系
高性能AE減水剤

SP -

ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル系消泡剤

DA

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C FNS G

161 基準 135 591 84 169 894 672 0.56

162 SF別銘柄-2 135 591 84 169 894 672 0.56

163 2成分系-0 135 760 84 0 922 692 0.58

164 2成分系-2 135 760 84 0 922 692 0.58

165 SF代替-7 135 591 84 169 903 678 0.57

166 FA別銘柄-1 135 591 84 169 898 673 0.56

167 FA別銘柄-2 135 591 84 169 885 664 0.56

121 基準 135 788 113 225 742 551 0.47

122 SF別銘柄-1 135 788 113 225 744 552 0.47

123 SF別銘柄-2 135 788 113 225 742 551 0.47

124 SF代替-1 135 788 113 225 741 549 0.47

125 SF代替-5 135 788 113 225 771 571 0.48

126 SF代替-7 135 788 113 225 754 559 0.47

127 FA別銘柄-1 135 788 113 225 747 553 0.47

128 FA代替-1 135 788 113 225 757 562 0.48

12%

No. 調合名称
単位量(kg/m3) 骨材容積

割合

16%
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(2)試験方法 

本項では、前々節「4．3．1 ペーストのフロー性状及びレオロジー特性」で示した超高強度ペース

トの流動特性と比較すべく、超高強度コンクリートの流動特性について調査を行うこととした。また、

コンクリートの流動性は同一結合材を用いたペーストの流動性に概ね依存することを示すため、両者の

フロー性状の関係を求めることとした。 

コンクリートの練混ぜは、強制 2 軸型ミキサ（容量 55L）を使用して 1 回の練混ぜ量を 30L とした。

材料の投入方法は、結合材及び骨材を 30 秒間空練りした後、練混ぜ水及び化学混和剤を一括投入した。

練混ぜ状態の目視確認とミキサ負荷変動により練上がりを判断して調合毎に練混ぜ時間を決定した。練

上がり時のフレッシュ性状として空気量（JIS A 1128）、スランプフロー（JIS A 1150）、50cm フロー

時間及び V ロート流下時間（JSCE-F512）を計測した。 

なおペーストの流動性については、前々節で得られたフロー試験値を用いた。 

 

(3)結果及び考察 

コンクリート試験結果を表 4.5.2-5 に、コンクリートのスランプフローと 50cm フロー時間の関係を

図 4.5.2-1 に、50cm フロー時間と V ロート流下時間の関係を図 4.5.2-2 に示す。これより、W/B によら

ずスランプフローが大きいものほどフロー時間は短い傾向が認められた。これはスランプコーンが引き

上げられるときに作用する慣性力の影響を受けていると考えられ、超高強度コンクリートの流動特性は

超高強度ペーストのそれと同じであることを示唆していると考えられる。また 50cm フロー時間と V ロ

ート流下時間の間には強い相関が認められたことから、これらの試験は、コンクリートに自重を作用さ

せたときの変形性又は粘性という点で同じ性状を評価していると言える。 

 

表 4.5.2-5 コンクリート試験結果 

 

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

ｺﾝｸﾘｰﾄ
温度(℃)

空気量
(%)

同左
平均

50cmﾌﾛｰ

時間(秒)

Vﾛｰﾄ流下

時間(秒)

161 基準 4.5 21.8 1.9 805 × 795 800 8.6 23.8

162 SF別銘柄-2 5.0 21.1 1.7 863 × 862 863 8.8 40.5

163 2成分系-0 5.5 23.0 2.5 703 × 700 702 15.5 35.2

164 2成分系-2 5.2 22.1 1.5 785 × 780 783 13.3 47.1

165 SF代替-7 6.2 22.8 1.8 875 × 870 873 8.6 37.9

166 FA別銘柄-1 3.2 21.9 2.0 797 × 793 795 7.8 23.0

167 FA別銘柄-2 7.5 22.7 2.1 765 × 755 760 15.1 49.1

121 基準 18.0 24.6 3.3 713 × 711 712 22.9 75.8

122 SF別銘柄-1 22.5 24.8 2.6 720 × 719 720 22.1 80.7

123 SF別銘柄-2 17.5 24.5 2.5 704 × 700 702 22.4 75.8

124 SF代替-1 13.0 24.0 2.2 750 × 740 745 13.8 52.1

125 SF代替-5 30.0 26.5 3.4 674 × 653 664 36.2 136.4

126 SF代替-7 30.0 26.5 2.8 634 × 633 634 59.0 188.9

127 FA別銘柄-1 9.0 22.8 3.2 755 × 731 743 16.4 64.3

128 FA代替-5 30.0 27.3 3.0 498 × 493 496 ※ ※

※　計測不能

12%

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
(mm)

16%
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図 4.5.2-1 コンクリートのスランプフローとフロー時間の関係 

 

図 4.5.2-2 コンクリートの 50cm フロー時間と V ロート流下時間の関係 

 

同一結合材を用いたコンクリート及びペーストのフロー性状を表 4.5.2-6 に、コンクリートのスラン

プフローとペーストの 0 打フローの関係を図 4.5.2-3 に、コンクリートの 50cm フロー時間とペースト

の 20cm フロー時間の関係を図 4.5.2-4 に示す。これより、ややばらつきはあるものの、両者のフロー

性状には相関が認められ、超高強度コンクリートの流動性は同一結合材を用いたペーストの流動性に概

ね依存していると考えられる。 

既往の文献 4.3)によると、コンクリートの流動性はモルタルのそれとは必ずしも一致しないが、コン

クリート調合において「単位粉体量を十分に確保し、適切な分散性能を有する減水剤を使用すれば、モ

ルタルのフロー試験値をコンクリートの流動性に反映させることができる」と指摘されている。本研究

におけるコンクリート調合は、これらの条件を満足しているが故にコンクリートとペーストの流動性が

一致したと考えられる。また上述の通り、本章では研究目的に沿って結合材以外の使用材料、使用ミキ

サ、練混ぜ方法及び温度条件といった流動性に影響を及ぼす要因を一定とし、結合材料の密度差によっ

て生じる骨材容積割合による影響が無視できる範囲内で評価を行ったことも大きく関係していると考

えられる。 
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以上より、「超高強度コンクリートの流動特性は同一結合材を用いたペーストのそれと同様であり、

コンクリートの流動性は概ねペーストの流動性に依存する」ことが示唆された。 

 

表 4.5.2-6 コンクリート及びペーストのフロー性状 

 

 

図 4.5.2-3 コンクリートとペーストのフロー値の関係 

 

図 4.5.2-4 コンクリートとペーストのフロー時間の関係 

同左
平均

50cmﾌﾛｰ

時間(秒)

同左
平均

20cmﾌﾛｰ

時間(秒)

161 基準 805 × 795 800 8.6 330 × 330 330 2.7

162 SF別銘柄-2 863 × 862 863 8.8 330 × 330 330 1.8

163 2成分系-0 703 × 700 702 15.5 255 × 255 255 10.1

164 2成分系-2 785 × 780 783 13.3 300 × 305 303 3.2

165 SF代替-7 875 × 870 873 8.6 367 × 367 367 1.1

166 FA別銘柄-1 797 × 793 795 7.8 330 × 335 333 1.7

167 FA別銘柄-2 765 × 755 760 15.1 345 × 345 345 1.7

121 基準 713 × 711 712 22.9 267 × 262 265 10.2

124 SF代替-1 750 × 740 745 13.8 302 × 300 301 5.2

125 SF代替-5 674 × 653 664 36.2 238 × 236 237 34.5

127 FA別銘柄-1 755 × 731 743 16.4 269 × 268 269 5.2

0打ﾌﾛｰ

(mm)

コンクリート ペースト

No W/B 調合名称

16%

12%

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
(mm)
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4．6   まとめ 

本章では、超高強度コンクリートの流動性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにするため、松田

ら 4.4)の報告を参考に、結合材の調合を重量比で LC：SF：FA＝7：1：2 又は 9：1：0 の 2 通りに限定

して、結合材料の種類を変えたときの比較評価を行った。超高強度コンクリートの流動性と材料特性の

連関図を図 4.6-1 に示す。 

第 2節では、粉体の基礎物性である粒度分布と調合比率の影響を統括した結合材の充填性に着目して、

ペーストの流動性との関連性について考察を行った。その結果、結合材の充填率が高くなるにつれ拘束

水比は小さくなり変形係数は大きくなる傾向が認められ、「結合材料の粒子形状が大きく相違しなけれ

ば、ペーストの流動性は概ね結合材の充填性に依存する」ことが確認された（図 4.6-1 中④及び⑧）。ま

た、流動性の確保及び向上の観点から結合材料を選定する場合、同一調合において材料を置換したとき

に最も充填性に優れた結合材を採用すれば良いと考えられる。 

 

 

図 4.6-1 超高強度コンクリートの流動性と材料特性の連関図 

 

コンクリート

②構成相 ③調合

・ペースト ・単位水量 ・型式、容量 ・材料温度
（骨材容積割合） ・環境温度

・材料の投入方法

ペースト ④流動性 ・材料の投入順序

・拘束水比 ・練混ぜ量
・変形係数

結合材 ⑧充填性

・充填率
・平均配位数

結合材料
⑨凝集・分散性

⑤降伏値 ⑥塑性粘度

⑩粒度分布

⑦付着特性

・最大付着荷重

①流動性

　本研究では未検討

粒子形状

凡　例

　本研究での検討項目

温度条件

練混ぜ方法

使用ミキサ
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続く第 3 節では、超高強度ペーストの流動特性を明らかにすべく、ペーストのフロー性状及びレオロ

ジー特性を評価した。その結果、フローコーン（JIS R 5201）を用いたフロー試験値には単にペースト 

の降伏値だけでなくフローコーンが引き上げられるときに作用する慣性力の影響が現れていることが

示唆された（同図中④）。またフロー値が大きいほどフロー時間は短くなる傾向が認められたのはこの

ためであり、超高強度ペーストの流動特性を表していると考えられた。 

更に、ペーストのレオロジー定数について結合材の充填率と平均配位数を説明変数とした多変量解析

を行ったところ、結合材の充填率はペーストの降伏値よりもむしろ塑性粘度と関連づけられ、充填率が

高い結合材ほど塑性粘度は小さくなることが示唆された（同図中⑤、⑥及び⑧）。そこで、超高強度ペ

ーストの流動性にとって重要な降伏値を規制する要因について考察するため、化学混和剤の添加がレオ

ロジー特性に及ぼす影響について調査を行った。その結果、高性能 AE 減水剤の添加量を増やすとペー

ストの降伏値及び塑性粘度は小さくなる傾向が認められ、ペーストの降伏値は主として粒子の凝集・分

散状態によって規制されている可能性が考えられた（同図中⑤、⑥及び⑨）。 

また第 4 節では、超高強度ペーストの流動性を説明づける特性値として、レオロジーとは異なる性質

とされる付着特性について評価を行った。その結果、ペーストの付着力が大きいほど流動性は低下する

こと（同図中④及び⑦）、また結合材料の種類を変えたときの付着特性の差異は W/B が低いほど大き

くなることが確認された。これより、W/B16%のときペーストの最大付着荷重は調合によらず同程度で

あるため、ペーストの流動性を説明づける上で付着特性はあまり重要ではないが、調合間で付着特性に

差異が現れる W/B14%においては、レオロジー特性だけでなく付着特性を考慮する必要があると考えら

れた。 

更に、W/B14%におけるペーストの最大付着荷重について、結合材の充填率と平均配位数を説明変数

とした多変量解析と充填率のみを説明変数とした単回帰計算を行ったところ、結合材の充填率が高いほ

どペーストの最大付着荷重は小さくなることが示唆された（同図中⑦及び⑧）。 

続く第 5 節では、ペーストの流動性を説明づけるレオロジー特性及び付着特性と、材料特性である結

合材の充填性との関係が明らかになったことから、材料特性とコンクリートの流動性を関連づけるべく

種々の実験検討を行った。即ち、コンクリートの構成相が流動性に及ぼす影響として骨材容積割合が及

ぼす影響を余剰ペースト厚さ比により評価した上で（同図中①及び③）、超高強度コンクリートの流動

特性について比較考察を行った。その結果、コンクリートのスランプフローが大きいほどフロー時間は

短くなる傾向が認められ（同図中①）、ペーストと同じ流動特性を表していると考えられた。またコン

クリートとペーストのフロー性状を比較したところ、両者には相関が認められ、超高強度コンクリート

の流動性は同一結合材を用いたペーストの流動性に概ね依存していると考えられた（同図中①及び④）。

但しこれらの現象は、コンクリートの流動性に影響を及ぼす結合材以外の要因を一定とし、且つコンク

リート調合における単位粉体量が十分に確保され、適切な分散性能を有する減水剤を使用したこと等の

条件が整ったために認められたものと考えられる。 

以上より、充填性の高い結合材を使用することで超高強度コンクリートの流動性は改善されると考え

られ、材料特性の内、結合材の充填性が超高強度コンクリートの流動性に対して最も重要な特性である

と結論づけることができる。また、ペーストの降伏値が主として粒子の凝集・分散状態によって規制さ

れている可能性を考慮すると、分散性の高い結合材ほどペーストの降伏値は小さくなり流動性に優れる

可能性が考えられる。 

 

一方、本章では解明できなかった事項として以下の研究課題が挙げられる。即ち第 2 節では、結合材
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の充填率を算定するにあたり、SF 等の平均粒子径が 1μm 未満の材料については、練上がり時のペース

トにおいて SF は完全分散していないことを踏まえて、便宜的に比較的弱い超音波を繰返し照射し最も

分散が進行したときの粒度分布を用いた。しかしながら、より厳密にはペースト中の粒子の凝集・分散

状態に基づき結合材の充填率を算定すべきだと言える。また第 3 節では、化学混和剤の添加がペースト

のレオロジー特性に及ぼす影響について調査を行ったが、高性能 AE 減水剤の添加によって粒子の凝

集・分散状態がどれだけ変化するのかについては不明であり、ペースト中の粒子の凝集・分散状態がレ

オロジー特性に及ぼす影響については別途検証が必要だと言える。 

このように、いずれの課題もペースト中の粒子の凝集・分散状態を評価することが必要だが、第 3 章

「3．5 まとめ」で記述した課題とも関連するものである。従って、結合材料の特性からコンクリート

の性能設計を行うためには、コンクリートの練混ぜ及び流動と、粒子の凝集・分散挙動をより厳密に関

連づけることが今後の研究課題の 1 つだと言える。 
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第 5 章 超高強度コンクリートの強度発現メカニズムと結合材料の特性が強度に及ぼす影響 

 

5．1   はじめに 

本章では、超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにすることを目的に、

超高強度コンクリートの強度発現メカニズムの解明を含む以下の実験検証及び検討を行うこととした。 

即ち第 2 節では、超高強度コンクリートの強度を説明づける主な因子として、水結合材比、養生温度

及び細孔容積について既往の研究成果を引用すると共に、これまで明示されていない超高強度コンクリ

ートの圧縮強度と同一結合材を用いたペースト総細孔容積の関係について実験検証を行った。 

続く第 3 節では、Fc200N/mm2級超高強度コンクリートの強度発現メカニズムを解明すべく、ポゾラ

ン反応及びセメント水和反応に関する定量分析を行うと共に、コンクリート圧縮強度及びペースト総細

孔容積と水和反応の関係について実験検討を行った。 

最後に第 4 節では、超高強度コンクリートの強度発現メカニズムに基づき、強度に影響を及ぼす材料

特性を導出し、シリカフューム及びフライアッシュのポゾラン活性、セメントの鉱物組成（品種）及び

ブレーン比表面積がコンクリートの強度に及ぼす影響について実験検討を行った。 

なお本章では、コンクリートの強度をプレキャストコンクリートの製造を想定した加熱養生後の圧縮

強度で評価することとした。 
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5．2   超高強度コンクリートの強度を説明づける主な因子 

5．2．1 水結合材比 

水結合材比（以下、W/B）は調合条件の 1 つだが、セメント硬化体の水和組織に大きな影響を及ぼす

因子の 1 つでもある。従って、W/B が直接コンクリートの強度に影響を及ぼすというより、強度と密接

に関連づけられる細孔容積に影響を及ぼす因子として位置づけるのがより適切だと考えられる。 

ともかく既往研究には W/B と強度の関係を示した報告事例が多く見受けられる。例えば、小泉ら 5.1)

はFc100～200N/mm2の強度領域のコンクリートについてW/Bを 13～18%に変化させたとき 20℃水中

養生では強度差がなかったものの、簡易断熱、40℃温水及び 80℃温水養生においては W/B が小さいほ

どコンクリートの圧縮強度が増進する傾向があることを示した。 

また、河上ら 5.2)は Fc20～200N/mm2の強度領域のモルタルについて「結合材の種類や温度履歴によ

らず、結合材水比と圧縮強度の間にはおおむね直線関係が成立」することを示した。 

以上より、W/B がコンクリートの強度に及ぼす影響は養生条件によって異なることが示唆されている

ものの、定性的には W/B が小さいほど圧縮強度は高くなる傾向を示すと考えられる。そこで次々項「5．

2．3 細孔容積」では、W/B を 16%及び 12%の 2 水準として超高強度コンクリートの圧縮強度とペー

ストの細孔容積の関係について確認を行うこととした。 

 

5．2．2 養生温度 

養生温度は文字通り養生条件の 1 つだが、セメントやポゾランの水和活性に影響を及ぼすことから、

硬化体の水和組織にも影響を及ぼすと考えられる。従って W/B と同様、コンクリートの強度に直接影

響を及ぼすというより、強度と密接に関連づけられる細孔容積に影響を及ぼす因子として位置づけるの

がより適切だと考えられる。 

ともかく既往研究には養生温度と強度の関係を示した報告事例が多く見受けられる。例えば、小泉ら

5.1)は Fc100～200N/mm2 の強度領域のコンクリートについて養生温度を 20～80℃に変化させたとき

「養生温度が高くなる程、圧縮強度が高くなる傾向」があることを示した。 

一方、小出ら 5.3)は Fc200～260N/mm2の強度領域のコンクリートについて「いずれの W/B において

も 70℃加熱時間の延長に伴って圧縮強度は増大した」ことを示した。更に、井戸ら 5.4)は Fc150～

250N/mm2 の強度領域のコンクリートについて「14 日平均養生温度が高いほどコア強度が増加する傾

向」があることを示すと共に「強度増進に寄与するのは時間と温度の積である履歴積算温度だけでなく、

コンクリート最高温度も大きく影響している」と考察した。 

以上より、養生温度がコンクリートの強度に及ぼす影響は大きく、養生期間（養生材齢）が同じであ

れば養生温度が高いほど圧縮強度は高くなる傾向を示すと考えられる。そこで次項「5．2．3 細孔容

積」では、養生温度を 20℃、70℃及び 90℃の 3 水準として超高強度コンクリートの圧縮強度とペース

トの細孔容積の関係について確認を行うこととした。 
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5．2．3 細孔容積 

セメント硬化体の圧縮強度と細孔容積の関係については多くの報告事例があるものの、過去に遡るに

つれ硬化体の強度レベルは低くなる傾向が見受けられる。例えば、畑ら 5.5)はコンクリートの圧縮強度

と細孔径「20nm～2μm の細孔量が材齢に拘らず良い相関関係を示している」と考察したが、その強度

領域は 40～120N/mm2 であった。本研究の対象範囲である Fc100～200N/mm2 の強度領域に該当する

ものとなると報告事例は比較的最近のものに限定される。例えば、石中ら 5.6)は「総細孔量が小さくな

るにつれ圧縮強度は増加する傾向」を示したものの、ここで用いた試料はセメントペースト硬化体であ

った。これに対し、菅俣ら 5.7)は「ペーストでは総細孔容積が小さくなるほど圧縮強度が高まる傾向が

養生方法毎に高い相関で得られたのに対し、コンクリートでは 180N/mm2を超えた領域で、総細孔容積

は減少しているにもかかわらず骨材の界面の影響と見て取れる強度に頭打ちの傾向が認められた」と考

察した。 

従って、Fc200N/mm2級の超高強度コンクリートに適した骨材を使用すれば、当該強度領域において

もコンクリートの圧縮強度はペーストの総細孔容積に概ね依存することが予想されるが、厳密には両者

の関係はこれまで明示されていない。そこで本項では「超高強度コンクリートの圧縮強度は、同一結合

材を使用したペーストの総細孔容積に概ね依存する」との仮説を立て、これを検証する実験を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材の物性及び化学組成を表 5.2.3-1 に示す。なお、材料 A の比表面積はブレーン空気透過法によ

り、材料 B 及び C の比表面積は BET 法によりそれぞれ計測した。材料 A として低熱ポルトランドセメ

ント（以下、LC）を 2 種使用したが、その品質に大差はなく W/B によって材料を切り替えた。これに

対し材料 B 及び C については、ポゾラン反応が強度に及ぼす影響について評価するため、銘柄が異な

るシリカフューム（以下、SF）及びフライアッシュ（以下、FA）に加え、非ポゾラン材であるタンカ

ル各 2 種を代替品として使用した。結合材以外の使用材料を表 5.2.3-2 に示す。なお、骨材は小出ら 5.8)

の研究において 210N/mm2程度のコンクリート強度が得られた実績のあるものを使用し、前述した骨材

による強度の頭打ちが生じない条件とした。 

 

表 5.2.3-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

 

 

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 低熱ｾﾒﾝﾄ_#04 3.22 4.8 0.39 0.5 26.1 2.7 63.5

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05 3.23 4.7 0.39 0.4 26.1 2.7 63.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 2.35 0.5 5.6 1.6 91.7 1.5 0.0

ﾀﾝｶﾙ_#01 2.73 0.1 16.3 44.0 0.1 0.1 55.4

ﾀﾝｶﾙ_#02 2.72 0.2 9.1 44.0 0.1 0.1 55.3

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.52 1.5 1.5 0.9 62.9 26.7 0.7

ﾀﾝｶﾙ_#03 2.74 0.9 2.6 43.4 0.1 0.0 55.2

ﾀﾝｶﾙ_#04 2.73 1.9 1.2 43.3 0.9 0.1 54.7

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

材料B

材料C

分類 試料名称
化学組成（％）
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ペースト調合を表 5.2.3-3 に、コンクリート調合を表 5.2.3-4 に示す。結合材の調合は松田ら 5.9)の研

究を参考に LC：SF：FA＝7：2：1 又は 9：1：0 の 2 通りとし、ペースト調合は W/B16%及び 12%の

2 水準の下、計 9 調合とした。コンクリート調合は、単位水量 W＝135kg/m3、細骨材比率 s/a＝55%で

一定として単位量を決定した。また、高性能 AE 減水剤 SP 及び消泡剤 DA の添加量はそれぞれ SP/B

＝2.4%及び DA/B＝0.09%で一定とし、固形分補正を行わずに練混ぜ水の一部とみなした。 

 

表 5.2.3-2 結合材以外の使用材料 

 

表 5.2.3-3 ペースト調合：使用材料の組合せ 

 

表 5.2.3-4 コンクリート調合 

 

 

  

分類 名称 記号
密度

(g/cm3）

骨材 フェロニッケルスラグ細骨材 FNS 2.89

硬質砂岩6号砕石 G 2.63

水 上水道水 W 1.00

化学混和剤

-

ポリカルボン酸系
高性能AE減水剤

SP -

ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル系消泡剤

DA

名称 比率 名称 比率 名称 比率

161 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

162 2成分系-0 90 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 － 0

163 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

164 FA代替-2 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾀﾝｶﾙ_#04 20

165 SF+FA代替 70 ﾀﾝｶﾙ_#02 10 ﾀﾝｶﾙ_#03 20

121 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

122 SF別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

123 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

124 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

No. W/B 調合名称
材料A 材料B 材料C

12%

低熱ｾﾒﾝﾄ_#0416%

低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

W/B

(%) W 材料A 材料B 材料C FNS G

161 基準 135 591 84 169 894 672 0.56

162 2成分系-0 135 760 84 0 922 692 0.58

163 SF代替-7 135 591 84 169 903 678 0.57

164 FA代替-2 135 591 84 169 906 675 0.57

165 SF+FA代替 135 591 84 169 915 681 0.58

121 基準 135 788 113 225 742 551 0.47

122 SF別銘柄-1 135 788 113 225 744 552 0.47

123 SF代替-7 135 788 113 225 754 559 0.47

124 FA別銘柄-1 135 788 113 225 747 553 0.47

※1　練混ぜ量30L、細骨材比率55%、目標空気量1.5%で一定。

※2　化学混和剤添加量はSP＝B*2.4%、NonAE＝B*0.09%で一定。

No. 調合名称
単位量(kg/m3) 骨材容積

割合

16%

12%
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(2)試験方法 

①コンクリート試験 

コンクリートの練混ぜは、強制 2 軸型ミキサ（容量 55L）を使用して 1 回の練混ぜ量を 30L とした。

材料の投入方法は、結合材及び骨材を 30 秒間空練りした後、練混ぜ水及び化学混和剤を一括投入した。

練混ぜ状態の目視確認とミキサ負荷変動により練上がりを判断して調合毎に練混ぜ時間を決定した。練

上がり時のフレッシュ性状として空気量（JIS A 1128）、スランプフロー（JIS A 1150）及び 50cm フロ

ー時間を計測した。供試体は簡易鋼製型枠（φ100×200mm）を用いて作製した。直ちに振動台に載せ

30 秒間加振成形を行うと共に、ビニルカバー及びビニルテープで封緘状態にして材齢 2 日まで 20℃室

内で静置した。 

次いでプレキャストコンクリートの製造を想定して、90℃-120 時間又は 70℃-120 時間の加熱養生を

施した他、比較用として供試体の一部は 20℃一定で封緘養生を行った（図 5.2.3-1 参照）。加熱養生を

終えた供試体は封緘状態のまま 20℃室内で放冷させ、材齢 8 日に 20℃養生を含む全ての供試体につい

て脱型及び端面研磨を施して圧縮強度（JIS A 1108）を計測した。 

 

 

図 5.2.3-1 初期温度履歴 

 

②分析試料調整 

ペーストの練混ぜは、コンクリートと同じミキサを使用して 1 回の練混ぜ量を 20L とした。材料の投

入方法は、結合材を 30 秒間空練りした後、練混ぜ水及び化学混和剤を一括投入した。コンクリートと

同様に、練混ぜ状態の目視確認とミキサ負荷変動により練上がりを判断して調合毎に練混ぜ時間を決定

した。練上がり直後の試料として少量（約 30mL）を採取して液体窒素に投入した後、D-乾燥による水

和停止を行った。次いで粗粉砕及びふるい分けを行い φ0.5～1.4mm に粒度調整を行った。また加熱養

生を施す供試体は、簡易鋼製型枠（φ50×100mm）を用いて作製した。直ちに振動台に載せ 30 秒間加

振成型を行うと共に、ビニルカバー及びビニルテープで封緘状態にして材齢 2 日まで 20℃室内で静置

した。その後、コンクリートと同様に温度履歴の異なる 3 通りの養生を行った。材齢 8 日に供試体を脱

型して粗粉砕及びふるい分けにより φ0.5～1.4mm に粒度調整したものをアセトンに浸漬させて水和停

止を行った。次いでアスピレータを用いて吸引脱気を行った後、飽和塩化リチウム溶液による調湿乾燥

を行った。 
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③細孔容積 

上記の粒度調整試料を用いて、自動比表面積／細孔分布測定装置を用いて N2 吸着による硬化体の細

孔容積（BJH 法）を測定した。 

 

(3)結果及び考察 

①コンクリート試験 

コンクリートの練混ぜ時間及びフレッシュ性状を表 5.2.3-5 に示す。何れの W/B においてもコンクリ

ートの練混ぜ性及び流動性は、結合材料の種類又は調合によって大きく異なったが、供試体の成型に悪

影響を及ぼすものはなかった。コンクリートの圧縮強度を表 5.2.3-6、図 5.2.3-2 及び図 5.2.3-3 に示す。 

W/B16%では、SF 及び FA の使用の有無が強度に及ぼす影響を評価すべく、何れか一方ないし両方を

非ポゾラン材で置換した。2 成分系の No.162 を除くと 20℃養生品の圧縮強度は約 100N/mm2と同等で

あり、材齢 8 日時点でポゾラン材使用の有無による差異は認められなかった（図 5.2.3-2 参照）。従って

これら 100N/mm2の強度発現は、材齢 8 日までのセメントの水和反応と未水和結合材の充填効果による

ものと考えられ、結合材の充填性が強度発現の土台になっていると考えられる。なお No.162 はセメン

トの単位量が多いために、3 成分系よりも初期強度が増進したと考えられる。一方、加熱養生品では SF

及び FA を併用した No.161 の圧縮強度が最も高く、次いで SF のみを使用した No.162 及び No.164 が

高かった。これより FA のポゾラン反応が、超高強度コンクリートの強度発現に寄与している可能性が

考えられるが、FA のみを使用した No.163 と両方を非ポゾラン材で置換した No.165 の圧縮強度に差異

は認められなかった。従って SF 及び FA が強度に及ぼす影響は、加熱養生を施したときに現れ、ポゾ

ラン反応による強度発現効果は FA に比べて SF の方が大きいといえる。 

W/B12%では、SF 及び FA の銘柄が強度に及ぼす影響を評価すべく、それぞれを別銘柄品で置換した。

SF を別銘柄品で置換した No.122 の圧縮強度は No.121 に対し約 10%の強度低下が認められた（図

5.2.3-3 参照）。また SF を非ポゾラン材で置換した No.123 では加熱養生後の強度が更に低下した。こ

れは、後述するポゾラン活性の違いに起因するものと考えられる。一方、FA を別銘柄で置換した No.124

の圧縮強度は No.121 と同等であった。これより、SF は使用の有無のみならず銘柄（ポゾラン活性）に

よっても強度が異なるのに対し、低 W/B の当該強度領域においては FA の銘柄が強度に及ぼす影響は比

較的小さいことが示唆された。 

 

表 5.2.3-5 コンクリート練混ぜ試験結果 

 

 

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

ｺﾝｸﾘｰﾄ
温度(℃)

空気量
(%)

同左
平均

50cmﾌﾛｰ

時間(秒)

161 基準 4.5 21.8 1.9 805 × 795 800 8.6

162 2成分系-0 5.5 23.0 2.5 703 × 700 702 15.5

163 SF代替-7 6.2 22.8 1.8 875 × 870 873 8.6

164 FA代替-2 8.0 22.6 2.0 738 × 738 738 8.9

165 SF+FA代替 5.0 21.6 2.6 748 × 747 748 6.4

121 基準 18.0 24.6 3.3 713 × 711 712 22.9

122 SF別銘柄-1 22.5 24.8 2.6 720 × 719 720 22.1

123 SF代替-7 30.0 26.5 2.8 634 × 633 634 59.0 ※

124 FA別銘柄-1 9.0 22.8 3.2 755 × 731 743 16.4

※ 練上がりに至らず、30分で練混ぜ終了。

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
(mm)

16%

12%
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表 5.2.3-6 コンクリート圧縮強度試験結果 

 

 

図 5.2.3-2 コンクリート圧縮強度；W/B16% 

養生

温度 1 2 3 4 5 平均 標準偏差

20℃ 103 103 102 105 103 103 1

70℃ 203 203 217 211 209 7

90℃ 214 212 198 210 217 210 7

20℃ 116 120 122 120 120 120 2

70℃ 196 186 204 198 191 195 7

90℃ 203 191 207 202 201 7

20℃ 100 101 102 101 102 101 1

70℃ 159 174 175 176 171 8

90℃ 175 182 181 170 173 176 5

20℃ 103 105 107 104 105 105 2

70℃ 170 195 185 187 191 186 10

90℃ 203 194 195 180 203 195 10

20℃ 102 100 99 101 98 100 1

70℃ 170 176 169 164 165 169 5

90℃ 185 170 173 174 176 6

20℃ 118 117 116 119 117 117 1

70℃ 219 210 227 211 232 220 10

90℃ 232 247 210 230 18

20℃ 107 106 105 105 105 106 1

70℃ 203 199 202 205 196 201 4

90℃ 212 214 207 194 198 205 9

20℃ 120 119 119 119 119 119 0

70℃ 196 189 190 188 189 190 3

90℃ 198 196 196 197 193 196 2

20℃ 118 118 118 116 112 116 3

70℃ 224 222 229 212 220 221 7

90℃ 237 233 237 240 213 232 11

W/B No. 調合名称 圧縮強度（N/mm2）

16%

161 基準

164 FA代替-2

165 SF+FA代替

162 2成分系-0

163 SF代替-7

12%

121 基準

122 SF別銘柄-1

123 SF代替-7

124 FA別銘柄-1
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図 5.2.3-3 コンクリート圧縮強度；W/B12% 

 

②細孔容積 

代表例として No.121 の BJH 法による細孔径分布を図 5.2.3-4 に示す。これより、練上がり直後の試

料「練直」ではセメントの水和反応が殆ど進行しておらず、結合材粒子が密充填された状態にあるため

特段の空隙構造は認められない。一方、材齢 8 日まで 20℃封緘養生を行うと水和反応の進行に伴いゲ

ル空隙～毛細管空隙が形成され 2nm 前後の細孔が最も多く 40nm 程度までの細孔が計測された。これ

に対し、70℃の加熱養生を施すと同一材齢で 2nm 前後に細孔径分布のピークが僅かに認められたが、

養生温度を 90℃まで上げると練上がり直後の試料と同程度の緻密さとなり、ゲル空隙～毛細管空隙は計

測されなかった。 

細孔容積の測定結果を図 5.2.3-5 及び図 5.2.3-6 に示す。SF 及び FA の両方を非ポゾラン材で置換し

た No.165 はやや例外的であるが、ポゾラン材を使用した調合においては 20℃養生品の総細孔容積は練

上がり直後よりも多く、加熱養生品のそれは練上がり直後よりも少ない傾向が共通して認められた。従

って、材齢 8 日時点で 20℃養生ではセメントの水和反応によってゲル空隙～毛細管空隙が形成される

のに対し、加熱養生ではポゾラン反応によってこれらの空隙が減少した可能性が示唆された。 

次に、コンクリートの圧縮強度とペーストの総細孔容積の関係を図 5.2.3-7 に示す。これより W/B に

よってやや傾向が異なるが、硬化体組織の緻密化がコンクリートの強度発現に大きく寄与していること

が確認された。なお SF と FA の両方を非ポゾラン材で置換した No.165（図中◆印）は、加熱養生によ

りセメントの水和反応が促進され総細孔容積が減少したが、ポゾラン反応が生じないために 0.03cm3/g

程度にとどまっているとみられる。従って 200N/mm2 級の圧縮強度を得るために、総細孔容積を

0.03cm3/g から 0.01cm3/g 以下に減少させるためには、ポゾラン反応の役割が大きいと考えられる。 

以上より、Fc200N/mm2 級の超高強度コンクリートに適した骨材を使用することで、「超高強度コン

クリートの圧縮強度は、同一結合材を使用したペーストの総細孔容積に概ね依存する」傾向が認められ、

上述の仮説には妥当性があると言える。 
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図 5.2.3-4 BJH 法による細孔径分布（No.121） 

 

図 5.2.3-5 ペースト総細孔容積；W/B16% 

 

図 5.2.3-6 ペースト総細孔容積；W/B12% 
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図 5.2.3-7 コンクリート圧縮強度とペースト総細孔容積の関係 
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5．3   超高強度コンクリートの強度発現メカニズム 

5．3．1 ポゾラン反応 

ポゾラン反応がセメント硬化体の強度発現に影響を及ぼすことはよく知られているが、最近の研究に

よると、超高強度コンクリートの強度発現メカニズムにおいて SF のポゾラン反応が大きな役割を担っ

ていることが指摘されている。例えば、小泉ら 5.10)は Fc100～300N/mm2の強度領域において SF の「反

応率が高くなる程、総細孔容積が小さくなり圧縮強度が高くなった。（中略）従って、硬化体組織の緻

密化および強度発現性の向上にはシリカフュームの反応率の向上が大きく寄与して」いると考察した。

同様に、番地ら 5.11)は Fc50～250N/mm2の強度領域において「圧縮強度とシリカフューム反応量には、

養生条件に拘わらず、W/B およびシリカフューム置換率ごとに概ね直線的な関係がある」ことを示し

た。 

しかしながら、これらは何れもセメントペーストの圧縮強度との関係を示したものであり、コンクリ

ートの圧縮強度との関係は厳密にはこれまで明示されていない。そこで本項では、コンクリート強度と

ポゾラン反応の関係を明らかにすると共に、強度発現メカニズムを説明づけるのに不可欠なペーストの

細孔容積との関係について検討を行った。 

 

(1)試料 

前節「5．2．3 細孔容積」にて試料調整を行ったペースト 9 調合、1 調合当り 3 試料（20℃、70℃

及び 90℃養生後）の計 27 試料について以下の分析評価を行った。 

 

(2)試験方法 

ポゾラン反応を定量評価するには種々の分析方法がこれまで提案されているが、大きく次の 2 つに分

類することができる。1 つはセメントペーストに塩酸処理を施しその不溶残分を SF や FA の未反応分

として反応率を求める方法 5.12), 5.13)であり、もう 1 つはペースト中の水酸化カルシウムの残存量からポ

ゾラン反応による消費量を推定し間接的に SF や FA のポゾラン反応率を求める 5.14), 5.15)方法である。 

しかしながら何れの分析方法もそれだけでは、本研究のように SF と FA 等の複数のポゾラン材を併

用した 3 成分系結合材におけるポゾラン反応の内訳を推定することはできない。超高強度コンクリート

の強度発現メカニズムを解明するにあたっては、少なくとも何がどれだけ反応したかを明らかにする必

要があると考えられる。そこで本項では、上記分析方法のうち前者に分類される大沢ら 5.16)の分析方法

を参考にポゾラン反応量を評価すると共に、SF 及び FA を併用した 3 成分系結合材については選択溶

解残渣の化学組成を分析することでポゾラン反応の内訳を推定した。 

即ち、前節と同じ試料を粉砕処理した後、HCl-Na2CO3選択溶解法を適用して、式[5.1]によりポゾラ

ン反応率を算定した。但し補正係数 k2については、練上がり直後に採取した試料の選択溶解残渣率から

未水和試料の残渣率を式[5.2]により推定した。また結合材に SF 及び FA を併用した場合のポゾラン反

応率についてその内訳を推定するため、選択溶解残渣の化学組成（SiO2 及び Al2O3）を定量分析した。

次いでポゾラン材の化学組成を用いて行列式[5.3]を解くと共に式[5.4]により反応率の内訳を推定した。

またポゾラン材の調合比率と反応率の積をポゾラン反応量（B×%）として求めた。 
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ここで、α：ポゾラン反応率（合計） 

αi：ポゾラン材 Piの反応率（内訳） 

X：水和試料の残渣率 

Rm：練上がり直後試料の残渣率 

k0：ポゾラン材の調合比率（合計） 

k0i, k0j：ポゾラン材 Pi, Pjの調合比率（内訳） 

k1：ポゾラン材の強熱ベースの調合比率 

k2：未水和試料の残渣率 

Ig0：未水和試料 1g 当りの強熱減量 

Ig：水和試料 1g 当りの強熱減量 

Ig'：水和試料溶解残渣 1g 当りの強熱減量 

Igm：練上がり直後試料 1g 当りの強熱減量 

fi, fj：水和試料溶解残渣中のポゾラン材 Pi, Pjの比率 

H(Si)：水和試料溶解残渣の SiO2(%) 

H(Al)：水和試料溶解残渣の Al2O3(%) 

Pi(Si), Pj(Si)：ポゾラン材 Pi, Pjの SiO2(%) 

Pi(Al), Pj(Al)：ポゾラン材 Pi, Pjの Al2O3(%) 

 

(3)結果及び考察 

ポゾラン反応量を図 5.3.1-1 及び図 5.3.1-2 に示す。これより、何れの調合においても養生温度が高い

ほど反応量が多い傾向が認められた。また、ポゾラン反応の温度依存性は W/B が小さいほど顕著に現

れる可能性が考えられる。 

次に、コンクリート圧縮強度及びペースト総細孔容積とポゾラン反応量の関係を図 5.3.1-3 及び図

5.3.1-4 に示す。これより、SF と FA の両方を非ポゾラン材で置換した No.165（図中◆印）を除くと、

W/B によってやや傾向が異なるが、それぞれ両者に強い相関性が認められた。但し、超高強度コンクリ

ートの硬化メカニズム解明の観点からは、ポゾラン材の使用の有無に拘らず圧縮強度及び総細孔容積を

説明づける因子が必要である。 
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図 5.3.1-1 ポゾラン反応量；W/B16% 

 

図 5.3.1-2 ポゾラン反応量；W/B12% 

 

図 5.3.1-3 コンクリート圧縮強度とポゾラン反応量の関係 
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菅俣 5.7)らは、ペーストの圧縮強度及び総細孔容積とSF反応率の関係を示し「硬化体組織の緻密化は、

材齢による結合材の水和反応に応じて進行しているのに対し、強度発現性は、単に結合材の水和反応に

よる組織の緻密化だけでなく、その他の要因も関係している可能性が示唆された」と考察した。即ち、

強度発現性を SF の反応だけで説明づけることが適切でないことは既往の研究でも指摘されており、「そ

の他の要因」とは結合材の大部分を占めるセメントの水和反応に他ならないと考えられる。そこで次項

では、セメントの水和反応について定量評価を行い、圧縮強度及び細孔容積との関係について記述する。 

代表例として No.161 の選択溶解残渣の化学組成を図 5.3.1-5 に示す。また同図には比較のため、未水

和の SF、FA 及び調合比率に基づき両者を 1：2 で混合したものの化学組成を図示してある。これより、

20℃養生における溶解残渣の化学組成は未水和の結合材と殆ど変らないが、加熱養生によってポゾラン

反応が促進されると FA の化学組成に近づいたことが分かる。即ち、ポゾラン反応で消費された FA の

成分は殆どが SiO2であることが示唆された。そこで、後述する通り C-S-H の Ca/Si 比を算定するにあ

たっては、ポゾラン反応量の全成分を SiO2として計算を行うこととした。 

 

 

図 5.3.1-4 ペースト総細孔容積とポゾラン反応量の関係 

 

図 5.3.1-5 選択溶解残渣の化学組成 
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次に、選択溶解残渣の化学組成から推定したポゾラン反応量の内訳を図 5.3.1-6 に示す。これより SF

及び FA を併用した 3 成分系結合材におけるポゾラン反応は、その大部分が SF によるものだが FA も

確実に反応に関与していることが判明した。 

 

 

図 5.3.1-6 ポゾラン反応量の内訳推定 
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5．3．2 セメント水和反応 

セメントの水和反応を定量評価するには種々の分析方法がある。例えば、石中ら 5.6)はセメントペー

ストの結合水量を分析して圧縮強度との関係を求めた。その結果「材齢 1 日では高い相関を示した。し

かし、材齢 7 日および 28 日では（中略）相関は低かった」と考察した。従って 100～200N/mm2の強

度領域においては、圧縮強度を結合水量によって説明づけるのは困難であると言える。 

また、黄ら 5.17)はセメントペーストの水酸化カルシウム量を分析して圧縮強度との関係を求めた。そ

の結果「材齢 6 か月では、各々の水セメント比において、圧縮強度は Ca(OH)2量が減少するほど増加」

する傾向があることを示した。但し、水酸化カルシウムはポゾラン反応によって消費される水和物であ

るため、分析結果から考察される事項は SF や FA の反応量を間接的に評価するにとどまっている。 

超高強度コンクリートの強度発現メカニズムを解明するためには、少なくともセメントの主要成分で

あるカルシウムシリケート（C3S／C2S）の反応量や C-S-H の生成量を明らかにすることが必要だと言

える。そこで本節では、熱重量分析による水酸化カルシウム量の定量に加えて、粉末 X 線回折／リート

ベルト解析 5.18), 5.19)による定量評価を行うこととした。 

 

(1)試料 

前節「5．2．3 細孔容積」にて試料調整を行ったペースト 9 調合、1 調合当り 3 試料（20℃、70℃

及び 90℃養生）の計 27 試料について以下の分析評価を行った。 

 

(2)試験方法 

①水酸化カルシウム量 

前節と同じ試料を粉砕処理した後、熱重量分析を行い 450℃付近の重量減少から水酸化カルシウム（以

下、CH）を定量した。 

 

②クリンカー鉱物反応量 

前節と同じ試料を粉砕処理した後、XRD/リートベルト解析を行った。粉末 X 線回折の測定は、X 線

源 Cu-Kα、管電圧 45 kV、管電流 40 mA、走査範囲 2θ=5～70°、走査速度 2.2°/min の条件で行い、

内部標準物質としてルチルを 10%添加した。定量鉱物は C3S（M1・M3相）、C2S（β・α’相）、C3A（cubic・

orthorhombic）、C4AF、石膏（二水・半水・無水）、石英、ムライト、カルサイト、ポルトランダイト、

エトリンガイト、モノサルフェート及びルチルとして、更に非晶質相量を式[5.5]により算定した 5.18), 5.19)。

またクリンカー鉱物反応量は、練上がり直後の試料と水和試料の差から算定し C3S、C2S、C3A 及び C4AF

の減少量を合計した。なお全ての定量値は強熱減量で補正した。 

 

 

 

ここで、A：非晶質相量(%) 

S：内部標準物質の添加率(%) 

SR：内部標準物質の定量値(%) 

 

因みに練混ぜ開始から練上がりに至るまでの間、一部のクリンカー鉱物は水和反応により消費されて
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いることが予想される。従って、ここで算定する反応量は未水和状態からの反応量ではない。しかしな

がら、強度発現メカニズムを説明づけるための反応量としては、練混ぜ時の消費量を除外しても差し支

えないと考えた。 

 

(3)結果及び考察 

①水酸化カルシウム量 

コンクリート圧縮強度及びペースト総細孔容積とCH残存量の関係を図 5.3.2-1及び図 5.3.2-2に示す。

SFを用いた調合（図中◇印及び□印）では、加熱養生によりCHが全量消費され、総細孔容積は0.01cm3/g

以下に、圧縮強度は 180～230N/mm2 に到達した。一方、FA のみを用いた調合（図中×印）では、加

熱養生を施しても CH が残存しており、総細孔容積は SF を用いた調合と大差はないものの圧縮強度は

200N/mm2未満にとどまった。これより FA のポゾラン活性は SF に比べて低いことが示唆された。こ

の結果は、上述のポゾラン反応量の内訳と整合する。 

 

 

図 5.3.2-1 コンクリート圧縮強度と CH 残存量の関係 

 

図 5.3.2-2 ペースト総細孔容積と CH 残存量の関係 
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②クリンカー鉱物反応量 

XRD/リートベルト解析によるクリンカー鉱物（C3S、C2S、C3A 及び C4AF）の定量結果を図 5.3.2-3

及び図 5.3.2-4 に示す。これより何れの調合においても養生温度が高いほど未反応量が少なく、セメン

トの水和反応が促進されている傾向が認められた。また鉱物別にみると、練上がり直後から材齢 8 日に

かけて最も反応が進行したのは C3S だが、加熱養生によって最も多く反応したのは C2S である。 

コンクリート圧縮強度及びペースト総細孔容積とクリンカー鉱物反応量の関係を図 5.3.2-5 及び図

5.3.2-6 に示す。これよりそれぞれ両者の相関性は調合によって異なるものの、同一調合においてはクリ

ンカー鉱物反応量が多いほど、硬化体組織の緻密化が進行し強度が増進する傾向が認められた。しかし

ながら、超高強度コンクリートの硬化メカニズム解明の観点からは、調合によらず圧縮強度及び総細孔

容積を説明づける因子が必要である。そこで次項では、セメント及びポゾラン材の反応を一括評価する

形で C-S-H の生成量とその組成（Ca/Si 比）について定量評価を行うこととした。 

 

 

図 5.3.2-3 クリンカー鉱物未反応量；W/B16% 

 

図 5.3.2-4 クリンカー鉱物未反応量；W/B12% 
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図 5.3.2-5 コンクリート圧縮強度とクリンカー鉱物反応量の関係 

 

図 5.3.2-6 ペースト総細孔容積とクリンカー鉱物反応量の関係 
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5．3．3 細孔容積と水和反応の関係 

超高強度コンクリートの強度発現メカニズムに関連して硬化体の細孔容積と水和反応の関係を定量

的に示した報告事例は少ない。小泉ら 5.20)は、HCl-Na2CO3 選択溶解法により SF 反応率を分析すると

共に、セメントペーストの反射電子像に対し画像解析を適用してセメントの反応率を求めた。その結果、

ペーストの圧縮強度及び空隙が「消費したセメントとシリカフュームの体積割合の和と概ね対応してい

ること」を示した。これらの関係性は、強度発現メカニズムの核心に迫るものであり大変意義深いと言

えるが、セメントの反応に関してその内訳は不明であり、何がどれだけ反応し何がどれだけ生成したか

は明らかにされていない。またペーストの総細孔容積を説明づける因子としては、水和反応によって消

費されたセメント及び SF の体積よりも、水和生成物である C-S-H の体積の方がより直接的で合理的で

あると考えられる。そこで本項では、ペーストの総細孔容積と C-S-H の生成体積の関係について以下の

通り検討を行った。 

 

(1)試料 

前節「5．2．3 細孔容積」にて試料調整を行ったペースト 9 調合、1 調合当り 3 試料（20℃、70℃

及び 90℃養生）の計 27 試料について以下の分析評価を行った。 

 

(2)試験方法 

超高強度コンクリートの硬化メカニズムを解明すべく、前々項「5．3．1 ポゾラン反応」及び前項

「5．3．2 セメント水和反応」にて得られた分析結果を組み合わせた解析を行い、セメント及びポゾ

ラン材の反応を一括評価する形で C-S-H 生成量及び Ca/Si 比を定量化した。 

即ち、C-S-H 生成量はリートベルト解析によって得られた練上がり直後の試料に対する水和試料の非

晶質相の増加量と、選択溶解法によるポゾラン反応量の和により算定した（式[5.6]参照）。また C-S-H

の Ca/Si 比は、C3S 及び C2S 反応量、ポゾラン反応量に加え、熱重量分析による CH 残存量をもとに式

[5.7]～[5.9]により算定した。なお C3S、C2S 及び CH に含まれる CaO 量及び SiO2量はその化学式から

算定し、ポゾラン反応については上述した選択溶解残渣の分析結果（図 5.3.1-5 参照）からポゾラン反

応量の全成分を SiO2として算定した。 

 

 

 

ここで、 WCSH：C-S-H 生成量 

WΔA：非晶質相の増加量 

WΔP：ポゾラン反応量 

(Ca/Si)CSH：C-S-H の Ca/Si 比 
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CaCSH：CSH に含まれる CaO 量 

SiCSH：CSH に含まれる SiO2量 

MCaO：CaO 分子量 

MSiO2：SiO2分子量 

CaΔC3S：C3S 反応量に含まれる CaO 量 

CaΔC2S：C2S 反応量に含まれる CaO 量 

CaΔCH：CH 残存量に含まれる CaO 量 

SiΔC3S：C3S 反応量に含まれる SiO2量 

SiΔC2S：C2S 反応量に含まれる SiO2量 

SiΔP：ポゾラン反応量に含まれる SiO2量 

 

須田ら 5.21)は、C-S-H の組成と物理的性質の関係について検討を行い、C-S-H の密度は Ca/Si 比と比

例関係にあることを明らかにした。従って C-S-H 生成体積は式[5.10]のように表すことができる。本研

究では、便宜的に K=1 とおき C-S-H 生成量を Ca/Si 比で除した値を C-S-H 生成体積を示す指標として

算定した。 

 

 

 

ここで、VCSH：C-S-H 生成体積 

DCSH：C-S-H の密度 

K：比例係数 

 

(3)結果及び考察 

C-S-H 生成体積を示す指標とコンクリート圧縮強度及びペースト総細孔容積の関係を図 5.3.3-1 及び

図 5.3.3-2に示す。これよりW/Bによってやや傾向が異なるが、ポゾラン材の使用の有無に拘らずC-S-H

生成体積が大きいほど総細孔容積が減少し圧縮強度は高くなる傾向が認められた。従って Fc100～200 

N/mm2 級の超高強度コンクリートの強度発現は、加熱養生の下セメント及びポゾラン材の反応が促進

され、生成した C-S-H がゲル空隙～毛細管空隙を充填して硬化体組織をより緻密にした結果、もたらさ

れたものであると言える。超高強度コンクリートは極端に少ない水量で練り混ぜられ、そもそも結合材

粒子が密充填された状態にあるため、普通コンクリートのように水和反応が進行しなくても、いわゆる

充填効果によって高強度が得られると考えられている。しかしながら Fc100～200N/mm2の強度領域に

おいては、セメント及びポゾラン材の反応こそが強度発現に大きな影響を及ぼしていると言える。従っ

て、超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特性は、セメント及びポゾラン材の水和活

性を規制する要因であると考えられる。そこで次節では、最も影響が大きいと考えられるポゾラン活性

をはじめ、セメントの鉱物組成及びブレーン比表面積について記述する。 
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図 5.3.3-1 C-S-H 生成体積を示す指標とコンクリート圧縮強度の関係 

 

図 5.3.3-2 C-S-H 生成体積を示す指標とペースト総細孔容積の関係 
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5．4  結合材料の特性が超高強度コンクリートの強度に及ぼす影響 

5．4．1 ポゾラン活性 

上述した既往研究 5.10), 5.11)や前節「5．3．1 ポゾラン反応」にて示した試験結果（図 5.3.1-3 参照）

より、SF や FA のポゾラン活性が超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす材料特性の 1 つである

ことは間違いない。前々節「5．2．3 細孔容積」にて行ったコンクリート試験では、SF を別銘柄に置

換すると「基準」調合に対し約 10%の強度低下が認められた。 

SF のポゾラン活性を評価する方法については活性度指数試験（JIS A 6207）が規定されているが、

岩永ら 5.22)は「シリカフュームの活性度指数は水結合材比により異なり、水結合材比が小さくなると活

性度指数も小さくなる傾向を示した」と考察し、また渡邉ら 5.23)は W/B20%のコンクリートの活性度指

数を評価するには、W/B50%のモルタル（旧 JIS）よりも W/B30%のモルタル（現行 JIS）で活性度指

数を求めた方がより適切であると考察した。従って、超高強度コンクリートにおける SF のポゾラン活

性を評価するためモルタルを練り混ぜるのであれば、低 W/B の調合で圧縮強度試験を行えばより適切

に評価できると考えられる。 

また活性度指数ではなくポゾラン反応率で評価する場合には、前節「5．3．1 ポゾラン反応」にて

示した通り、低 W/B の調合で練り混ぜたペーストに HCl-Na2CO3選択溶解法を適用して反応率を求め

ればよい。 

ポゾラン活性は材料特性の 1 つではあるものの、更に噛み砕いてポゾラン活性がどのような材料特性

によって規制されているのかを明らかにすれば、モルタルやペーストを練り混ぜることなく材料のポゾ

ラン活性を評価することができると言える。 

既往研究では、モルタルやペーストを練り混ぜることなく材料のポゾラン活性を評価する方法が既に

提案されている。即ち山本ら 5.24)は、FA1.5g、普通セメント 1.5g 及びイオン交換水 50ml を混合して調

整した懸濁液に 80℃-18 時間の加熱処理を施し、ポゾラン反応によって消費される Ca イオン量を分析

することで FA の反応性を評価する方法を提案した。この方法は活性度指数試験（JIS A 6201）に比べ

て短期間で評価できるというメリットがあるが、超高強度コンクリートの強度発現にとって重要な養生

温度の影響を評価することはできない。 

そこで本項では、ポゾラン活性を規制する材料特性を明らかにすることを目的に、モルタルやペース

トを練り混ぜることなく材料のポゾラン活性を評価する方法について以下の実験検討を行った。 

 

(1)材料 

結合材料の物性及び化学組成を表 5.4.1-1 に示す。前々節「5．2．3 細孔容積」及び前節「5．3．1

ポゾラン反応」で評価した圧縮強度及びポゾラン反応量との関係について検討するため、同一のポゾラ

ン材を使用した。 
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表 5.4.1-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

 

(2)試験方法 

既往の文献 5.25)によると、Ca2+や SO42-が存在するアルカリ性の液相にシリケートやアルミネートの

酸性成分が溶出してポゾラン反応が起こると考えられている。従って、同一のペースト調合において SF

や FA を別銘柄に置換したときにみられるポゾラン活性の違いは、ポゾラン材に含まれる非晶質のシリ

カやアルミナの溶出特性の違いによって説明づけられる可能性が考えられた。そこで、アルカリ溶液に

おけるポゾラン材の Si 及び Al 溶出特性を評価すると共に、ポゾラン反応率及びコンクリート圧縮強度

との関係を求めることとした。 

即ち、水分の散逸を防止するためステンレス製の密閉容器を用いて単一のポゾラン材 40g と飽和石灰

溶液 200mL の混合液を作製した。コンクリートの初期温度履歴に準じて、20℃室内で 2 日間静置した

後、90℃-120 時間又は 70℃-120 時間の加熱処理を行った他、比較用として 20℃一定で存置した。その

後、再び 20℃室内で放冷させてから吸引ろ過により固液を分離した。ろ液に含まれる Si 及び Al の濃度

を誘導結合プラズマ（ICP）発光分光分析装置により定量分析した。次いで各成分の濃度をポゾラン材

1g 当りの溶出量に換算すると共に、表 5.4.1-2 に示す調合条件について結合材 1g 当りの溶出量を計算

により求めた。 

 

表 5.4.1-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

 

 (3)結果及び考察 

ポゾラン材の Si 及び Al 溶出量とポゾラン反応量の関係を図 5.4.1-1 に示す。これより、Si 溶出量とポ

ゾラン反応量の間には殆ど相関がないことが分かった。これに対し Si と Al の溶出量を合算すると、ば

らつきは大きいものの両者に相関性が見出された。この現象を説明づける反応機構は不明だが、次のよ

うに推測される。 

即ち、ポゾラン反応では関係成分がセメント硬化体の液相に溶出して C-S-H 等の水和物に変化するこ

とから、液相では各イオンが溶解平衡を保ちながら当該反応が進行すると考えられる。一方、前節「5．

3．1 ポゾラン反応」では、選択溶解残渣の化学組成からポゾラン反応で消費される成分は殆どが SiO2

であることが示唆された。従って、Al は液相に溶出するだけで殆ど水和物に変化しなかった可能性が考

えられる。以上のことから、液相に Al が共存することで Si の溶解平衡が変化し、Al 溶出量が多くなる

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 2.34 0.1 19.8 2.3 92.0 0.8 0.2

ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 2.35 0.5 5.6 1.6 91.7 1.5 0.0

ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 2.40 1.6 1.6 2.4 57.7 27.7 2.8

改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 2.52 1.5 1.5 0.9 62.9 26.7 0.7

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

材料B

材料C

名称 比率 名称 比率 名称 比率

121 基準 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

122 SF別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#04 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

123 SF代替-7 70 ﾀﾝｶﾙ_#01 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-2 20

124 FA別銘柄-1 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-2 10 改質ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01 20

12% 低熱ｾﾒﾝﾄ_#05

No. W/B 調合名称
材料A 材料B 材料C
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につれ Si の溶出と C-S-H の生成がより速やかに進行した可能性が考えられる。但し、この考察の妥当

性を検証するためには別途調査が必要である。 

次に、ポゾラン材の Si 及び Al の溶出量とコンクリート圧縮強度の関係を図 5.4.1-2 に示す。これよ

り調合によってやや傾向は異なるものの、両成分の溶出量が多いほど圧縮強度は高い傾向が認められた。

従って、アルカリ溶液におけるポゾラン材の Si 及び Al の溶出特性は、ポゾラン活性を説明づける因子

として有効であると考えられ、モルタルやペーストを練り混ぜることなく超高強度コンクリートの強度

に影響を及ぼす材料特性を評価できる可能性が示唆された。 

 

 

図 5.4.1-1 ポゾラン材の Si 及び Al 溶出量とポゾラン反応量の関係 

 

図 5.4.1-2 ポゾラン材の Si+Al 溶出量とコンクリート圧縮強度の関係 
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5．4．2 セメントの鉱物組成及びブレーン比表面積 

前節「5．3．3 細孔容積と水和反応の関係」では、超高強度コンクリートの強度発現メカニズムに

ついて実験検討を行い、その強度に影響を及ぼす材料特性はセメント及びポゾラン材の水和活性を規制

する要因であると考えられた。 

木村ら 5.26)は、5 種類のセメント（NC、HC、MC、LC 及び高ビーライト系セメント SL）を用いて

W/C25%のコンクリートを練り混ぜ、材齢 1 年までの圧縮強度を計測することで C2S 量が強度に及ぼす

影響について考察したが、養生方法は標準養生及び簡易断熱養生であり、後者においてはセメント種類

によって温度履歴が異なる形での比較であった。従って、プレキャストコンクリートの製造を想定した

加熱養生のように、共通の高温履歴を付与したときにセメント鉱物組成が強度にどれほどの影響を及ぼ

すのかは明確にされていない。 

また一般に、セメントの水和活性はブレーン比表面積が大きいほど高まることが知られている。前養

生期間が一定のときブレーン比表面積が大きいほど、加熱養生開始時の水和反応はより進行していると

予想されるが、この水和反応の進行状況の違いが加熱養生期間における水和反応と強度発現性に影響を

及ぼす可能性が考えられた。即ち、加熱養生によって 200N/mm2級の圧縮強度が発現することを考慮す

ると、ブレーン比表面積が大きく加熱養生前に水和反応が進行しすぎると、かえって加熱養生による強

度発現が抑制される可能性が考えられた。 

Cwirzen5.27)は、セメント、SF 及び石英微粉末を用いて W/B17%のモルタルを練り混ぜ、前養生期間

（1、2、7 日）及び 90℃加熱養生期間（24、48、96 時間）を変えたときの強度発現性を分析評価した。

その結果、加熱養生期間に拘らず前養生期間 7 日の圧縮強度は、同 2 日の圧縮強度よりも低いことを示

した。前養生期間を長くすれば加熱養生開始時の水和反応はより進行していると考えられ、前養生期間

を 2 日から 7 日にしたときの強度低下は、ブレーン比表面積を大きくしたときと同じ反応機構によって

もたらされた可能性が考えられる。 

そこで本項では、セメント鉱物組成（品種）及びブレーン比表面積が超高強度コンクリートの強度に

及ぼす影響を評価すると共に、ブレーン比表面積を変えたときと同じ反応機構が想定される前養生期間

が及ぼす影響について評価すべく以下の実験検討を行った。 

 

(1)材料及び調合 

結合材料の物性及び化学組成を表 5.4.2-1 に、ペースト調合を表 5.4.2-2 に、コンクリート調合を表

5.4.2-3 に示す。なお、その他の材料は表 5.2.3-2 と同じである。材料 A として同一工場で製造された中

庸熱ポルトランドセメント（以下、MC）及び LC を各 1 種使用した。ペースト調合は W/B14%で一定

の下「基準」調合と、同一の LC をボールミルで粉砕しブレーン比表面積を増大させたものに置換した

「基準 G」、及び LC を MC に置換した「基準 M」の計 3 調合とした。コンクリート調合は、単位水量

W＝135kg/m3、細骨材比率 s/a＝55%で一定として単位量を決定した。また、高性能 AE 減水剤 SP 及

び消泡剤 DA の添加量はそれぞれ SP/B＝2.4%及び DA/B＝0.09%で一定とし、固形分補正を行わずに練

混ぜ水の一部とみなした。 
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表 5.4.2-1 結合材料の物性及び化学組成 

 

表 5.4.2-2 ペースト調合；使用材料の組合せ 

 

表 5.4.2-3 コンクリート調合 

 

 

(2)試験方法 

①コンクリート試験 

コンクリートの練混ぜ及び供試体の作製方法は、前々節「5．2．3 細孔容積」と同じである。また

練上がり時のフレッシュ性状として空気量（JIS A 1128）、スランプフロー（JIS A 1150）及び 50cm フ

ロー時間を計測した。供試体の養生条件を図 5.4.2-1 に示す。即ち「70℃加熱 A」及び「90℃加熱 A」

は材齢 2 日から 120 時間加熱養生を行ったのに対し、「70℃加熱 B」及び「90℃加熱 B」は材齢 9 日か

ら 120 時間加熱養生を行った。なお圧縮強度の試験材齢は表 5.4.2-4 に示す 3 材齢とした。 

 

 

図 5.4.2-1 初期温度履歴 

密度 平均粒子径 比表面積

(g/cm3) (μm） (m2/g） ig.loss SiO2 Al2O3 CaO

材料A 中庸熱ｾﾒﾝﾄ_#01 3.22 5.6 0.33 0.5 24.6 3.4 64.9

低熱ｾﾒﾝﾄ_#06 4.7 0.39

低熱ｾﾒﾝﾄ_#06G 3.8 0.48

材料B ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-3 2.29 0.1 19.7 2.0 94.1 0.3 0.1

材料C ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-3 2.47 1.5 1.7 2.5 56.5 27.3 3.1

※　平均粒子径　＝　6/（密度×比表面積）　により算出

分類 試料名称
化学組成（％）

3.23 0.4 26.2 2.8 63.2

名称 比率 名称 比率 名称 比率

141 基準 低熱ｾﾒﾝﾄ_#06 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-3 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-3 20

142 基準G 低熱ｾﾒﾝﾄ_#06G 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-3 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-3 20

143 基準M 中庸熱ｾﾒﾝﾄ_#01 70 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ_#01-3 10 ﾌﾗｲｱｯｼｭ_#01-3 20

材料C

14%

No. W/B 調合名称
材料A 材料B

W 材料A 材料B 材料C FNS G

141 基準 135 676 97 193 827 615 0.52

142 基準G 135 676 97 193 827 615 0.52

143 基準M 135 676 97 193 825 615 0.52

骨材容積
割合

No. W/B 調合名称

14%

単位量(kg/m3)
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表 5.4.2-4 試験材齢一覧 

 

 

②分析試料調整 

超高強度コンクリートの強度を分析評価するためペーストを練り混ぜ、コンクリートと同様に 5 通り

の温度履歴を付与した。試料調整方法は、前々節「5．2．3 細孔容積」と同じである。また圧縮強度

の試験材齢に対応させて「基準」調合では 7 試料、その他の 2 調合では各 4 試料を調整した。 

 

③ペースト各種分析 

前節「5．3．3 細孔容積と水和反応の関係」で示した通り、コンクリートの圧縮強度と密接に関連

するペーストの総細孔容積は、C-S-H 生成体積によって説明づけられると考えた。そこで、C-S-H 生成

体積を示す指標を求めるべく一連の分析を行った。即ち、ペーストの細孔容積は N2 吸着による測定を

行った。また CH 残存量は熱重量分析により、クリンカー鉱物反応量は XRD/リートベルト解析により、

ポゾラン反応量は HCl-Na2CO3選択溶解法 5.16)によりそれぞれ定量を行った。次いで上記の分析結果を

組み合わせた解析を行い C-S-H 生成量及び Ca/Si 比を定量化した。なお算定方法は前節と同じである。 

 

(3)結果及び考察 

①コンクリート試験 

コンクリートの練混ぜ時間及びフレッシュ性状を表 5.4.2-5 に示す。コンクリートの練混ぜ性及び流

動性は、結合材料の調合によって異なったが、供試体の成型に悪影響を及ぼすものはなかった。コンク

リートの圧縮強度を表 5.4.2-6 及び図 5.4.2-2 に示す。セメント鉱物組成の影響について No.141 と

No.143 を比較すると、20℃養生品では MC の圧縮強度が LC よりも明らかに高くなったのに対し、加

熱養生品では LC に比べて約 8%の強度低下が認められた。浅賀ら 5.28)は、LC の水和反応に及ぼす養生

温度の影響について、養生温度が高いほど反応が速く進行するのはエーライトとビーライトで共通する

が、エーライトの「長期における反応率は養生温度によって影響されない」のに対し、ビーライトの「長

期における反応率は養生温度が高いほど大きい」ことを示した。仮に 70～90℃の加熱養生を施したと

きの強度発現性が 20℃養生の長期材齢における強度発現性に対応すると考えると、MC と LC の強度が

養生温度によって逆転する現象は、C3S と C2S で鉱物自体の強度寄与効果や水和反応の温度特性が異な

ることに起因するものと推測される。 

 

 

 

試験材齢

2日 8日 15日

20℃一定 ○ ○ ◇

70℃加熱A (○) ○

90℃加熱A (○) ○

70℃加熱B (○) (○) ◇

90℃加熱B (○) (○) ◇

※ ○印：全3調合で実施

※ ◇印：「基準」調合のみ実施

※ (○)印：20℃一定と共通

養生条件
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一方、セメントブレーンの影響について No.141 と No.142 を比較すると、圧縮強度は数 N/mm2の差

異しかなく有意差が認められなかった。一般に、比表面積が大きいほどセメントの水和活性は高いと考

えられるが、低 W/B の調合条件であるが故にブレーンの影響が小さくなった可能性が考えられる。 

また No.141 では前養生期間を変えて加熱養生を行い、前養生期間に応じて異なる材齢で圧縮強度を

評価した。松田ら 5.29)は、前養生 48 時間後に 70℃-120 時間の加熱養生を施した材齢 7 日強度と、その

後の 21 日間を 20℃条件で養生した材齢 28 日強度を比較したところ「両者に違いはなく、加熱養生終

了後はほとんど強度増進しない」ことを示した。これより、試験材齢の違いによる影響は殆どないもの

として加熱養生後の強度を比較すると、材齢 9 日から加熱養生を施したものは同 2 日に対し、90℃養生

では約 5%の強度低下が認められたが、70℃養生では殆ど有意差はなく総じて明確な傾向は認められな

かった。従って、加熱養生後の強度発現性に対しブレーン比表面積を変えたときの反応機構と前養生期

間を変えたときのそれが同じだとすれば、ブレーンを 0.39 m2/g から 0.48m2/g に増加させても、或いは

前養生期間を 2 日から 9 日に延長しても、加熱養生前に水和反応が進行しすぎたためにかえって加熱養

生による強度発現が抑制される、といった現象は確認されなかったと言える。 

 

表 5.4.2-5 コンクリート練混ぜ試験結果 

 

表 5.4.2-6 コンクリート圧縮強度試験結果 

 

 

 

No W/B 調合名称
練混ぜ
時間(分)

ｺﾝｸﾘｰﾄ
温度(℃)

空気量
(%)

同左
平均

50cmﾌﾛｰ

時間(秒)

141 基準 9.5 24.9 3.0 625 × 625 625 14.5

142 基準G 7.5 24.0 3.5 600 × 598 599 20.4

143 基準M 7.5 22.8 2.3 719 × 710 715 9.8

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
(mm)

14%

1 2 3 4 5 6 平均 標準偏差

2d_20℃ 59 57 56 57 1

8d_20℃ 109 110 108 106 108 106 108 2

8d_70℃ 208 217 215 213 194 209 9

8d_90℃ 226 229 227 219 227 225 4

15d_20℃ 138 137 136 137 1

15d_70℃ 224 217 213 201 214 10

15d_90℃ 223 217 208 196 224 214 12

2d_20℃ 60 61 58 60 2

8d_20℃ 114 112 110 112 2

8d_70℃ 201 213 199 200 197 202 6

8d_90℃ 224 212 219 223 220 6

2d_20℃ 66 66 66 66 0

8d_20℃ 127 124 126 126 1

8d_70℃ 210 184 194 203 201 198 10

8d_90℃ 214 203 203 203 211 207 5

142 基準G

143 基準M

No. 調合名称 材齢_温度 圧縮強度（N/mm2)

141 基準
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図 5.4.2-2 コンクリート圧縮強度；W/B14% 

 

②細孔容積 

細孔容積の測定結果を図 5.4.2-3 に、コンクリートの圧縮強度とペーストの総細孔容積の関係を図

5.4.2-4 に示す。これより 20℃養生品の総細孔容積は練上がり直後よりも多く、加熱養生品のそれは練

上がり直後よりも少ない傾向が共通して認められた。加えて 20℃養生品では材齢 2 日から同 8 日にか

けて圧縮強度が増進すると共に総細孔容積は減少したことが確認された。またコンクリート圧縮強度と

ペースト総細孔容積の関係は、前々節「5．2．3 細孔容積」と同様であり、硬化体組織の緻密化がコ

ンクリートの強度発現に大きく寄与していることが確認された。 

 

 

図 5.4.2-3 ペースト総細孔容積；W/B14% 
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図 5.4.2-4 コンクリート圧縮強度とペースト総細孔容積の関係 

 

③セメント及びポゾランの水和反応解析 

熱重量分析による CH 残存量を表 5.4.2-7 に示す。セメントペースト中の CH 残存量は、上述の通り

SF や FA の反応量を間接的に評価する指標として有効であり、前節「5．3．2 セメント水和反応」に

おいては、SF を用いた調合の 20℃養生品で CH が 1～2%程度残存し、加熱養生品では CH の全量が消

費された。従って加熱養生を施したときのポゾラン反応は、セメント水和物である CH 生成量が律速に

なったと考えられる。本項においては、結合材のベースセメントに LC を用いた No.141 及び No.142

では前節と同様の傾向が認められたが、MCを用いたNo.143では70℃養生品においてCHが残存した。

従ってこのときのポゾラン反応は、CH 生成量ではなく水和反応に供される水自体が律速になった可能

性が考えられる。また No.143 の 90℃養生品では CH が全量消費されたことから、70～90℃の温度領

域においてポゾラン反応の律速条件が変化した可能性が考えられる。 

これより、LC を用いた調合では加熱養生後の硬化体の CH 残存量を定量しても 70℃と 90℃の養生

温度の違いを識別することはできないが、MC を用いた調合では硬化体が受けた温度履歴と CH 残存量

の関係を求めることで、CH 残存量から硬化体が受けた温度履歴（例えば、積算温度）を推定できる可

能性が考えられる。 

 

表 5.4.2-7 熱重要分析による CH 残存量 

 

 

 

試料No.

141 142 143

練直 0.0% 0.0% 0.0%

2d_20℃ 0.8% 0.0% 1.8%

8d_20℃ 1.0% 0.9% 2.4%

8d_70℃ 0.0% 0.0% 1.5%

8d_90℃ 0.0% 0.0% 0.0%

15d_20℃ 1.2%

15d_70℃ 0.0%

15d_90℃ 0.0%

材齢_温度
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XRD/リートベルト解析によるクリンカー鉱物未反応量を図 5.4.2-5 に、HCl-Na2CO3選択溶解法によ

るポゾラン反応量を図 5.4.2-6 に示す。これより、No.141 において材齢 9 日から加熱養生を施したもの

においては、70℃養生品に比べて 90℃養生品のポゾラン反応量が少なくなったが、全般的には養生温

度が高くなるにつれセメント及びポゾランの反応が促進される傾向が認められた。 

次に、これらの分析結果を組み合わせて C-S-H の生成量と Ca/Si 比を推定すると共に、超高強度コン

クリートの強度を説明づける因子として、C-S-H 生成体積を示す指標（C-S-H 生成量／（Ca/Si 比））

を求めた。C-S-H 生成体積を示す指標とコンクリート圧縮強度及びペースト総細孔容積の関係を図

5.4.2-7 及び図 5.4.2-8 に示す。これより、ややばらつきがあるものの C-S-H 生成体積が大きいほど総細

孔容積が減少し圧縮強度は高くなる傾向が前節と同様に認められた。従って、鉱物組成の影響について

LC を MC に置換したときの強度差は C-S-H 生成体積の違いによるものであり、またブレーンの影響に

ついて LC を粉砕して比表面積を大きくしたものに置換したときに殆ど強度差が認められなかったのは

C-S-H 生成体積に殆ど違いがなかったためと説明づけることができる。 

 

 

図 5.4.2-5 クリンカー鉱物未反応量；W/B14% 

 

図 5.4.2-6 ポゾラン反応量；W/B14% 
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なおセメントの鉱物組成が強度発現に及ぼす影響について、根本ら 5.30)は、ゲルスペース比説による

強度予測式を用いた解析により C3S 及び C2S の強度寄与効果を数値化し、C2S は C3S の 1.36 倍程度の

強度寄与効果があることを示した。但し、ここでの水和反応モデルは養生条件が 20℃一定の水中養生に

限られ、高々Fc130N/mm2迄の強度領域にとどまるため、本研究の対象範囲にまで適用できるかどうか

は不明である。 

以上より、C3S 及び C2S の強度寄与効果を解明することは今後の研究課題であるが、強度の確保及び

向上の観点から結合材料を選定する場合、鉱物組成の内 C2S をより多く含むセメントを採用すればよく、

ブレーン比表面積を 0.1m2/g 程度変化させても、強度に対し比表面積はあまり重要な特性ではないと結

論づけることができる。 

 

 

図 5.4.2-7 C-S-H 生成体積を示す指標とコンクリート圧縮強度の関係 

 

図 5.4.2-8 C-S-H 生成体積を示す指標とペースト総細孔容積の関係 
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5．5   まとめ 

本章では、超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにするため、松田ら

5.9)の報告を参考に、結合材の調合を重量比で LC：SF：FA＝7：1：2 又は 9：1：0 の 2 通りに限定し

て、超高強度コンクリートの強度発現メカニズムの解明を含む実験検証及び検討を行った。超高強度コ

ンクリートの強度と材料特性の連関図を図 5.5-1 に示す。 

第 2 節では、超高強度コンクリートの強度を説明づける因子として、水結合材比、養生温度及び細孔

容積について整理する（図 5.5-1 中③、④及び⑥）と共に、これまで明示されていなかった Fc200N/mm2

級の強度領域におけるコンクリート圧縮強度とペースト総細孔容積の関係を求めた。その結果、総細孔

容積が小さいほど圧縮強度は高い傾向が認められ、硬化体組織の緻密化がコンクリートの強度発現に大

きく寄与していることが確認された（同図中①及び④）。また SF と FA の両方を非ポゾラン材で置換し

た調合と比較すると、200N/mm2級の圧縮強度を得るべく総細孔容積を 0.01cm3/g 以下に減少させるた

めには、ポゾラン反応の役割が大きいことが示唆された（同図中④及び⑧）。但し 100N/mm2程度まで

の強度発現は、20℃封緘養生におけるセメントの水和反応と未水和結合材の充填効果によるものと考え

られ、結合材の充填性が強度発現の土台になっていることが示唆された（同図中①、⑦及び⑨）。 

 

 

図 5.5-1 超高強度コンクリートの強度と材料特性の連関図 

コンクリート

ペースト ③調合

・水結合材比 ・養生温度
・前養生期間

結合材

結合材料 ⑧ポゾラン活性

・Si+Al溶出特性 ・鉱物組成

・ブレーン比表面積

　本研究での検討項目

　本研究では未検討

凡　例

⑨セメント水和活性

空気量

⑥養生条件

①圧縮強度

②ペースト

④総細孔容積

⑦充填性

粒度分布

⑤C-S-H

生成体積

骨材
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続く第 3 節では、超高強度コンクリートの強度発現メカニズムを解明すべく、ポゾラン反応及びセメ

ント水和反応に関する定量分析を行うと共に C-S-H 生成体積を示す指標を求め、コンクリート圧縮強度 

及びペースト総細孔容積との関係について検討を行った。その結果、ポゾラン材の使用の有無に拘らず

C-S-H 生成体積が大きいほど総細孔容積が減少し圧縮強度は高くなる傾向が認められた（同図中①、④

及び⑤）。これより、Fc100～200N/mm2級の超高強度コンクリートの強度発現は、セメント及びポゾラ

ン材の水和反応により生成した C-S-H がゲル空隙～毛細管空隙を充填して硬化体組織をより緻密にし

た結果、もたらされたものであることが示唆された。従って、超高強度コンクリートの強度に影響を及

ぼす結合材料の特性は、セメント及びポゾラン材の水和活性を規制する要因であると考えられた。 

そこで第 4 節では、まずポゾラン活性を規制する材料特性について検討を行った。その結果、アルカ

リ溶液におけるポゾラン材の Si 及び Al の溶出量が多いほど圧縮強度は高い傾向が認められ、ポゾラン

活性を説明づける因子として有効であると考えられた（同図中①及び⑧）。次にセメントの鉱物組成及

びブレーン比表面積が強度に及ぼす影響について評価を行った。その結果、鉱物組成については LC を

MC に置換して加熱養生を施すと約 8%の強度低下が認められた。またブレーンについては同一ロット

の LC を粉砕して比表面積を大きくしたものに置換すると殆ど強度差が認められなかった。加えて、第

3 節と同様の定量分析を行うことにより、これらの強度は C-S-H 生成体積の相違と関連づけられること

が示唆された（同図中①、⑤及び⑨）。 

以上より、超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特性として、ポゾラン材において

は Si 及び Al の溶出量が多いほどポゾラン活性が高くなり、セメント鉱物組成においては C2S 量を多く

含むものほど加熱養生時の強度発現性に優れると結論づけることができる。 

 

一方、本章では解明できなかった事項として以下の研究課題が挙げられる。即ち第 3 節では、ポゾラ

ン反応で消費された FA の成分は殆どが SiO2であることが示唆されたが、第 4 節ではポゾラン材の Si

溶出量とポゾラン反応量の間には殆ど相関がなく、Al 溶出量と合算したものとの関係を求めると相関性

が見出された。しかしながら「Si＋Al 溶出量」がポゾラン活性を表す材料特性であることを根拠づける

ためには、液相における Al の共存がポゾラン反応に及ぼす影響を明らかにする必要があると言える。 

また第 4 節では、加熱養生の有無により LC と MC の強度に逆転現象が認められたが、これは C3S と

C2Sで鉱物自体の強度寄与効果や水和反応の温度特性が異なることに起因するものと推測された。但し、

この考察の妥当性を検証するためには、70～90℃の加熱養生下における強度寄与効果を鉱物毎に評価す

ると共に、低 W/B における水和反応の温度依存性を鉱物毎に明らかにする必要があると考えられる。 

 

また本章では、SF 及び FA を併用した 3 成分系結合材において従来の分析方法だけでは不明であっ

たポゾラン反応の内訳について、選択溶解残渣の化学組成に基づき推定する方法を新たに提示した。そ

の結果、ポゾラン反応には SF だけでなく FA も確実に関与しており、その影響は比較的小さいものの

超高強度コンクリートの強度発現に寄与していることが示唆された。 

菅田ら 5.31)は、ベースセメントに普通ポルトランドセメントを用いた 3 成分系結合材において SF 置

換率を 0～10%に、FA 置換率を 0～30%に変化させた W/B25%のコンクリートを練り混ぜ、20℃水中養

生後の圧縮強度、自己収縮及び乾燥収縮を比較評価した。SF 及び FA の置換率がコンクリートの各性状

に及ぼす影響を明らかにしたことは有意義だが、ポゾラン反応の内訳を含めて水和反応を定量評価すれ

ば考察を更に深めることができると考えられる。このように、ポゾラン反応の内訳を推定する方法は、

圧縮強度のみならず種々の性状を説明づけるために適用されることが期待できるものである。  
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第 6 章 結論 

 

6．1   超高強度コンクリートの性状に影響を及ぼす結合材料の特性 

本研究では超高強度コンクリート用結合材の開発・改善を通じて超高強度コンクリートの更なる性能

向上もしくは性能を維持しながらのコスト低減に資することを最終目的として、超高強度コンクリート

の練混ぜ性、流動性及び強度に影響を及ぼす結合材料の特性を明確にすることを目的に種々の実験検証

及び検討を行った。また本研究では Fc100～200N/mm2級の強度領域に属するコンクリートを対象範囲

としたが、換言すれば、(1)低水結合材比（以下、低 W/B）の調合、(2)ポゾラン材の使用、(3)初期高温

履歴の付与、といった 3 要素が重なり合う領域に属するコンクリートだと言える。特に(2)ポゾラン材の

使用に関しては、シリカフューム（以下、SF）等の平均粒子径が 1μm 未満のものとフライアッシュ（以

下、FA）等の 1μm 以上のものに結合材料を分類すると共に、松田ら 6.1)の研究を参考に 3 成分系結合材

を用いたコンクリート、モルタルないしペーストの各性状について評価を行った。 

本論文の結論を以下に記述する。また第 3 章、第 4 章及び第 5 章を総括して超高強度コンクリートの

性状と材料特性の連関図を図 6.1-1 に示す。 

 

第 1 章では、本研究の背景と目的、対象範囲及び構成について記述した。 

 

第 2 章では、まず超高強度コンクリート用結合材の適用検討事例について調査を行った。その結果、

結合材のベースセメントに高ビーライト系セメントを使用した場合、260～290N/mm2 の強度発現を達

成する 6.2)等、ベースセメントの特殊化を検討した事例があったが、材料調達の観点から汎用性に劣る

と言える。これに対し、低熱ポルトランドセメント（以下、LC）の一部を SF 及び FA で置換した 3 成

分系結合材を使用した場合、225～252N/mm2の強度発現を達成する 6.3)と共に、LC の一部を SF 又は

FA のみで置換した 2 成分系結合材よりも流動性及び強度発現性に優れることを示した事例 6.1)があった。

そこで本研究では、材料調達の観点から LC、SF 及び FA の 3 成分系結合材を基準材料に選定すること

とした。 

また、本研究の対象範囲である Fc100～200N/mm2の強度領域に限らず、結合材料の物理化学特性が

コンクリート等の性状に及ぼす影響について既往研究を調査した。その結果、材料特性が及ぼす影響を

メカニズムと関連づけて考察した事例は限定的であり、普通強度コンクリートの性状に影響を及ぼす材

料特性が、超高強度コンクリートのそれに対しても同様の影響を及ぼすかどうかは不明であることが示

唆された。 

そこで、コンクリートの性状毎に研究のアプローチを次の通り決定した。即ち練混ぜ性については、

低 W/B の練混ぜプロセスにおける結合材粒子の凝集・分散挙動を明らかにすることで関連する材料特

性を導出しその影響を評価した。また流動性については、既往研究で示された流動モデル 6.4)に基づき

結合材の充填性がペーストの流動性に及ぼす影響を評価すると共に、超高強度コンクリートの流動性は

ペーストの流動性に概ね依存することを示すことで、材料特性とコンクリートの流動性を関連づけた。

更に強度については、200N/mm2級の強度発現メカニズムを明らかにすることで強度に影響を及ぼす材

料特性を導出しその影響を評価した。 

 

第 3 章では、超高強度コンクリートの練混ぜ性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにするため、

結合材の調合を重量比で LC：SF：FA＝7：1：2 等に限定して種々の実験検討を行った。その結果、以
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下の事象が確認されたため、超高強度コンクリートの練混ぜ性は、概ねペーストの練混ぜ性と変形性（流

動性）の 2 つに規制されていることが示唆された。 

(1)骨材容積割合は、超高強度コンクリートの所要練混ぜ時間にあまり影響を及ぼさない（図 6.1-1

中①及び④） 

(2)超高強度コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたペーストの練混ぜ性に概ね依存する

（同図中①及び⑦） 

(3)超高強度コンクリートの練混ぜ性は、同一結合材を用いたモルタルの変形性の影響を受け、モル

タルの変形性が乏しいとコンクリートの練混ぜ性は悪化する（同図中①及び⑥） 

(4)モルタルの変形性は、同一結合材を用いたペーストの変形性に概ね依存する（同図中⑥及び⑧） 

 

 

図 6.1-1 超高強度コンクリートの性状と材料特性の連関図 

・型式、容量 ・投入方法、順序 ・単位水量 ・材料温度
・練混ぜ量 （骨材容積割合） ・環境温度

・養生温度

・拘束水比

・変形係数 ・水結合材比

・最大付着荷重

⑮充填性

・水空隙容積比 ・充填率 ・平均配位数

・鉱物組成

結合材料 ・ブレーン比表面積

　本研究での検討項目

　本研究では未検討

粒子形状

凡　例

⑥モルタル流動性
（変形性）

⑤養生条件

・前養生期間

⑦練混ぜ性 ⑧流動性（変形性）

・凝集造粒のし易さ ⑫調合

⑩塑性粘度 ⑭C-S-H生成体積

結合材

⑯凝集・分散性 ⑰粒度分布
⑱ポゾラン活性 ⑲セメント水和活性

・Si+Al溶出特性

コンクリート

ペースト ⑬総細孔容積

⑨降伏値
⑪付着特性

①練混ぜ性 ②流動性 ③圧縮強度

使用ミキサ 練混ぜ方法 ④調合 温度条件
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また、練混ぜプロセスにおけるペーストの均質一体化を解明すべく粒子及び水分の凝集・分散挙動に

ついて定量評価を行うことにより、関連する材料特性について以下の通り考察した。 

(1)「結合材が粉体状を呈する段階」では、練混ぜに伴い凝集造粒が進行する傾向が認められ、低

W/B ペーストの練混ぜ性には結合材の造粒のし易さが関与している可能性がある 

(2)既往文献に示される造粒機構 6.5)によると、結合材の造粒のし易さにはその分散性や充填性が影

響を及ぼしている可能性がある 

そこで、これらの考察の妥当性を検証すべく結合材料の特性が低 W/B ペーストの練混ぜ性に及ぼす

影響を評価したところ以下の事象が確認された。 

(1)造粒し易い結合材ほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間は短い（同図中⑦） 

(2)SF 等の超微粒子は分散性に優れるものほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間が短い（同図中⑦

及び⑯） 

(3)SF 粒子の分散が進行するにつれ結合材の充填性は高まり、結合材は充填性が高いものほど表面

水を確保し易いため低 W/B ペーストの練混ぜ性に優れる（同図中⑦、⑮及び⑯） 

以上より、SF 等の超微粒子においては分散性が、結合材においては充填性が、超高強度コンクリー

トの練混ぜ性に対して最も重要な特性であると結論づけた。 

 

第 4 章では、超高強度コンクリートの流動性に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにするため、結

合材の調合を重量比で LC：SF：FA＝7：1：2 等に限定して種々の実験検証及び検討を行った。その結

果、以下の事象が確認され「結合材料の粒子形状が大きく相違しなければ、ペーストの流動性は結合材

の充填性に概ね依存する」ことが示された。 

(1)結合材の充填率が高いほど拘束水比は小さくなり変形係数は大きくなる傾向がある（同図中⑧及

び⑮） 

(2)ペーストの塑性粘度は結合材の充填率及び平均配位数によって説明づけることができ、充填率が

高いほど塑性粘度は小さくなる（同図中⑩及び⑮） 

(3)高性能 AE 減水剤の添加量を増やすと、ペーストの降伏値及び塑性粘度は小さくなる傾向が認め

られ、主として粒子の凝集・分散状態によって規制されている可能性がある（同図中⑨、⑩及び

⑯） 

(4)ペーストの付着特性は特定の W/B に限って結合材の充填率により説明づけることができ、充填

率が高いほど最大付着荷重は小さくなる（同図中⑪及び⑮） 

また超高強度ペースト及びコンクリートの流動特性について比較考察を行った。その結果、以下の事

象が確認され、超高強度コンクリートの流動性は同一結合材を用いたペーストの流動性に概ね依存する

ことが示された。 

(1)ペーストの 0 打フローが大きくなるとフロー時間は短くなる傾向が認められ、フロー試験値には

単にペーストの降伏値だけでなくフローコーンが引き上げられるときに作用する慣性力の影響

が現れている（同図中⑧） 

(2)コンクリートのスランプフローが大きくなるとフロー時間は短くなる傾向が認められ、ペースト

と同じ流動特性を表している（同図中②） 

(3)コンクリートとペーストのフロー性状には概ね相関が認められる（同図中②及び⑧） 

以上より、充填性の高い結合材を使用することで超高強度コンクリートの流動性は改善されると考え

られ、材料特性の内、結合材の充填性が超高強度コンクリートの流動性に対して最も重要な特性である
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と結論づけた。また、ペーストの降伏値が主として粒子の凝集・分散状態によって規制されている可能

性を考慮して、流動性に影響を及ぼす材料特性として粒子の分散性を指摘した。 

 

第 5 章では、超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特性を明らかにするため、結合

材の調合を重量比で LC：SF：FA＝7：1：2 等に限定して種々の実験検証及び検討を行った。その結果、

以下の事象が確認され「Fc100～200N/mm2 級の超高強度コンクリートの強度発現は、セメント及びポ

ゾラン材の水和反応により生成した C-S-H がゲル空隙～毛細管空隙を充填して硬化体組織をより緻密

にした結果、もたらされたものである」ことが示唆された。 

(1)材齢 8 日まで 20℃封緘養生を行うとポゾラン材の使用の有無による強度差は認められず、

100N/mm2 程度までの強度発現はセメントの水和反応と結合材の充填効果によることが示唆さ

れた（同図中③、⑮及び⑲） 

(2)材齢 8 日まで 20℃封緘養生を行うと水和反応の進行に伴いゲル空隙～毛細管空隙が形成された

のに対し、90℃封緘養生を施すと練上がり直後の試料と同程度の緻密さとなり、ゲル空隙～毛細

管空隙は計測されなかった（同図中⑤及び⑬） 

(3)コンクリートの圧縮強度は、同一結合材を使用したペーストの総細孔容積に概ね依存する（同図

中③及び⑬） 

(4)養生温度が高いほどポゾラン反応量及びクリンカー鉱物反応量は増加する傾向が認められ、同一

調合においては硬化体組織の緻密化が進行し強度が増進する傾向が認められた（同図中⑤、⑱及

び⑲） 

(5)ポゾラン反応量又はクリンカー鉱物反応量のみを分析評価しても、異なる調合間のコンクリート

圧縮強度及びペースト総細孔容積を説明づけることはできない（同図中③、⑬、⑱及び⑲） 

(6)ポゾラン材の使用の有無に拘らず C-S-H 生成体積を示す指標が大きいほどコンクリート圧縮強

度は高くなり、ペースト総細孔容積は小さくなる傾向が認められた（同図中③、⑬及び⑭） 

この強度発現メカニズムに基づくと超高強度コンクリートの強度に影響を及ぼす結合材料の特性は、

セメント及びポゾラン材の水和活性を規制する要因であると考えられた。そこで、関連する材料特性を

導出しその影響を評価したところ、以下の知見が得られた。 

(1)SF 及び FA のポゾラン活性について、ポゾラン材の Si 及び Al の溶出量が多いほど圧縮強度は

高い傾向が認められ、アルカリ溶液における両成分の溶出特性はポゾラン活性を説明づける因子

として有効である（同図中③及び⑱） 

(2)セメントの鉱物組成（品種）が強度に及ぼす影響について、結合材のベースセメントを LC から

中庸熱ポルトランドセメント（以下、MC）に置換すると加熱養生品では約 8%の強度低下が認め

られ、この強度差は C-S-H 生成体積によって説明づけることができる（同図中③、⑭及び⑲） 

(3)セメントのブレーン比表面積が強度に及ぼす影響について、同一ロットの LC を粉砕して比表面

積を大きくしたものに置換すると殆ど強度差が認められず、C-S-H 生成体積を示す指標にも殆ど

違いがなかった（同図中③、⑭及び⑲） 

以上より、超高強度コンクリートの強度発現に対しポゾラン材においては Si 及び Al の溶出特性が、

セメントにおいては鉱物組成（C2S 量）が最も重要な特性であると結論づけた。 

 

第 6 章では、本論文の結論を記述すると共に、今後の課題を次節に整理した。 
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6．2   本研究の成果と今後の課題 

本研究における第一の成果は、前節「6．1 超高強度コンクリートの性状に影響を及ぼす結合材料の

特性」にて記述した結論であり、性状毎に関連する材料特性を導出するため、超高強度コンクリートの

「練混ぜにおける粒子及び水分の凝集・分散挙動」及び「強度発現メカニズムに係る水和反応」を定量

評価したことである。 

加えて、本研究では以下の分析評価方法を新たに提示した。 

 (1)ペースト中の粒子の凝集・分散状態を表す指標；分散度指数 DI 

 (2)結合材の造粒のし易さを表す指標；造粒速度指数 GSI 

 (3)ポゾラン反応の内訳の推定方法 

即ち、分散度指数 DI を定義することによりミキサ型式の違いが練上がり時の粒子の分散状態に及ぼ

す影響や、ペーストの流動性との関連性について考察することができた。DI はあくまでも相対的な評

価指標にすぎないが、後述する今後の課題を解明する上で基礎的な指標になると考えられる。 

また、造粒速度指数 GSI は「造粒し易い結合材ほどペーストの所要練混ぜ時間は短い」ことを示すた

めに定義した指標だが、結合材の種類又は調合を変えたときのペーストの所要練混ぜ時間が、結合材が

粉体状から塊状に変化するまでの時間に概ね依存する場合には、GSI によってその練混ぜ性を予測評価

できる可能性が示唆された。 

更に、ポゾラン反応は超高強度コンクリートの強度発現において特に重要な反応だが、その内訳を推

定することにより、SF 及び FA を併用した 3 成分系結合材においては FA も確実に反応しており強度発

現に寄与していることが明らかになった。このポゾラン反応の内訳を推定する方法は、圧縮強度のみな

らず種々の性状を説明づけるために適用されることが期待できるものである。 

 

次に、本研究を通じて見出された課題について記述する。 

第 3 章では、低 W/B ペーストの破断面における SEM-EDS マッピング像に画像解析を適用して粒子

の凝集・分散状態を定量評価した。その結果、練混ぜに伴い SF 及び FA 粒子の分散傾向が認められ、

且つ練上がり時においても完全分散には至っていないことが確認された。また「SF 等の超微粒子は分

散性に優れるものほど低 W/B ペーストの所要練混ぜ時間が短い」との仮説を立て、これを検証する実

験を行ったところ、低 W/B ペーストの練混ぜ性は、強い超音波を照射して SF をいわば強制的に分散さ

せたときの粒度分布よりも、一定のトルクで練混ぜたときの SF の分散性と関連づけられる可能性が示

唆された。 

前述の通り、超高強度コンクリートの練混ぜ性及び流動性に対しては結合材の充填性が最も重要な特

性であると結論づけた。結合材の充填性が各材料の粒度分布に影響されることは明らかだが、特に SF

等の超微粒子については練混ぜ時ないし練上がり時の凝集状態を反映した見掛けの粒度分布に基づき

結合材の充填性を評価する必要があると言える。従って、本質的にはペースト中の粒子の凝集・分散状

態に基づき結合材の充填性を評価すべきだが、本研究ではセメント粒子の分散状態を適切に評価するこ

とができなかった。一方、液中分散させた SF 等の超微粒子に比較的弱い超音波を繰返し照射したとき

の粒度変化は SF の銘柄や材料の種類によって大きく異なり、このときの分散性はペースト練混ぜ時の

分散性に類似している可能性が考えられた。そこで、便宜的に SF 等の超微粒子については比較的弱い

超音波を繰返し照射したときの粒度分布を、LC 及び FA については比較的弱い超音波を 1 回照射した

ときの粒度分布を用いて結合材の充填性を評価した。 

これらのことから超高強度コンクリートの「練混ぜ」及び「流動」に関しては、以下の項目を共通の
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課題として挙げることができる。なお、液中での分散状態から結合材の充填性を評価しペーストの練混

ぜ性を予測することができれば、材料の評価方法として有用性の高いものになると考えられる。 

(1)ペースト中のセメント粒子の分散状態を適切に評価すること 

(2)結合材粒子の液中での分散状態とペースト中での分散状態をより厳密に関連づけること 

また第 3 章では、ペースト中の SF 粒子の分散状態とペーストの流動性の関係を求めたところ、いず

れの調合においても SF 粒子の分散が進行するにつれペーストのフロー値は増大する傾向が認められた。

しかしながら、高性能 AE 減水剤の添加によって粒子の凝集・分散状態がどれだけ変化するのかについ

ては未検証である。従って「流動」に関しては、以下の項目を上述の課題に追加することができる。 

(3)ペースト中の粒子の凝集・分散状態がレオロジー特性に及ぼす影響を評価すること 

前述の通り、超高強度コンクリートの強度発現に対しポゾラン材においては Si 及び Al の溶出特性が、

セメントにおいては鉱物組成（C2S 量）が最も重要な特性であると結論づけた。第 5 章では、ポゾラン

反応の内訳を推定するため選択溶解残渣の化学組成を分析評価したところ、ポゾラン反応で消費された

FA の成分は殆どが SiO2であることが示唆された。一方、ポゾラン活性を規制する材料特性について検

討を行ったところ、アルカリ溶液におけるポゾラン材の Si 溶出量とポゾラン反応量の間には殆ど相関

が認められなかったのに対し、Al 溶出量と合算すると両者に相関性が見出された。従って Al は液相に

溶出するだけで殆ど水和物に変化しなかった可能性が考えられるものの、「Si＋Al 溶出量」がポゾラン

活性を表わす材料特性であることを根拠づけるには、以下の課題に取り組む必要があると言える。 

(4)液相における Al の共存がポゾラン反応に及ぼす影響の評価 

また第 5章では、セメントの鉱物組成が超高強度コンクリートの強度に及ぼす影響を評価したところ、

加熱養生の有無により LC と MC の強度に逆転現象が認められた。これらの強度差は C3S と C2S で鉱

物自体の強度寄与効果や水和反応の温度特性が異なることに起因するものと推測されるが、これらを検

証するためには以下の課題に取り組む必要があると言える。 

(5)70～90℃の加熱養生下における鉱物自体の強度寄与効果を評価すること 

(6)低 W/B における水和反応の温度依存性を明らかにすること 

前述の通り、本研究は結合材料の特性に基づき超高強度コンクリートの性能設計を行う技術の基礎研

究である、と位置づけることができる。結合材料の特性からコンクリートの性能設計を行うためには、

まず結合材料を適切に選定すると共に、最適調合を論理的に導出することが必要になると考えられる。

従って、その調合が何故最適なのかを説明づけるロジックを解明することも重要な課題だと言えるが、

このロジックを解明するためには、上述した(1)～(6)の課題に取り組む必要があると考えられる。 

 

以上、結合材料の特性に基づき超高強度コンクリートの性能設計を行う技術を確立するためには、幾

つかの課題が残るものの、今後の研究によって最適調合を説明づけるロジックが解明されれば、結合材

料の特性を適切に評価することで超高強度コンクリートの更なる性能向上もしくは性能を維持しなが

らのコスト低減に結実することが期待される。 
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